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 監 査 公 表       

監 査 公 表 

静岡市監査公表第15号 

 地方自治法第199条第２項の規定に基づく監査を行った結果は、次のとおりである。 

 同条第９項の規定により、これを公表する。 

  平成20年３月25日 

静岡市監査委員  海 野   洋      

同     戸 谷 雄 一      

同     田 中 敬 五      

同       青 木 一 男      

記 

１ 監査の種別   行政監査 

２ 監査のテーマ  「静岡マニフェスト2007」について 

３ 監査の概要 

  地方自治法（以下「法」という。）第199条第２項による行政監査は、行政事務全般の

事務執行について監査することができ、さまざまな課題の中から適時性のある特定の

テーマを設定し、これに該当する事務事業が、法第２条第14項及び第15項の規定による

能率性、効率性及び合理性並びに法施行令第140条の６の規定による適法性に準拠して

執行されているかどうかを監査するものである。 

４ 監査の目的 

  マニフェストとはラテン語で「はっきり示す」という意味であり、公職選挙法の改正

目    次 
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により、平成19年３月から地方公共団体の長の選挙で、候補者がマニフェストを配布す

ることが認められたものである。「静岡マニフェスト2007」は、市長が平成19年４月の

選挙において市民に公約として掲げたものであり、市民に実現を約束する政策として、

まちづくり戦略と都市経営システムの100の政策を示している。市長は、100の政策を第

１次静岡市総合計画第２期実施計画に位置付け、関係する部局において実現に向けて取

り組むよう指示した。 

  一方、「静岡マニフェスト2007」は、市民に約束として示したものであるという性格上、

実現に当たっては、可能な限り実施前の計画段階、実施中さらには事後において広く市

民に周知し、市民との協働で実施することによりその成果が市民のものとならなければ

ならないと考える。 

  このような状況を踏まえ、「静岡マニフェスト2007」の実現に当たっては、市民の目線

に立った周知及び市民参画が最も重要であるという観点から、それらが十分に採り入れ

られているかを主眼に検証し、今後の「静岡マニフェスト2007」の適正な執行に資する

ため監査を行った。 

５ 監査の対象 

（１）監査の対象事務 

   「静岡マニフェスト2007」に掲げられた100の政策の内の22の重点政策 (以下、「マ

ニフェスト22の重点政策」という。) 

（２）監査の基準日 

   平成19年12月31日 

（３）監査対象の局部課 

   政 策 統 括 局         ：企画調整課 

   総  務  局  総  務  部：総務課、人事課 

            都 市 経 営 部：都市経営課、情報政策課 

   生 活 文 化 局  市 民 生 活 部：市民生活課 

            文化スポーツ部：文化振興課 

   環  境  局  廃棄物対策部：廃棄物政策課 

   経  済  局  商  工  部：産業政策課、地域産業課、観光課 

                    清水港振興課 

   都  市  局  都 市 計 画 部：都市計画課、交通政策課、市街地整備課 

                    清水駅周辺整備課、公園計画課 
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                    公園整備課 

   消 防 防 災 局  消  防  部：消防総務課 

   教育委員会事務局         ：教育総務課、学校教育課、教育センター 

（４）書類監査の監査対象事業 

   監査に当たっては、上記のマニフェスト22の重点政策の所管課から、行政監査資料

の提出を求めた。その結果、22課が所管する32事務事業が該当した。 

６ 監査の方法 

（１）予備監査（監査委員事務局職員による関係書類等の監査） 

（２）本 監 査（監査委員による説明聴取、現地調査及び質疑） 

７ 監査の期間 

  平成20年１月15日から平成20年２月29日まで 

８ 監査の主な着眼点 

（１）マニフェスト22の重点政策の進捗及び実施内容は、計画どおり適正かつ的確に行わ

れているか。 

（２）マニフェスト22の重点政策の実施内容は、市民への周知及び市民参画が適切に行わ

れているか。 

（３）マニフェスト22の重点政策の関係書類は、適切に具備されているか。  

９ 監査の結果 

  監査の結果、マニフェスト22の重点政策について、進捗状況については、おおむね適

正に執行されているものと認められた。しかし、市民への周知方法や市民協働、市民参

画については、市民の身近な場所で関係する情報が得にくいもの、対象範囲が、事業実

施の関係団体や利害関係人の市民にとどまるなど十分とは言えず、その手法等に創意・

工夫が必要と思われるものが散見された。 

  なお、監査の着眼点に基づいて監査した結果は次のとおりである。 

（１）マニフェスト22の重点政策の進捗及び実施内容は、計画どおり適正かつ的確に行わ

れているか。 

  ア 第１次静岡市総合計画第２期実施計画に位置付け、今年度の実施計画に基づき全

ての事業が着手済であり、おおむね適正に執行されていた。しかしながら、事業内

容について再検討を必要とするものが一部に見受けられた。 

（２）マニフェスト22の重点政策の実施内容は、市民への周知及び市民参画が適切に行わ

れているか（市民協働について事前、事中及び事後の段階における取組状況）。 
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  ア 事前の市民への周知及び市民参画については、市のホームページ上での周知、市

民アンケートの実施、検討委員会への市民委員の公募、パブリックコメント(意見集

約手続)の実施等を行っていた。 

    今年度は、初年度ということもあり、事前の周知等については意を払い実施して

いたが、一部について実施していないものも見受けられた。その理由として、市の

内部組織あるいは事務管理に関するものであるということを挙げていた。 

  イ 事業実施中の市民への周知及び市民参画については、愛称の募集、事業に参加す

るボランティアの募集、街頭キャンペーンの実施、テレビＣＭ放映など従来の方法

で実施していた。 

  ウ 事業実施後の市民への周知及び市民参画については、報道機関への資料提供と報

道の実施、市の広報紙「静岡気分」への掲載と市のホームページ上での周知など、

既存の報道手段で実施していた。 

    多くの事業が２～３年の継続事業であるため、今後、市民への周知を予定してい

た。 

（３）マニフェスト22の重点政策の関係書類は、適切に具備されているか。 

  ア マニフェスト掲載事業であり、22課の所管課が当該年度の主要施策として取り組

んでいる事業であるため、関係書類の整備状況はおおむね適正であった。 

10 意見・要望 

（１）マニフェスト№１ 学校応援団の設立について（教育委員会事務局） 

   学校応援団は、子どもたちの健やかな育成を目的として、家庭や学校だけでは解決

することが難しい、子どもたちを取り巻く課題を解決するための地域による支援活動

である。 

   学校応援団の設立を成功させるためには、組織づくりと実践活動の両面において、

町内会や自治会、ＰＴＡなどの地域における協力が不可欠であり、そのためには、子

ども達の健やかな育成への熱い思いと学校応援団の必要性を地域に十分理解してもら

うことが重要であるので、教育委員会事務局としても学校側と十分協議を行い、最善

の対応で学校応援団の設立に臨まれるよう要望する。 

（２）マニフェスト№22 「静岡版もったいない運動」によるゴミ減量について（環境局） 

   環境問題については、世界的に地球の温暖化が叫ばれており、その主な要因となる

二酸化炭素の削減が各国の課題として取り上げられている。 

   こうした中、「静岡版もったいない運動」によるゴミ減量は、環境面への配慮のみな
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らず、ゴミ処理経費の節減においても大きな効果が期待できるとされているが、この

「もったいない運動」の理念や内容が市民に十分周知されていないと思われるので、

現状の「雑紙の回収」や「マイバックの普及促進」等の活動については、より成果が

期待できる方策の検討に努められるとともに、市民への普及啓発に当たっては、効果

が最大限に発揮されるようＰＲ活動に全力を挙げて取り組まれるよう要望する。 

（３）マニフェスト№36 日本平公園の整備について（都市局） 

   日本平は、富士山の眺望地として市の観光の中心地であり、その整備は大いに期待

されているところであるが、同時に、様々な法規制等難しい面も多々あるので、これ

らの早期解決に努められたい。 

   また、平成21年３月には静岡空港も開港されることから、県内外をはじめ海外から

も誘客が図れる魅力ある都市公園・市民が誇れる公園として整備されるよう、今後も

市民や有識者等の意見を取り入れつつ、関係機関と十分協議し事業を推進されるよう

要望する。 

（４）マニフェスト№64 「しずおかコンテンツバレー構想」の推進について（経済局） 

   当該構想の推進に当たって、「コンテンツ（ソフトウェア・映像・デザイン等の情報

素材）」という用語は市民には馴染みが薄く、また、事業内容も専門的で主に産業界等

一部が対象となっている現状を踏まえると、当該構想の推進を成功裏に導いていくた

めには、先ずは市民向けに分かりやすいＰＲ活動を行い、関心や興味を持っていただ

くことが肝要である。その上で全国、世界に向けてあらゆる機会を通じて力強く情報

を発信し、事業告知をしていくことが何よりも大切と考えるので、今後は、これまで

以上にＰＲ活動に重点を置いた事業展開を推進されるよう要望する。 

（５）マニフェスト№96 行財政改革を徹底し、職員・経費をさらに削減について 

（総務局） 

   静岡市行財政改革推進大綱実施計画の主要施策である定員管理計画の策定や、事務

事業の見直しなどの実施により、職員・経費の削減に努めているところであるが、実

施に当たっては、これまでの手法や対策を安易に踏襲することなく、市民にとって分

かりやすく、将来を見据えた簡素で効率的な自治体運営を目指して果敢に行財政改革

に取り組まれるよう要望する。 

11 まとめ 

  今回「静岡マニフェスト2007」をテーマに監査を行ったところ、意見し、要望する事

項が前述のとおり見受けられた。 
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  「静岡マニフェスト2007」は、市長が選挙において市民に実現を約束した政策であり、

現在、庁内の関係部局において実現に向けて執行されているところである。 

  それらの中身を点検すると、市民が参加して実現するもの、家庭における取り組みが

不可欠なもの、実施に当たっては新たな経費負担が想定され事前に市民のコンセンサス

を要するものなど、そのすべてが市民との関わりを持ち市民参画を必要とするものであ

り、市民抜きでマニフェストを論ずることは出来ないことが分かる。 

  今回の行政監査では、市民への周知と市民参画を主な着眼点として監査したところで

あるが、対象としたマニフェスト22の重点政策について、市民への周知が十分ではなく

創意・工夫が必要と思われる重点政策が尐なからず見受けられた。 

  本市ではこれまで、多くの事務事業を実施してきている。しかし、それらの事務事業

が市民に十分理解されにくくなっているのは、広報やＰＲ活動が効果的に情報発信され

ていないためではないかと思われる。 

  今後は、「静岡マニフェスト2007」を市民へ周知する広報については、従来の方法を見

直し、市民の目線に立ち、真に分かりやすい方法を検討するとともに、広報した結果が

市民にどの程度伝わり理解されているかを確認することなど、広報の一層の充実が重要

であると考える。 

  最後に、本市も厳しい財政状況が続くものと想定されることから、マニフェストの実

現に当たっては「最尐の経費で最大の効果を挙げる（法第２条第14項）」よう、これま

で述べた事項に留意しながら最適な方法で執行されたい。 

資  料（「静岡版マニフェスト2007」に掲げられた100の政策のうちの22の重点政策） 

静岡マニフェスト2007の22の重点政策 

（2007年３月発表） 

区分 
マﾆﾌｪ

ｽﾄ№ 
名  称 内      容 

達成

時期 

事業費 

(億円) 
所 管 

１ １ 
学校応援団の

設立 

家庭や地域の教育力を再生させ高め

る必要があるため、地域のＰＴＡ・

市民・団体や企業など学校を取り巻

くさまざまな人々で組織する学校応

援団を平成22年度までに13の小学校

区で設立したいと考えます。 

４年

以内 
― 

教育委員会

事務局（教

育総務課） 
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２ ８ 
消防ヘリコプ

ターの導入 

消防活動の迅速性と機動性を確保す

るため、ヘリテレ電送システムを備

えた消防ヘリコプターを平成19年度

に１機導入し、平成20年度に航空消

防隊を編成・運営します。 

１年

以内 
17.5 

消防防災局

（消防総務

課） 

３ ９ 
超低床バスの

導入促進 

路線バスは交通弱者にとっても、市

民生活や都市活動を支える公共交通

機関としても、重要な足です。 

平成22年度までに超低床バスの導入

率が50％になるよう助成します。 

４年

以内 
0.7 

都市局（交

通政策課） 

４ 16 
県立養護学校

の清水区設置 

養護学校は、障害のある子どもたち

の教育や自立支援のための重要な機

関です。清水区の子どもたちの教育

環境を大きく改善するため、清水区

内に県立養護学校を平成22年度まで

に誘致決定できるよう、静岡県に対

し強力に働きかけていきます。 

４年

以内 
― 

教育委員会

事務局（学

校教育課） 

５ 22 

「静岡版もっ

た い な い 運

動」によるゴ

ミの減量 

一人ひとりが意識的にごみ減量に取

り組むとともに、「飽きのこない高品

質なものを最後まで使い切る」と

いった消費態度が市民に浸透するよ

う運動を展開する。具体的な取組：

雑紙の重点回収 目標：４年後に市内

のごみを５％削減 

４年

以内 
0.2 

環境局（廃

棄 物 政 策

課） 

６ 27 
天守閣復元の

アイデア募集 

駿府公園を、歴史文化型公園として

計画的に施設を整備中です。巽櫓や

東御門を復元し、これからは「坤櫓

（ひつじさるやぐら）もつくります。

しかし肝心の天守閣は、江戸時代の

図面が見つからないため、復元でき 

２年

以内 
17.1 

都市局（公

園整備課） 
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ませんでした。そこで、平成19年度

から史実に基づいた天守閣復元の可

能性について、調査、検討を行いま

す。 

   

７ 32 
市立美術館の

開設 

大都市としての文化的機能を高める

ために、平成22年度までに、都心の

紺屋町再開発ビル内に本格的な「市

立美術館」を開設します。平日・休

日の夜間までの開館を検討し、市民

がゆっくりと美術を鑑賞できる環境

を整備します。 

４年

以内 
88.0 

生活文化局

（文化振興

課） 

都市局（市

街 地 整 備

課） 

８ 36 
日本平公園の

整備 

山頂部を風景をテーマとした都市公

園に整備します。公園内には、展望

施設、花壇、芝生広場などに加え、

サミットなど国際会議も開かれ「静

岡市の迎賓館」と呼ばれるようなハ

イグレードなホテルを民間の力によ

り建設、国内各地や東アジアなどか

らの誘客を図ります。 

４年

以内 
8.8 

都市局（公

園計画課） 

９ 43 

ＪＲ清水駅西

口・東口の開

発 

ＪＲ清水駅東口では、ＰＦＩ方式に

より、本市を代表する1,700席規模の

多目的で高次な文化機能を満たす

「清水文化ホール」を平成23年度ま

でに建設します。 

４年

以内 
84.7 

生活文化局

（文化振興

課） 

港湾区域の土地利用転換を図り、

ウォーターフロントとして再生する

ための「ベイエリア土地利用構想」

を市民との協働で策定します。 

経済局（清

水 港 振 興

課） 

ＪＲ清水駅西口では、区画整理事業

と市街地再開発事業の一体化によっ

て、駅前の景観を一新させます。 

都市局（清

水駅周辺整

備課） 

ＪＲ清水駅西口では、区画整理事業

と市街地再開発事業の一体化によっ

て、駅前の景観を一新させます。 

都市局（市

街 地 整 備

課） 
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10 48 
しずおか熱血

教師塾の開講 

情熱と使命感を持った人材を現場に

投入しようという試みが「静岡熱血

教師塾」。これから公立学校の教員を

目指す人を対象に、平成20年度から

開講します。 

２年

以内 
― 

教育委員会

事務局（教

育 セ ン

ター） 

11 53 

ＬＲＴなど新

交通システム

の検討 

都心部の「まちづくり将来ビジョン」

を関係者のワークショップ形式で策

定する。その中でＬＲＴに代表され

る新交通システムをどう位置付けて

いくか検討します。 

１年

以内 
0.6 

都市局（都

市計画課） 

12 58 

ブローバンド

市内カバー率

100％ 

地域格差解消のため、ブロードバン

ド環境が市内どこでも享受できるよ

うにする。 

平成22年度までにブロードバンド市

内カバー率を100％とします。 

４年

以内 
0.5 

総務局（情

報政策課） 

13 64 

「しずおかコ

ン テ ン ツ バ

レー構想」の

推進 

国境を超えてコンテンツを融合・複

合化し、付加価値をさらに高め、国

内外の市場で通用する新産業につな

げていきます。これが「しずおかコ

ンテンツバレー構想」です。平成19

年度には、青葉小学校跡地に「クリ

エーター支援センター」を開設し、

多くの才能の創造・交流の場として

いきます。 

１年

以内 
1.3 

経済局（産

業政策課） 

14 70 
集客交流都市

づくりの推進 

国際的なイベントや会議を平成22年

度までに20件誘致するなど、集客交

流都市を目指したさまざまな政策･

事業を実施していきます。海外では

主に東アジアから、国内では我が国

の交流拠点としての地勢を活用して 

４年

以内 
8.0 

経済局（地

域産業課） 
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全国から集客を図ります。定期的な

国際会議や大規模イベントの継続開

催によって、関係する多くの諸産業

を連鎖的に潤していくような新しい

地域産業振興システムをつくり上げ

ます。 

  
経済局（観

光課） 

15 79 
政策統括官の

設置 

市役所全体を見渡して、マニフェス

トに基づく政策づくりや調整を行う

とともに、その取り組み状況、実績

などを管理する総括局長として「政

策統括官」を設置し、政策の推進体

制を強化します。 

１年

以内 
― 

総務局（総

務課） 

総務局（人

事課） 

16 80 
経営会議の設

置 

トップにおける戦略形成や意思決定

を支える仕組みとして、庁議に代わ

る経営会議を設置することにより、

トップダウン事項や重要政策に経営

資源を集中投下できる体制を強化

し、スピード感のある都市経営を行

います。 

１年

以内 
― 

政策統括局

（企画調整

課） 

17 85 
Ｎ Ｐ Ｏ セ ン

ターの増設 

平成20年度までにＮＰＯ等の活動の

拠点となるＮＰＯセンターを２か所

開設し、ＮＰＯの設立・運営に関す

る各種支援を充実させ、ＮＰＯ等の

活動を活発化します。４年間で尐な

くとも40団体のＮＰＯを増加させま

す。 

２年

以内 
3.0 

生活文化局

（市民生活

課） 

18 86 

市民参画推進

条例、市民活

動促進条例の

施行 

平成19年度に、市政への市民の広範

な参画を促進するためのパブリック

コメントなどの制度や手続を定めた

市民参画推進条例を施行します。 

１年

以内 
― 

生活文化局

（市民生活

課） 

総務局（都

市経営課） 
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19 90 

窓口サービス

に経営品質を

導入 

待ち時間短縮、接客態度改善、各種

申請に対する標準処理期間の明示等

を進める。窓口サービスの質を継続

的に改善するため、平成20年度から

「静岡版経営品質」を導入。 

２年

以内 
― 

総務局（総

務課） 

総務局（人

事課） 

20 91 

個 人 情 報 保

護 、 情 報 セ

キュリティ対

策を強化 

大量の個人情報を使って市の仕事は

進められています。「個人情報は、市

民からお預かりしたもの」との認識

に立って市の業務を遂行します。個

人情報の厳重な保護に努め、情報セ

キュリティレベルを計画的に高めて

いきます。 
１年

以内 
― 

総務局（総

務課） 

情報セキュリティレベルを向上する

ため、情報政策課、システム管理課

においてＩＳＭＳ（情報セキュリ

ティ・マネジメント・システム）を

構築し、平成19年度中にISO27001の

認証を取得します。 

総務局（情

報政策課） 

21 96 

行財政改革の

徹底による、

職員・経費の

削減 

定員管理計画（平成17～21年度）を

確実に実行し、職員数を純減させま

す。また、業務の改善など行財政改

革を徹底し、経費を削減し、増収を

図ります。 

 ※平成22年度の職員数：6,281人へ

（対17年度比5.7％減、380人純減） 

１年

以内 
△115.5 

総務局（都

市経営課） 

総務局（人

事課） 

22 97 

行政評価シス

テムの本格稼

働 

これまで運用してきた行政評価制度

の成果を生かし、静岡市の特性に応

じた新たな行政評価制度を確立し、

平成19年度から本格的に導入・運用

します。 

１年

以内 
0.1 

総務局（都

市経営課） 
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       ――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

監 査 公 表 

静岡市監査公表第16号 

 地方自治法第199条第７項の規定による監査を行った結果は、次のとおりである。 

 同条第９項の規定により、これを公表する。 

  平成20年３月28日 

静岡市監査委員  海 野   洋      

同     戸 谷 雄 一      

同     田 中 敬 五      

同     青 木 一 男      

記 

監査の種別  財政援助団体に対する監査 

監査の対象 

      ・静岡市保護司会連絡協議会補助金 

        所管部局 保健福祉子ども局福祉部福祉総務課 

        援助団体 静岡市保護司会連絡協議会 

      ・静岡市飲料水供給施設等整備事業補助金 

        所管部局 保健福祉子ども局保健衛生部保健所生活衛生課 

        援助団体 柿島水道組合 

      ・蒲原宿場まつり＆産業フェア事業補助金 

        所管部局 経済局商工部観光課 

        援助団体 蒲原宿場まつり＆産業フェア実行委員会 

監査の範囲  平成18年度中における財政援助に係る出納その他の事務の執行が、交付目

的どおりに適正かつ効果的に実施されているか、対象団体の当該事務につい

て監査した。 

監査の方法  帳票簿冊の審査 

監査の期日  平成20年２月21日から平成20年３月28日まで 

監査の結果  各団体に交付された補助金は目的に沿って執行されており、おおむね適正

に処理されているものと認められた。 
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静岡市保護司会連絡協議会補助金 

１ 監査対象団体 

  静岡市保護司会連絡協議会 

  （設立目的） 

   静岡市保護司会連絡協議会（以下「連絡協議会」という。）は、静岡市内における更

生保護活動や犯罪防止活動等に携わる保護司がそれぞれ所属する各区の保護司会（静

岡市葵区保護司会、静岡市駿河区保護司会及び清水地区保護司会）を統括し連絡調整

を図るとともに、より良い保護司活動を活性化するため、静岡市保護観察所及び静岡

市等との連絡調整等、具体的な活動の実施を図ることを目的として、平成17年４月１

日に設立された。 

２ 監査対象事務事業の実施状況 

  平成18年度に実施した各区保護司会の主要実施事業は、次のとおりである。 

（１）静岡市葵区保護司会 

  ア 総会 ５月17日（水） クーポール会館 出席者74人 

  イ 三役会議17回開催、常任理事会５回開催、理事会５回開催 

  ウ 各部会の活動内容 

  （ア）総務部会（総務委員会、財務委員会、渉外委員会） 

     総会及び新年祝賀会の資料作成、開催準備、県更生保護大会参加準備、更生相

談の実施、関連機関総会出席、事務局だよりの発行 

  （イ）社明、犯罪予防部会（社明委員会、犯罪予防委員会） 

     静岡市社明実施委員会開催（はーとぴあ清水にて式典及び講演を実施）、社明ポ

スター配布及び掲示（関係機関・各保護司）、イベントの実施（青葉イベント広場

にて啓発物の配布） 

  （ウ）絵画展部会 

     社会を明るくする絵画展の開催（市民ギャラリーにて小中学校36校が参加）、入

選者表彰式の実施（中央福祉センター）、水戸尐年刑務所他９つの矯正施設への作

品送付・展示 

  （エ）広報部会 

     広報紙「静岡市葵区保護司会会報」を３回発行、その他各種啓発・宣伝を実施 

  （オ）研修部会 

     定例研修会・自主研修会の実施、県外矯正施設・更生保護施設等視察研修の実
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施 

（２）静岡市駿河区保護司会 

  ア 総会 ５月25日（木）マイホテル竜宮 出席者53人 

  イ 常任理事会３回開催、理事会12回開催 

  ウ 各部会の活動内容 

  （ア）総務部会（総務担当、研修担当、渉外担当、親睦担当） 

     会議の開催７回実施、定例研修３回実施、自主研修３回実施、その他１回研修

会、更生保護相談所の開催、雇用主会、ＢＢＳ会総会出席その他雇用主会主催事

業等への参加、親睦会、新年祝賀会開催及び関係会議 

  （イ）広報部会 

     広報紙「静岡市駿河区保護司会会報」２回発行、編集、校正会議等11回開催 

  （ウ）犯罪予防部会（社明担当、犯罪予防担当） 

     静岡市社明実施委員会開催（はーとぴあ清水にて式典及び講演を実施）、街頭広

報活動、啓蒙活動の実施、犯罪予防研修会、防犯教室、ビデオフォーラム、意見

交換、補導巡回パトロール等の実施、薬物乱用防止の啓蒙活動の実施及び指導員

協議会総会及び県民大会への参加、違反広告物撤去活動の実施及び同講習会等へ

の参加、静岡市暴力・飲酒運転追放・防犯まちづくり市民決起大会への参加 

  （エ）内申委員会 

     新任保護司の発掘、及び保護更生事業の啓蒙を目的に２回開催 

  （オ）各種大会等 

     静岡県更生保護大会、その他各協議会、団体、関係機関等主催の大会への参加 

  （カ）連絡協議会 

     連絡調整のための会議を２回開催 

  （キ）その他 

     事務局だよりの発行３回 

  （ク）各中学校区の活動 

     大里中学校ほか８中学校区単位で地域と連携を図り地域密着型の活動を実施 

（３）清水地区保護司会 

  ア 総会 ５月22日（月）エリザベート 出席者88人 

  イ 理事会12回開催、定例会12回開催、その他 ７回開催 

  ウ 各部等の活動内容 
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  （ア）総務部 

     定例部会開催、総会及び新年祝賀会の資料作成、開催準備、県更生保護大会参

加準備、関連機関総会出席 

  （イ）研修部 

     定例研修会、自主研修会、視察研修等の実施 

  （ウ）犯罪予防活動部 

     静岡市社明実施委員会開催（はーとぴあ清水にて式典及び講演を実施）、社明ポ

スター配布及び掲示（関係機関・各保護司）、違反広告物除去活動、イベントの実

施 

  （エ）協力組織部 

     更生保護女性会総会及び協力雇用主会総会出席 

  （オ）編集部 

     保護司会だよりの発行 

  （カ）学校連携委員会 

     中学生わくわくフェスティバルの開催 

  （キ）更生相談員会 

     相談業務 

３ 静岡市からの補助金 

（１）支出科目  平成18年度一般会計歳出 

         ３款 民生費  １項 社会福祉費  １目 社会福祉総務費 

         19節 負担金、補助及び交付金 

（２）名  称  静岡市保護司会連絡協議会補助金 

（３）金  額  5,105,000円（前金払）（支払日７月19日 5,105,000円） 

４ 収支の状況 

  平成18年度における収支の状況は、次のとおりである。 

（単位：円）  

収     入 支     出 

静岡市補助金 5,105,000 葵 区（分配金） 

駿河区（分配金） 

清水区（分配金） 

2,727,000 

1,818,000 

560,000 

計 5,105,000 計 5,105,000 
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 葵 区（分配金）                        （単位：円） 

収     入 支     出 

会費 

補助金 

助成金 

寄附金 

繰越金 

雑収入 

前年度繰越金 

660,000 

2,824,200 

5,215,390 

605,264 

0 

86,712 

562,573 

事務費 

分担金 

事業費 

積立金 

予備費 

繰越金（次年度へ） 

3,357,646 

647,300 

3,137,322 

1,200,000 

181,650 

1,394,221 

計 9,954,139 計 9,954,139 

  ＊補助金のうち市補助金は、2,727,000円である。 

 駿河区（分配金）                        （単位：円） 

収     入 支     出 

会費 

補助金 

助成金 

雑収入 

前年度繰越金 

795,000 

1,882,800 

3,142,440 

172,300 

568,965 

事務費 

分担金 

事業費 

積立金 

予備費 

繰越金（次年度へ） 

2,674,471 

438,400 

2,537,784 

100,000 

0 

810,850 

計 6,561,505 計 6,561,505 

  ＊補助金のうち市補助金は、1,818,000円である。 

 清水区（分配金）                        （単位：円） 

収     入 支     出 

会費 

補助金 

助成金 

寄附金 

雑収入 

繰越金 

615,000 

660,000 

2,734,600 

2,569,440 

71,279 

85,836 

事務費 

分担金 

事業費 

繰越金（次年度へ） 

1,412,893 

610,800 

4,101,549 

610,913 

計 6,736,155 計 6,736,155 

  ＊補助金のうち市補助金は、560,000円である。 
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５ 書類の整備状況 

  監査した帳票簿冊のうち主なものは次のとおりである。 

（１）市所管部局関係 

   静岡市保護司会連絡協議会補助金交付決定伺決裁、静岡市保護司会連絡協議会補助

金確定通知伺決裁、平成18年度事業実績報告書、支出負担行為決定伺書等 

（２）監査対象団体関係 

   預金通帳、総勘定元帳、仕訳帳、金銭出納帳、収入回議書綴、支出回議書綴、総会

資料、静岡市葵区保護司会運営の手引き、保護司収支・支出調書 

６ 意見、要望等 

（１）市所管部局関係 

  ア 補助金の交付決定の起案によると、静岡市保護司会連絡協議会補助金（以下「協

議会補助金」という。）は、静岡市保護司会連絡協議会に対して、３保護司会の共通

する事項に関し、統一した事業実施を目的に運営の一部について交付するものと

なっているが、一般的に事業費のすべてが補助金の交付対象となるわけではない。

このため、補助団体に対して補助金の支出目的や妥当性を明確にするうえからも事

業費のうち、補助の対象とする項目、対象経費、補助率等を明確にする基準を作成

するよう検討されたい。 

  イ 協議会補助金は、保護司法第17条中の「必要な協力」を根拠に、保護司会の事業

活動を支援するためその運営の一部に充てられている。 

    しかしながら、本来、補助金は、法令、予算等に照らして、補助金支出の目的、

対象団体の性格・活動状況、補助に至る経緯、補助による具体的効果等を総合的に

判断して交付すべきであることや、国及び県からの補助金の交付がない状況を鑑み、

保護司法第17条の必要な協力のあり方について、他都市の状況も調査のうえ今後検

討されたい。 

（２）監査対象団体関係 

  ア 収支については、団体の預金通帳、総勘定元帳、金銭出納帳、収入回議書、支出

回議書（領収書含む）を突合・確認をしたところおおむね適正に保存・処理されて

いるものと認められた。 

  イ 保護司の活動として更生保護活動と並ぶ重要な柱に犯罪予防活動や青尐年健全育

成活動がある。これらの活動は健全で明るい社会を維持するにあたり、重要と思わ

れるため、今後も行政や関係機関と連携のうえ、継続的な活動を展開されるよう要
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望する。 

  ウ 保護観察官と協力して更生保護活動を実施する保護司は、その活動が犯罪や非行

をした人を取り巻く地域社会の事情をよく理解をした上で行わなければ効果がない

ことから、地域の事情に詳しい人の中から選任されているが、保護司に対する地域

社会における認知度は決して高いとはいえない。 

    また、法務省は、保護司の若返りを目的に、平成16年以降76歳以上の者への再委

嘱はしないことを決めたことにより、今後多くの退任者が想定されるとともに、人

材難も憂慮されていることから、関係機関と協議を行うとともに、地域における広

報活動を実施することなどにより保護司の確保に努められたい。 

 

静岡市飲料水供給施設等整備事業補助金 

１ 監査対象団体 

  柿島水道組合 

  （設立目的） 

   柿島地区は、市街地から車で１時間余りの中河内川沿いの山間地に位置する、上水

道や簡易水道による水の供給を受けない「給水区域外区域」にある集落で、水道施設

が整備されておらず、生活用水の確保は重要な課題であった。 

   この柿島水道組合（以下「水道組合」という。）は、平成５年度の飲料水供給施設等

整備事業により地区の重要課題である生活用水の確保を図るため、水道施設の設置及

び利用を円滑に推進すると共に、生活用水の安定供給を図ることを目的として、平成

６年１月８日に設立された。 

２ 監査対象事務事業の実施状況 

  平成18年度に行った事業の概要は、次のとおりである。 

（１）事業目的 

   静岡市飲料水供給施設等整備事業補助金は、地方公営企業法の規定により設置され

た水道事業及び水道法の規定により設置された簡易水道事業により、水の供給を受け

る区域外の区域における生活用水の確保を図るために、飲料水供給施設等を整備する

者を対象に、静岡市飲料水供給施設等整備事業補助金交付要綱に基づき交付される補

助金である。 

   柿島地区においては、平成５年度に同補助金の交付を受け、最初の飲料水供給施設

の設置を行ったが、その後、水量不足や水質の悪化等により、生活用水の安定的な確
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保が難しい状況となり早急な対応が必要となったため、新たな水源地確保等の水道施

設の再整備事業を実施した。 

（２）事業概要 

  ア 新水源地受水施設（堰堤）設置 １箇所 

  （ア）設 置 場 所 堀沢上流（柿島字日影沢） 

  （イ）構   造 差鉄筋・コンクリート造一部石積 

           Ｗ5,500㎜×Ｌ3,450㎜×Ｈ2,500㎜ 

  イ 受水槽の増設 １基 

  （ア）受水槽本体 ＦＲＰ製（単板型） 

           ＮＤ型 Ｗ2,000㎜×Ｌ2,500㎜×Ｈ2,000㎜ 容量10,000ℓ 

  （イ）収納架台  Ｓ型（溶融亜鉛メッキ） 

  （ウ）既設受水槽との接続 

  ウ 導水管布設滅菌器設置 

  （ア）導水管布設 ポリエチレン管（ＰＰ５０） ６５７ｍ 

  （イ）流量比例式滅菌器設置 パルス式発信式滅菌器（ＤＳＰ－１Ｐ－１）２基 

                パルス式発信式流量計（ＯＦＷ－２０）  １基 

                パルス式発信式流量計（ＯＦＷ－５０）  １基 

  エ 薬液槽設置 

  （ア）Ｙ－100Ｂ １基 

  （イ）Ｙ－ 50Ｂ １基 

３ 静岡市からの補助金 

（１）支出科目  平成18年度一般会計歳出 

         ４款 衛生費  ６項 簡易水道費  ２目 飲料水供給施設費 

         19節 負担金、補助及び交付金 

（２）名  称  静岡市飲料水供給施設等整備事業補助金 

（３）金  額  9,113,000円 

         （支払日 平成19年３月15日 9,113,000円） 

（４）予算措置  当該水道組合に対する補助金の予算措置は、地元からの要望（平成18

年４月28日要望書提出）に基づき、６月議会の補正予算で対応されてい

た。 
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４ 収支の状況 

  平成18年度における収支の状況は、次のとおりである。 

（単位：円） 

収         入 支         出 

水道料 692,800 電気料金 28,854 

静岡市補助金 9,113,000 水質検査費 6,100 

借入金 2,600,000 工事費 13,019,887 

地元人工代 1,742,886 借入金返済 1,811,347 

前年度仮払工事費返済金 90,000 借入諸費用 21,668 

預金利息 491 借入利息 11,382 

繰越金 925,686 繰越金（次年度へ） 265,625 

    

計 15,164,863 計 15,164,863 

５ 書類の整備状況 

  監査した帳票簿冊のうち主なものは次のとおりである。 

（１）市所管部局 

   柿島水道組合飲料水供給施設補助金関係綴、仕様書綴、写真帳、支出負担行為伺綴 

（２）監査対象団体 

   総会関係綴、組合員名簿、補助金交付申請関係綴、借入金関係綴、領収書綴、決算

関係綴等 

６ 意見、要望等 

（１）市所管部局関係 

  ア 事業実施に当たっては、事業主体である水道組合において業者を選定していたが、

契約書が作成されておらず、また、要綱及び補助金交付決定通知書の補助金交付条

件として付された条件のうち、補助対象事業の内容変更に伴う変更手続きが実施さ

れていない等が見受けられたので、事業主体に対する適切な指導、監督をされるよ

う要望する。 

（２）監査対象団体関係 

  ア 収支経理については、おおむね適正に処理されているものと認められたが、水道

組合規約や管理規程の内容について、一部現状にそぐわないものとなっていたので、
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内容の整備について検討されたい。 

  イ 懸案事項であった、新たな水源の確保及び安全な生活用水の安定的な確保が、関

連施設の整備によって可能となり問題解決が図られたが、今後は、水質管理も含め

施設の維持管理について地域一丸となって対応されることを要望する。 

 

蒲原宿場まつり＆産業フェア事業補助金 

１ 監査対象団体 

  蒲原宿場まつり＆産業フェア実行委員会 

  （設立目的） 

   蒲原宿場まつり＆産業フェア実行委員会（以下「実行委員会」という。）は、かつて

東海道の宿場町として栄えた蒲原の街道を会場として、その面影や東海道を通じて育

まれた歴史や文化の紹介、蒲原で生産、販売されている工業製品、農水産物や商品の

展示販売等の催事を通じて多くの来街者と交流し、蒲原の魅力を多方面に発信し、地

域の活性化や振興に資するよう地域住民による「人と人の交流と賑わいづくり」及び

「産業の振興」を図ることを目的として、蒲原宿場まつり＆産業フェアの実施及び推

進について、本会の趣旨に賛同する各種団体を以って平成17年６月10日に設立された。 

  （設立の経緯） 

   本事業は旧蒲原町において個々の事業として、産業フェアについては平成３年から、

蒲原宿場まつりについては平成13年から、それぞれ始められた事業であるが、静岡市

との合併を見通して事業の見直しを図り、平成17年から現在のような「蒲原宿場まつ

り＆産業フェア」として開催されている。 

２ 監査対象事務事業の実施状況 

  平成18年度における監査対象事務事業の状況は、次のとおりである。 

（１）事 業 名  蒲原宿場まつり＆産業フェア 

（２）開催期間  平成18年11月18日（土）午後４時から午後８時まで 

         平成18年11月19日（日）午前10時から午後３時まで 

（３）開催場所  静岡市清水区蒲原一丁目～三丁目山手線（東木戸～西木戸）善福寺 

         線一部、八坂神社境内 

（４）主  催  蒲原宿場まつり＆産業フェア実行委員会 

         （蒲原西町自治会ほか17団体） 

（５）協  賛  蒲原桜海老商業協同組合、蒲原削節商工業協同組合 
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（６）協  力  蒲原中学校、ふるさと蒲原ボランティアガイド、蒲原警察署、庵原 

         地区消防組合、ＪＲ東海、静岡市花と緑の協議会 

（７）後  援  静岡市、静岡新聞社、静岡放送、庵原新聞社 

（８）事業内容 

  ア 出店者数、来街者数 

（監査対象は平成18年度で、平成19年度は参考数値） 

区    分 17年度 18年度 （19年度） 

出店者数（団体） 67 58 61 

来街者数（人） 30,000 25,000 30,000 

過去３年の推移
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  イ 平成18年11月18日実施事業 

  （ア）蒲原宵待ちギャラリー 

     蒲原宿まちなみの会により、東海道の宿場の面影を残す街道沿いの家々の「み

せの間」に各家々に伝わる昔の生活をしのばせる工芸品などを展示し、ギャラリー

として公開（街並みの玄関先に行燈をおいて、情緒ある宿場の面影を再現する「宿

場灯りアート」及び「岩田松涛作品展」） 

  ウ 平成18年11月19日実施事業 

  （ア）オープニング 

     蒲原太鼓保存会により、太鼓の演奏及び来場者へくじ引きによる特産品などの

プレゼントの実施 

 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  23 

  （イ）東海道蒲原宿の会 

     国登録有形文化財となっている江戸時代の商家「志田邸」において、当時の料

理「江戸御膳」を再現しての試食会、和紙人形展（千景）、かつての宿場町をしの

ばせる品々の展示、蒲原に伝わる浄瑠璃姫を題材として蒲原でしか味わえない饅

頭の販売などを実施 

  （ウ）竹久夢二作品展 

     旧五十嵐邸を考える会により、国登録有形文化財となっている大正時代の洋館

「旧五十嵐邸」で、竹久夢二の作品の展示とオリジナルグッズの販売を実施 

  （エ）蒲原古代塗展 

     蒲原独自の伝統的漆塗の工芸品「蒲原古代塗り」の作品の展示、製作工程の説

明、実演、体験コーナーの実施 

  （オ）みせの間ギャラリー 

     蒲原宿まちなみの会により、街道沿いの旧家の「みせの間」において、各家々

に伝わる昔の生活をしのばせる工芸品などを展示し、ギャラリーとして公開（「岩

田松涛作品展」及び江戸時代の餅つき風景の再現） 

  （カ）神沢塩づくりの会 

     昔ながらの道具と方法で精製した手作り塩の解説と販売を実施 

  （キ）駿河裂織展 

     駿河裂織や藍染等の体験作品の展示と手作り品の販売 

  （ク）春夏冬会 

     かつて蒲原において行われていた若衆座敷（ヤートコセー）の再現 

  （ケ）蒲原中学校生徒による事業活動の実習 

     蒲原中学校生徒の出店によるビジネス講座の実習（働く意味、接客方法、会社

の事業活動、会計報告書の作成等、会社、社会の仕組みを学んだ。） 

  （コ）スタンプラリー 

     各催事ポイントへ効果的に誘客を図るため、会場内６か所にスタンプポイント

を設置し、スタンプラリーを実施 

  （サ）さわやかウォーキング 

     ＪＲ東海との協力により、由比駅から新蒲原駅間において、さわやかウォーキ

ングを開催（参加者約2,000人） 
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  （シ）会議等の実施 

日  時 内   容 

７月６日 実行委員会（役員の選出、開催日時等について） 

７月21日 小委員会（時代劇創出事業、開催内容、予算案等について） 

８月31日 小委員会（時代劇創出事業、開催内容、予算案等について） 

10月11日 実行委員会（開催案、予算案等について） 

10月13日 出店者説明会 

11月８日 実行委員会（開催内容、役割分担等について） 

11月13日 中学生ボランティア説明会 

３月23日 実行委員会（決算報告等について） 

３ 静岡市からの補助金 

（１）支出科目  平成18年度静岡市一般会計歳出 

         ７款 商工費  ２項 観光費  １目 観光総務費 

         19節 負担金、補助及び交付金 

（２）名  称  蒲原宿場まつり＆産業フェア事業補助金 

（３）金  額  7,600,000円（前金払） 

         （支払日 平成18年11月16日 7,600,000円） 

４ 収支の状況 

  平成18年度における収支の状況は、次のとおりである。 

（単位：円）  

収      入 支      出 

静岡市からの補助金 

共催負担金 

協賛金 

参加者負担金 

雑収入 

前年度繰越金 

7,600,000 

140,000 

60,000 

271,500 

435 

203,360 

協力団体関係費 

会場設営費 

広告宣伝費 

イベント事業費 

事務局費 

（小計） 

翌年度繰越金 

194,187 

1,943,865 

2,312,096 

1,836,164 

1,468,257 

(7,754,569) 

520,726  

計 8,275,295 計 8,275,295  
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５ 書類の整備状況 

  監査した帳票簿冊のうち主なものは次のとおりである。 

（１）市所管部局 

   蒲原宿場まつり＆産業フェア補助金交付決定伺決裁、蒲原宿場まつり＆産業フェア

補助金交付確定伺決裁、補助事業確認審査報告書、支出負担行為決定伺書 

（２）監査対象団体 

   総勘定元帳、元帳（収支）、振替伝票、見積書、契約書、請求書、領収書、普通預金

通帳、実行委員会規約、実行委員会名簿、平成18年度蒲原宿場まつり＆産業フェア収

支決算報告書、会計監査報告書、事業実績報告書 

６ 意見、要望等 

（１）市所管部局関係 

 当該補助金は、蒲原のまちの魅力を多方面に発信・ＰＲし、県内外からの観光客を

誘致することにより地域住民による「人と人の交流と賑わいづくり」、「産業の振興」

を図ることを目的として、当該団体に対し交付されたものであるが、補助金の算定基

礎となる補助金交付要綱が制定されていないため、補助対象経費、補助率等が不明確

な状況になっていたので、補助金の透明性や公平性を確保するため交付要綱を整備さ

れたい。 

（２）監査対象団体関係 

ア 実施事業の出納事務について、一部抽出監査した結果、支出項目の金額は正確で

あり、おおむね適正に執行されているものと認められたが、参加者負担金の額や契

約書の作成の有無など、基準が不明確なものが見受けられたので、規程等の整備に

ついて検討されたい。 

  また、本事業に係る収入は、市補助金が９割以上となっていることから、繰越金

を含め、経費の使途については、適正な執行に努められたい。 

  イ 実行委員会登録団体をはじめ、地元中学生ボランティア、静岡市花と緑の協議会

及びＪＲ東海等の参加協力を得て、地域が一体となって創意工夫を図った魅力ある

事業が実施されていた。 

本事業は、多くの来街者との交流により、蒲原の魅力を多方面に発信し、地域の

活性化や振興に役立てるものであることからも、来街者へのアンケートの実施等に

より事業に関する意見、要望等の把握に努め、それらを活かし目的の達成に向けて、

今後ますます充実したイベントとなるよう要望する。 
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       ――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

監  査  公  表 

静岡市監査公表第17号 

 地方自治法第199条第12項の規定により、措置を講じた旨の通知があったので、これを公

表する。 

  平成20年３月28日 

静岡市監査委員  海 野   洋      

同     戸 谷 雄 一      

同     田 中 敬 五      

同     青 木 一 男      

記 

指摘事項等 措置の状況 

 施設修繕（プール修繕）について 

 

 

 プール修繕について抽出監査したとこ

ろ、本来、予算執行上まとめて発注する

ことが望ましいにもかかわらず分割して

業者に発注した事務処理が見られた。施

設修繕は、計画的な修繕計画を立て、正

確な積算とともに、できるだけ競争が働

く見積執行を行い、予算の効率的な執行

を踏まえ実施すべきであり、今後は、緊

急止むを得ないものを除き、計画的・効

率的・効果的な事業・予算執行により経

費の削減に努められたい。 

    （平成19年度第２回定期監査） 

[保健福祉子ども局子ども青尐年部保育

課] 

 

 平成19年度第２回定期監査の指摘事項

に基づき、今後の施設修繕の際は、市の

規定を遵守し、緊急止むを得ないものを

除き、計画的・効率的・効果的な執行管

理により経費の削減に努めるよう、課内

関係職員への周知徹底を図りました。 

 

 

 

 

 

（平成20年３月10日 報告） 
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 委託契約事務における専決等について 

 

 病院施設管理業務委託は、長期継続契

約対象事業であるが、当該業務委託の事

業決裁に予定総額の記載がされていな

かったとともに積算金額が、当該事業配

当予算額を超えていたが、不足する予算

の対応についての記載がなかった。また、

専決区分は、長期継続契約対象期間の予

定総額が１億５千万円を超えるため副市

長となるが、清水病院事務局長までと

なっていたので厳重に注意し、適正な事

務執行に努められたい。 

 

 

 

（平成19年度第２回定期監査） 

[病院局清水病院事務局病院施設課] 

 

 長期継続契約の事務執行方法について

は、静岡市契約規則をはじめ、契約課か

ら通知のあった事務取扱い方法の遵守を

徹底するとともに、事業決裁チェック表

を作成して必要項目ごとのレ点チェック

を行います。また、専決区分についても

支出に関する事項をチェック表に記載し

確認を行います。 

 次に積算金額が当該事業配当予算を超

えた処理については、設計図書等の見直

しを行い、誤りがないかを再確認いたし

ます。結果として積算金額に誤りがない

場合は、財政課と予算措置について協議、

調整を行います。 

（平成20年３月７日 報告） 

 委託契約事務における予定価格につい

て 

 

 医事業務委託及び医療補助業務委託に

おいて、予定価格書の積算額が事業決裁

中の積算書の積算額と相違しており、税

込予定価格は予算額を上回っていた。見

積執行の結果は、予算の範囲に収まって

いたが、積算金額以上の支出となる可能

性もあったことから、今後の事務執行に

ついて対応を検討されたい。 

（平成19年度第２回定期監査） 

[病院局清水病院事務局医事課] 

 

 

 委託契約事務の執行については、静岡

市契約規則等に基づき、改めて適正に執

行するよう課内全職員に周知徹底すると

ともに、予定価格書への積算額の記入に

ついては、今後、同様な誤りが起きない

よう、チェック項目表を作成し、その中

で事前の確認作業を厳重に行うようにい

たしました。 

      （平成20年３月７日 報告） 
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 普通財産の貸付事務について 

 

 普通財産の貸付は、静岡市財産管理規

則第31条の規定により契約書を添付する

ことになっているが、契約書の作成及び

添付はなく、その代わりに普通財産貸付

承認書を交付していた。また、静岡市契

約規則第39条の規定による遅延金につい

ても、記載されていなかったので、今後

は適切な措置を講じられたい。 

（平成19年度第１回定期監査） 

[建設局土木部河川課] 

 

 普通財産の貸付は現在のところ行って

おりませんので、今後の取扱いについて

は静岡市財産管理規則第31条の規定によ

り契約書を添付します。また、遅延金に

ついても静岡市契約規則第39条の規定に

より、契約書に記載します。 

 

 

（平成20年３月６日 報告） 

 固定局再免許申請業務について 

 

 無線局免許の有効期間が満了する固定

局免許の申請業務について、今年度更新

すべき局数は80局であったが、84局とし

て契約を締結し事業を完了していたが、

実際に許可証が更新されたのは80局で

あった。これは、実態と相違した契約が

締結され、結果として契約内容に基づく

業務が実施されていなかったので、是正

措置を講じられたい。 

 

 

 

（平成19年度第２回定期監査） 

[消防防災局防災部防災指導課] 

 

 今回実施された再免許申請業務につい

ては、５年ごとの更新作業のため、その

期間内に無線廃止局等のデータ更新が行

われておらず、確認作業がとれなかった

ことが原因でありました。 

 そこで、当初契約した84局から80局に

変更した無線局数で、変更契約を締結す

るとともに、無線局免許データの更新を

行ないました。 

 また、それに伴い再免許申請手数料の

差額についても同様の手続きにより、委

託業者に支払いを行ないました。 

（平成20年３月５日 報告） 
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       ――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

監  査  公  表 

静岡市監査公表第18号 

 地方自治法第252条の37第５項の規定により、包括外部監査人杉原賢一から監査の結果に

関する報告書の提出があったので、同法第252条の38第３項により次のとおり公表する。 

  平成20年３月28日 

静岡市監査委員  海 野   洋      

同     戸 谷 雄 一      

同     田 中 敬 五      

同     青 木 一 男      

記 

第１ 監査の概要 

Ａ 外部監査の種類 

  地方自治法第252条の37第１項の規定に基づく包括外部監査 

Ｂ 選定した特定の事件 

  「公共工事に関する財務事務の執行について」 

Ｃ 事件を選定した理由 

  従来、公共工事と言うと、「談合」という言葉がすぐ浮かぶほど、入札･契約制度につ

いては、競争性の視点から問題点が語られることが多かったが、近年は、各自治体が一

般競争入札を積極的に導入するなど、様々な制度改革を進めており、入札における競争

性や透明性は以前に比べて格段に高まったと評価することができる。一方、公共工事の

減尐やコスト削減の要請など、公共工事をとりまく環境が厳しさを増している中で、極

端な安値受注が頻発するようになり、工事の品質や構造物の性能についての不安を指摘

する声も多い。入札改革によって一定の成果が上がった瞬間、別の課題が噴出すると

いった具合である。 

  結局、談合を防止しながら、工事の品質を確保していくことが大きな課題となる。国

もこの点を注視し、近年、「独占禁止法」の改正や「公共工事の品質確保の促進に関す

る法律」、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」などの法律を続けざ

まに成立させている。談合を排除して競争性を高め、行き過ぎた価格競争を抑えようと

いうものである。 
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  静岡市（以下「市」という。）も、これらの法律の成立を受けて、一般競争入札の導入

など、積極的に入札制度改革に取り組んでいるようであるが、その実態については不明

な点も多い。 

  今回の外部監査にあたっては、市の入札の実態（競争性や極端な価格競争の実態の有

無等）を把握するとともに、入札制度改革がどの程度進んでいるかについて検討するこ

とが、市民にとって有用であると考え、特定の事件（テーマ）として選定した。 

Ｄ 外部監査の方法 

 １ 監査の対象 

 （１）監査の対象とする費目 

    公共工事に係るものとして、監査の対象とした費目は次のとおりである。 

   ○工事請負費 

   ○設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

 （２）監査の対象とする部局 

    監査の対象とする部局については、入札･契約事務の総合調整や指導を行っている

財政部と、（１）で決定した費目の支出が高額である部局を中心に選定した。 

    監査の対象とした部局は、次のとおりである。 

   ○財政部 

   ○農林水産部 

   ○都市計画部 

   ○建築部 

   ○道路部 

   ○水道部 

   ○下水道部 

 ２ 主要な監査手続 

 （１）入札関係 

   ア 指名競争入札について 

    （監査要点①） 

      指名業者の選定は適切に行われているか。 

    （監査手続） 

     ○指名業者の選定について、関係法令及び諸規程に準拠して、適切に行われて

いるかを確認する。特に、「地域要件」を重視することで競争性が阻害され
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ていないかに注視する。 

    （監査要点②） 

      指名業者の選定理由の公表は適切に行われているか。 

    （監査手続） 

     ○指名業者の選定理由の公表が、関係法令及び諸規程に準拠して、適切に行わ

れているかを確認する。 

   イ 工事請負費における一般競争入札について 

    （監査要点①） 

      一般競争入札の導入はどこまで進んでいるか。 

    （監査手続） 

     ○一般競争入札の状況を把握するとともに、指名競争入札における問題点（競

争性等）を把握し、現在の一般競争入札の導入の進捗度について検討する。 

    （監査要点②） 

      一般競争入札を導入することによって発生した課題はないか。 

    （監査手続） 

     ○一般競争入札を導入した結果、発生した問題点を把握するとともに、その対

策の有無、効果等について検討する。 

    （監査要点③） 

      工事の品質を確保するために、市はどのような対策をとっているか。 

    （監査手続） 

     ○「公共工事の品質確保の促進に関する法律」等の法律に従って、市が工事の

品質確保のためにとっている対策の内容、効果について検討する。 

   ウ 設計、測量等の建設業関連業務（委託業務）における入札方法について 

    （監査要点） 

      一般競争入札の導入はどこまで進んでいるか。 

    （監査手続） 

     ○指名競争入札における問題点（競争性等）を把握し、現在の一般競争入札の

導入の進捗度について検討する。 

   エ 工事請負費におけるダンピング防止の制度について 

    （監査要点①） 

      最低制限価格の制度は有効に機能しているか。 
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    （監査手続） 

     ○現在の最低制限価格の制度が有効に機能しているかを把握し、問題点がある

場合には、その対策について検討する。 

    （監査要点②） 

      低入札価格調査制度は有効に機能しているか。 

    （監査手続） 

     ○現在の低入札価格調査制度が有効に機能しているかを把握し、問題点がある

場合には、その対策について検討する。 

   オ 設計、測量等の建設業関連業務（委託業務）におけるダンピング防止の制度に

ついて 

    （監査要点） 

      設計、測量等の委託業務について、ダンピング防止の制度は設けられている

か。 

    （監査手続） 

     ○設計、測量等の委託業務における競争入札の状況を把握し、ダンピング防止

の制度の導入の状況について検討する。 

 （２）単独随意契約 

    （監査要点） 

      単独随意契約の理由は妥当か。 

    （監査手続） 

     ○単独随意契約の理由の妥当性について確認するとともに、その理由の公表が

適切になされているか否かについても、併せて検討する。 

 （３）契約変更 

    （監査要点） 

      契約変更の理由は妥当か。 

    （監査手続） 

     ○契約変更の理由の妥当性について確認するとともに、その理由の公表が適切

になされているか否かについても、併せて検討する。 

 （４）法令、指針等への準拠性 

    （監査要点） 

      市の入札･契約の手続が、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する
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法律」等の法令等に従って、改善されているか。 

    （監査手続） 

     ○市の入札制度改革の状況を、関係法令等に照らし合わせながら確認する。 

Ｅ 監査対象期間 

  原則として平成18年度 

  ただし、必要に応じて他の年度についても監査の対象とした。 

Ｆ 監査の実施期間 

  平成19年６月25日から平成20年３月16日まで 

Ｇ 包括外部監査人及び補助者 

 １ 包括外部監査人 

   公認会計士 杉原賢一 

 ２ 補助者 

   公認会計士 山田博久 

   公認会計士 村松淳旨 

   公認会計士 山本真由美 

   公認会計士 山本博生 

   会計士補  白鳥三和子 

第２ 利害関係 

 監査の対象とした事件につき、地方自治法第252条の29の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 （注） 

  １ 報告書の中の表中の金額は税抜金額で、単位未満を四捨五入して表示している。

したがって、合計値と内訳の集計値とが一致しない場合がある。 

  ２ 報告書の中の「落札率」は、落札価格÷予定価格の計算結果であり、「平均落札率」

は、各入札の落札率を合算し、件数で除した平均値である。 

  ３ 百分率の表記について 

   ○「落札率」及び「入札価格の予定価格に対する比率」の百分率は、原則として小

数点以下第３位を切り捨て、第２位まで表示している。 

   ○その他の百分率は、原則として小数点以下第２位を四捨五入して、第１位まで表

示している。 

   ○百分率同士の比較は「ポイント」で表示している。 
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第３ 監査の結果 

 監査の結果の内容については、次の２つに分類される。 

 「指摘事項」･･･入札･契約制度の改善のために、措置を講ずる必要がある事項 

 「意見」（包括外部監査の結果に添えて提出する意見） 

       ･･･入札・契約制度の改善のために、参考にしていただきたい事項 

 なお、「意見」については、従来、別冊の形で市に提出してきた経緯があるが、「指摘事

項」と「意見」が密接不可分の関係にあり、両者を並行して理解することが有用であると

考え、今回の報告書では、同一箇所で記載することとした。 

Ａ 入札等の状況の概要…「Ｂ 監査の結果」の前提 

  法令等への準拠性に関する調査や各部について実施した入札等に関する調査の結果

は、「第４ 調査結果の概要」のとおりであるが、そこで見られた入札等の状況をまと

めると次のとおりである。 

 １ 静岡市の入札･契約制度 

 （１）入札･契約方法について 

   ア 静岡市の入札・契約方法の概要 

    ○入札･契約方法については、一般競争入札、指名競争入札、随意契約のうちから

決定する。ただし、設計、測量等の関連業務に係る委託料については、一般競

争入札は実施されていない。 

    ○建設工事では、随意契約を除き、予定価格5,000万円以上の工事は電子入札、そ

れ未満の工事は郵便入札とし、両者を併用している。ただし、平成19年度から

は、随意契約を除き全件電子入札としている。 

    ○建設業関連業務（委託業務）については、随意契約を除き全件郵便入札として

いる。ただし、平成19年度からは、随意契約を除き、予定価格1,000万円以上の

業務委託は電子入札、それ未満の業務委託は郵便入札とし、両者を併用してい

る。なお、平成20年度からは、随意契約を除き全件電子入札を予定している。 

   イ 一般競争入札 

    ① 一般競争入札とは 

     ○一般競争入札とは、公告により不特定多数の者を誘引し申込をさせる方法に

よって競争を行わせ、その申込に係る者のうち、発注者に最も有利な条件を

もって申込をした者を選定し、その者と契約を締結する契約方式である。な

お、不良不適格業者を排除するために、一定の資格要件を設け、その資格を
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有する者のみ入札参加を認める方法が一般的であり、これを制限付一般競争

入札と言う。 

     ○市は、建設工事で、競争入札のうち「50％程度」の件数で（制限付）一般競

争入札を実施することを目標としている。 

    ② 市が実施している（制限付）一般競争入札の種類 

    （ⅰ）技術資料提出型 

      ○制限付一般競争入札については、原則としてこの方法で行う。 

      ○施工実績及び配置技術者の資格･経験等を入札参加要件とするもの。 

    （ⅱ）格付等級指定型 

      ○指定された格付等級を入札参加要件とするもの。 

       ・格付等級…競争入札参加資格認定時に、市内業者を会社規模等により、

土木一式、建築一式、電気、管及び舗装の５工種について、

ＡからＣ（Ｄ）までの等級に格付する。 

      ○土木一式、建築一式、電気、管又は舗装工事において、予定価格が2,500

万円未満（建築一式は5,000万円未満）で、かつ、特に施工実績を参加要件

にする必要がないと認めるものについて実施する。 

    （ⅲ）総合評価型 

      ○価格と価格以外の要素を総合的に評価し、技術と価格の両面から最も優れ

た案を提示した者を落札者とする方式。施工上の工夫を要する場合、ある

いは高度な技術や優れたノウハウを必要とする場合などに採用している。

したがって、工夫の余地の尐ない単純な工事への採用には難しい側面があ

る。 

      ○メリットとしては、次のような点が挙げられる。 

       ・談合の防止効果…複数の要素を総合して落札者を決定するため、談合す

るには複雑な調整が必要となる。 

       ・ダンピングへの対応…価格を低くしただけでは総合得点は高くならない。 

   ウ 指名競争入札 

    ○指名競争入札とは、予め入札参加希望者の資格審査を実施して有資格者名簿を

作成しておき、工事発注時にその名簿の中から格付等級、技術的適性、地理的

条件等の指名基準を満たしていると認められる一定数の者を指名し、競争入札

を行う制度である。 
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    ○指名競争入札の採用は、その性質又は目的が一般競争入札に適しないもの等に

限定され（地方自治法施行令第167条）、市では特殊な工法、技術等を必要とす

る工事や不良･不適格業者が参加する恐れのある場合などに採用している。 

   エ 随意契約（単独随意契約） 

    ○競争の方法によらないで、任意に特定の者を選定して、その者と契約を締結す

る方法である。 

    ○随意契約の採用は、その性質又は目的が競争入札に適しないもの等に限定され

（地方自治法施行令第167条の２第１項）、市では施工可能な者が１者に限られ

る場合などに採用している。 

   オ 入札不成立になった場合の取扱いについて 

     入札において、入札参加業者が１者以下である場合には、入札が不成立となり、

設計変更して新規扱いの工事発注とするのが原則であるが、次の場合は、設計は

そのままで再入札を行うことができる。（平成19年度は、入札参加業者が１者でも

入札は成立する取扱いに変更した。） 

    ○一般競争入札において、参加申請者が１者の場合 

     ・申請者＋当初対象者以外の業者による指名競争入札とする。 

    ○一般競争入札において、参加申請者がいない場合 

     ・資格要件を変更して一般競争入札とする。 

     ・当初対象者以外の業者による指名競争入札とする。 

    ○指名競争入札において、参加者が１者の場合 

     ・参加者＋当初指名業者以外の業者による指名競争入札とする。 

    ○指名競争入札において、参加者がいない場合 

     ・当初指名業者以外の業者による指名競争入札とする。 

 （２）ダンピング防止の制度について 

    落札者の決定方法については、入札価格が予定価格を下回り、かつ、最も低い価

格で入札したものが落札者となるのが原則である（地方自治法第234条第３項）。し

かしながら、入札者が採算性を度外視して、著しく低い価格で落札（いわゆるダン

ピング）した場合には、手抜き工事等の危険が懸念され、品質の確保の面で重大な

問題を引き起こす可能性がある。市は、このようなダンピングを防止するために、

次のような制度を設けている。なお、設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料

については、ダンピング防止の制度はない。 
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   ア 最低制限価格制度 

    ○予定価格とは別に、予定価格の何分のいくつかの低い価格を予め設定し、これ

を最低制限価格として、その価格を下回らない最低価格の入札をした者を落札

者と決める方法である（地方自治法施行令第167条の10第２項）。 

    ○市は、工事内容等に応じて、予定価格の70％～80％ぐらいの範囲に最低制限価

格を設定していることがうかがえる。 

    ○市は、予定価格が１億５千万円未満の工事について、最低制限価格を設けてい

る。（ただし、総合評価型で実施する工事を除く。） 

   イ 低入札価格調査制度 

    ○予定価格とは別に、一定の価格（低入札価格調査基準価格）を設定し、当該価

格未満の低入札があった場合には、その入札者との契約の適否を調査した上で

決定する制度である。 

    ○低入札価格調査基準価格は、契約内容に適合した工事履行がなされない恐れが

あるとして、予め設定する基準価格。市は予定価格の３分の２に設定している

ことがうかがえる。 

    ○市は、予定価格が１億５千万円以上の工事及び総合評価型で実施する工事につ

いて、低入札価格調査制度を実施している。 

 ２ 入札に関する状況 

 （１）契約方法に関する事項 

   ア 工事請負費 

     平成18年度における各部の工事請負費の契約方法別の件数及び金額は次のとお

りである。 

（単位：百万円）  

契約方法 
農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一般競争入札 26 1,034 64 3,702 132 7,336 52 4,072 

指名競争入札 79 963 27 234 67 498 303 5,978 

小 計 105 1,996 91 3,935 199 7,834 355 10,050 

単独随意契約 3 43 － － 7 34 4 38 

合 計 108 2,039 91 3,935 206 7,868 359 10,088 
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契約方法 
水道部 下水道部 合計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一般競争入札 127 3,392 99 4,961 500 24,497 

指名競争入札 16 253 32 2,371 524 10,297 

小 計 143 3,646 131 7,332 1,024 34,793 

単独随意契約 21 1,061 17 355 52 1,531 

合 計 164 4,707 148 7,687 1,076 36,324 

 （注１）一般競争入札と指名競争入札の件数の構成比は次のとおりである。 

（単位：％）  

契約方法 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 合計 

一般競争入札 24.8 70.3 66.3 14.6 88.8 75.6 48.8 

指名競争入札 75.2 29.7 33.7 85.4 11.2 24.4 51.2 

 （注２）各部の内容の詳細については、以下のページを参照（「イ」も同じ） 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P143～145 P162～163 P179～181 P196～199 P224～226 P243～245 

     上記表をグラフで表すと次のとおりである。 

 〔工事請負費の入札方法別の件数の状況〕 
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 〔工事請負費の入札方法別の金額の状況〕 
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    （契約方法に関する状況） 

     ○市は、競争入札全体に占める一般競争入札の件数の割合を50％程度にするこ

とを目標においているが、その達成状況は次のとおりである。 

      ・今回、調査の対象とした各部の入札件数の合計に占める一般競争入札の割

合は、ほぼ50％に達している。⇒ 市の目標は概ね達成している。 

      ・都市計画部、建築部、水道部、下水道部の一般競争入札の件数の割合が優

に50％を超えている。一方、農林水産部、道路部は、依然として指名競争

入札の割合が高い。 

       ⇒都市計画部、建築部、水道部、下水道部は、一般競争入札の実施に積極

的である。（水道部は、いち早く、原則 一般競争入札を採用） 

     ○単独随意契約については、水道部、下水道部が件数、金額ともに比較的高い

水準にある。ただし、水道部については、プロポーザル方式によるもの（和

田島浄水場膜ろ化施設建設工事792百万円）が大きな割合を占めており、こ

れを除くと単独随意契約の割合は約６％で高い水準ではない。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

     平成18年度における各部の委託料の契約方法別の件数及び金額は次のとおりで

ある。 

（単位：百万円）  

契約方法 
農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 

指名競争入札 22 81 98 409 42 163 276 1,073 
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単独随意契約 1 5 5 10 4 19 5 196 

合 計 23 86 103 419 46 182 281 1,269 

 

契約方法 
水道部 下水道部 合計 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

指名競争入札 22 186 51 569 511 2,481 

単独随意契約 2 4 1 6 18 240 

合 計 24 190 52 575 529 2,721 

    （契約方法に関する状況） 

     ○設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料については、一般競争入札は行

われていない。 

 （２）落札率や入札参加業者数に関する事項 

   ア 工事請負費 

    ① 平均落札率及び入札参加業者数の平均 

      平成18年度における各部の工事請負費の契約方法別の平均落札率（落札価格

／予定価格）及び入札参加業者数の平均は次のとおりである。 

 【平均落札率】 

（単位：％）  

契約方法 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

入 

札 

一般競争入札 82.37 81.97 89.86 78.14 92.97 76.12 

指名競争入札 94.53 89.38 90.85 93.55 92.72 85.22 

全 体 91.52 84.16 90.19 91.29 92.95 78.34 

単独随意契約 97.28 － 95.80 97.74 98.19 97.25 

 【入札参加業者数の平均】 

契約方法 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

一般競争入札 5.0 9.8 7.0 8.4 5.5 8.4 

指名競争入札 7.0 5.1 5.0 8.1 6.9 10.2 

全 体 6.5 8.4 6.4 8.2 5.7 8.9 

 （注）各部の内容の詳細については、以下のページを参照（「イ」も同じ） 
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 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P145～147 P164～166 P181～183 P199～202 P226～229 P244～248 

      上記表をグラフで表すと次のとおりである。 

 〔各部の平均落札率の状況〕 
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     （平均落札率及び入札参加業者数の平均に関する事項） 

      ○入札における全般的な状況は、次のとおりである。 

       ・一般競争入札の平均落札率は、指名競争入札の平均落札率よりも低い。 

        ⇒競争性の面からは、一般競争入札の方が有効に機能している。 

       ・入札参加業者数の平均と平均落札率の間には、特に関連性は見られない。 

        ⇒〈入札参加業者数が多い→競争性が働く〉という傾向は見られない。 

      ○入札における各部の特徴的な状況は次のとおりである。 

       ・建築部と水道部は、一般競争入札と指名競争入札の平均落札率がほぼ同

じ水準で近似している。（特に、水道部は一般競争入札の方が高い。） 

        ⇒両部は一般競争入札を積極的に導入している（水道部は、一般競争入

札が原則）にもかかわらず、他の部に比べて、競争性が有効に機能し

ていない可能性がある。 

       ・下水道部は、一般競争入札、指名競争入札ともに、平均落札率が低い水

準にある。（道路部の一般競争入札についても同様の状況にある。） 

        ⇒競争状態にある。 

       ・農林水産部、都市計画部、道路部については、一般競争入札と指名競争

入札の平均落札率の差が大きい。 
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        ⇒一般競争入札を採用することの効果が顕著に表れている。 

      ○単独随意契約の平均落札率はすべて95％を超えている。 

    ② 落札率の分布状況 

      各部の競争入札の落札率の分布状況は次のとおりである。 

    （ⅰ）契約方法別の落札率の分布状況 

（単位：件）  

部 名 契約方法 合計 
95％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

80.0～

89.9 

70.0～

79.9 

60.0～

69.9 

60.0 

未満 

農林水産部 一般競争入札○イ  26 1 5 8 11 － 1 

 指名競争入札○ロ  79 59 12 4 4 － － 

 計 105 60 17 12 15 － 1 

都市計画部 ○イ  64 5 13 14 29 3 － 

 ○ロ  27 12 6 5 2 1 1 

 計 91 17 19 19 31 4 1 

建築部 ○イ  132 33 50 30 17 － 2 

 ○ロ  67 22 22 12 11 － － 

 計 199 55 72 42 28 － 2 

道路部 ○イ  52 2 6 11 27 5 1 

 ○ロ  303 161 103 18 21 － － 

 計 355 163 109 29 48 5 1 

水道部 ○イ  127 52 52 18 5 － － 

 ○ロ  16 6 7 2 1 － － 

 計 143 58 59 20 6 － － 

下水道部 ○イ  99 4 11 6 52 26 － 

 ○ロ  32 7 12 1 7 5 － 

 計 131 11 23 7 59 31 － 

合 計 ○イ  500 97 137 87 141 34 4 

 ○ロ  524 267 162 42 46 6 1 

 合計 1,024 364 299 129 187 40 5 

       上記表を、グラフで表すと次のとおりである。 
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 〔合計欄〕 
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      （合計欄に見られる全般的な状況） 

       ○指名競争入札については、入札件数の約５割程度（524件中267件）が95％

以上の落札率に集中している。 

        ⇒指名競争入札については、競争性が働きにくい状況が表れている。 

       ○一般競争入札については、入札件数が、各比率に満遍なく分散している。 

        ⇒一般競争入札については、競争性が働いている状況と、そうでない状

況が見られる。 

       各部の個別的な状況は次のとおりである。 

 〔農林水産部〕 
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       ○一般競争入札⇒落札率が低下するにつれて件数も増加している。 

       ○指名競争入札⇒95％以上の落札率に極端に集中している。 

 〔都市計画部〕 
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       ○一般競争入札⇒落札率が低下するにつれて件数が増加している。 

       （70.0％～79.9％の間に落札件数が集中している。） 

       ○指名競争入札⇒落札率が上昇するとともに件数が増加している。 

 〔建築部〕 
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       ○一般競争入札⇒落札率が上昇するにつれて件数が増加している。 

       ○指名競争入札⇒落札率が上昇するにつれて件数が増加している。 

       （一般競争入札と指名競争入札は、ほぼ同じ傾向を示している。） 

 〔道路部〕 
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       ○一般競争入札⇒落札率が低下するにつれて件数が増加している。 

       ○指名競争入札⇒90.0％以上の落札率に集中している。 

 〔水道部〕 
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       ○一般競争入札⇒90.0％以上の落札率に集中している。 

       ○指名競争入札⇒90.0％以上の落札率に集中している。 

       （一般競争入札と指名競争入札は同じ傾向を示している。） 

 〔下水道部〕 
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       ○一般競争入札⇒79.9％以下の落札率に集中している。 

       ○指名競争入札⇒低い落札率から高い落札率に満遍なく分布している。 

      （各部の状況のまとめ） 

       落札率の分布（落札率の高低）から競争性を考えた場合、各部の入札にお

ける競争性について、次のようにその傾向をまとめることができる。 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

一般競争入札 ○ ○ ● ○ ● ○ 

指名競争入札 ● ● ● ● ● ○ 

   ○競争性が有効に機能している傾向 ●競争性が有効に機能していない傾向 

    （ⅱ）工種別（主要なもの）の落札率の分布状況 

（単位：件）  

部 名 工 種 合計 
95％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

80.0～

89.9 

70.0～

79.9 

60.0～

69.9 

60.0 

未満 

農林水産部 土木一式工事 88 49 16 12 11 － － 

 舗装工事 14 10 － － 4 － － 

 その他 3 1 1 － － － 1 

 計 105 60 17 12 15 － 1 

都市計画部 土木一式工事 50 4 5 9 29 3 － 

 舗装工事 11 3 4 2 1 1 － 

 その他 30 10 10 8 1 － 1 

 計 91 17 19 19 31 4 1 
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建築部 建築一式工事 66 3 14 32 17 － － 

 電気工事 48 17 25 3 3 － － 

 管工事 50 25 23 2 － － － 

 その他 35 10 10 5 8 － 2 

 計 199 55 72 42 28 － 2 

道路部 土木一式工事 214 109 53 13 34 4 1 

 舗装工事 112 47 47 6 12 － － 

 その他 29 7 9 10 2 1 － 

 計 355 163 109 29 48 5 1 

水道部 管工事 94 54 38 2 － － － 

 土木一式工事 28 2 12 12 2 － － 

 その他 21 2 9 6 4 － － 

 計 143 58 59 20 6 － － 

下水道部 土木一式工事 111 4 15 3 59 30 － 

 その他 20 7 8 4 － 1 － 

 計 131 11 23 7 59 31 － 

       上記表を工種別にグラフにすると次のとおりである。 

 〔土木一式工事〕 
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       ○農林水産部、道路部については、90.0％以上の落札率に集中している。 

       ○都市計画部、下水道部については、79.9％以下の落札率に集中している。 

       ○水道部については、80.0％から94.9％の間に落札率が集中している。 

 〔管工事〕 
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       ○建築部、水道部ともに、ほぼ全件90％以上の落札率に集中している。 

 〔舗装工事〕 
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       ○道路部、農林水産部については、90％以上の落札率に集中している。 

       ○都市計画部についても、高い落札率に分布している傾向にある。 

 〔建築一式工事〕 

0

5

10

15

20

25

30

35
件

95%以上 90.0~94.9 80.0~89.9 70.0~79.9 60.0~69.9 60未満

建築部

 

       ○全体的に低い落札率の件数の割合が高い。 
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 〔電気工事〕 
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       ○電気工事については、90％以上の落札率に集中している。 

（工種別の状況のまとめ） 

  落札率の分布（落札率の高低）から競争性を考えた場合、工種別の入札における競争 

性について、次のようにその傾向をまとめることができる（ただし、指名競争入札と一 

般競争入札をあわせた全体の状況である。）。 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

土木工事一式 ● ○  ● ○ ○ 

管工事   ●  ●  

舗装工事 ● ●  ●   

建築一式工事   ○    

電気工事   ●    

   ○競争性が有効に機能している傾向 ●競争性が有効に機能していない傾向 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平均落札率及び入札参加業者数の平均 

      平成18年度における各部の委託料の契約方法別の平均落札率及び入札参加業

者数の平均は次のとおりである。 

 【平均落札率】 

（単位：％）  

契約方法 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

指名競争入札 94.02 92.39 94.13 94.99 93.63 83.62 

単独随意契約 93.98 96.68 97.56 93.96 91.95 97.76 
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 【入札参加業者数の平均】 

契約方法 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

指名競争入札 3.6 3.8 3.8 3.6 5.0 6.2 

     （平均落札率及び入札参加業者数の平均に関する事項） 

      ○指名競争入札における各部の平均落札率は、下水道部を除いて92％～95％

の間にあり、工事請負費と比べてかなり高い水準となっている。 

       ⇒下水道部に比べて、競争性が働いていない傾向が見られる。 

      ○下水道部の指名競争入札の平均落札率は、工事請負費と同様、他の部に比

べて低い水準となっている。 

       ⇒競争性が有効に機能している傾向が見られる。 

      ○単独随意契約の平均落札率は91％～98％の間でバラツキが見られ、また、

工事請負費と比べても低い水準にある。 

      ○入札参加業者数の平均が最も多い下水道部の平均落札率が低い水準にある

ものの、次に多い水道部の平均落札率は他の部と比べて特に低いというわ

けではない。 

       ⇒入札参加業者数と平均落札率の関連性を見出すことは難しい。 

    ② 落札率の分布状況 

      各部の指名競争入札の落札率の分布状況は次のとおりである。 

（単位：件）  

部 名 合計 
95％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

80.0～ 

89.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

60.0 

未満 

農林水産部 22 10 9 3 － － － 

都市計画部 98 55 32 5 1 3 2 

建築部 42 30 7 3 1 1 － 

道路部 276 179 86 8 1 1 1 

水道部 22 15 5 1 － 1 － 

下水道部 51 20 6 8 7 4 6 

合 計 511 309 145 28 10 10 9 

 （注）単独随意契約を除く。 
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     （落札率の分布状況に関する事項） 

      ○95％を超えるような高い落札率の入札件数の割合が高い。 

      ○最低制限価格制度や低入札価格調査制度等のダンピング防止の制度がない

ため、60％未満の極端に低い落札率のものも僅かに見受けられる。 

 （３）ダンピング防止の制度の適用状況 

    過度の入札競争（価格競争）があった場合、工事の品質が損なわれる可能性があ

るため、市は低入札価格調査制度や最低制限価格制度を設けて、ダンピングの防止

に努めている。 

   ア 工事請負費 

     平成18年度において、低入札価格調査制度等のダンピング防止の制度が適用さ

れた各部の入札の件数は、次のとおりである。 

（単位：件）  

部 名 
入札件数

○イ  

ダンピング防止の制度の適用件数 

○ロ／○イ  低入札価格 

調査制度 

最低制限価格 

制度 
合計○ロ  

農林水産部 105 1 6 7 6.6％ 

都市計画部 91 1 21 22 24.1％ 

建築部 199 2 14 16 8.0％ 

道路部 355 5 31 36 10.1％ 

水道部 143 － 3 3 2.0％ 

下水道部 131 4 37 41 31.2％ 

合 計 1,024 13 112 125 12.2％ 

 （注）各部の内容の詳細については、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P147～148 P166 P185 P202 P229 P248 

    （ダンピング防止の制度の適用状況） 

     ○「（２）落札率や入札参加業者数に関する事項」で記載した内容と同様の状況

がここでも見ることができる。 

      ・都市計画部、下水道部については、ダンピング防止の制度が適用された工

事件数が高い割合を占めている。 
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       ⇒厳しい入札競争が行われていることの表れと推測される。 

      ・水道部等については、ダンピング防止の制度が適用された工事の件数の割

合は極めて低い。 

       ⇒下水道部等で見られる厳しい入札競争は行われていないようである。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

     設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査制

度及び最低制限価格制度がない。 

 （４）入札に見られるその他の状況 

    入札に見られるその他の特徴的な点としては、入札辞退者が多数発生している

ケース、入札参加業者が極端に尐ないケースなどがある。 

   ア 工事請負費 

    ① 入札辞退の状況…指名競争入札 

      平成18年度における各部の指名競争入札において、入札辞退者の出た入札の

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

部 名 入札件数○イ  
入札辞退者数 

○ロ／○イ  
１～２者 ３～５者 ６者以上 合計○ロ  

農林水産部 79 20 － － 20 25.3％ 

都市計画部 27 8 1 － 9 33.3％ 

建築部 67 24 5 1 30 44.7％ 

道路部 303 48 5 1 54 17.8％ 

水道部 16 3 1 － 4 25.0％ 

下水道部 32 3 3 3 9 28.1％ 

合 計 524 106 15 5 126 24.0％ 

 （注）各部の内容の詳細については、以下のページを参照（②も同じ） 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P148 P166～167 P185 P202 P229 P248 

     （入札辞退の状況） 

      ○各部とも、入札辞退者の出るケースが多く発生している。 

      ○下水道部、道路部、建築部では、６者以上の入札辞退のケースも見受けら
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れる。 

    ② 入札参加者が極端に少ない状況…一般競争入札 

      平成18年度における各部の一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐

ない（３者以下）入札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

部 名 
入札件数○イ  

（注１） 

入札参加者数 
○ロ／○イ  入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 合計○ロ  

農林水産部 29 3 3 7 13 44.8％ 

都市計画部 66 2 1 3 6 9.0％ 

建築部 138 6 11 17 34 24.6％ 

道路部 54 2 5 3 10 18.5％ 

水道部 131 4 9 30 43 32.8％ 

下水道部 105 6 7 8 21 20.0％ 

合 計 523 23 36 68 127 24.2％ 

 （注１）入札不成立を含む。 

     （入札参加業者の尐ない状況） 

      ○「① 入札辞退の状況…指名競争入札」と同様に、一般競争入札において、

各部とも、入札参加者が極端に尐ない状況が多く発生している。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 入札辞退の状況…指名競争入札 

      平成18年度における各部の指名競争入札において、入札辞退者の出た入札の

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

部 名 入札件数○イ  
入札辞退者数 

○ロ／○イ  
１～２者 ３～５者 ６者以上 合計○ロ  

農林水産部 22 1 － － 1 4.5％ 

都市計画部 98 3 － － 3 3.0％ 

建築部 42 5 1 － 6 14.2％ 

道路部 276 2 － － 2 0.7％ 

水道部 22 3 － － 3 13.6％ 
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下水道部 51 4 － － 4 7.8％ 

合 計 511 18 1 － 19 3.7％ 

 （注）各部の内容の詳細については、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P150 P168～169 P185 P204 P231 P250 

     （入札辞退の状況） 

      ○工事請負費に比べると、入札辞退の発生するケースは尐ない。 

 ３ 契約変更について 

 （１）工事請負費 

    平成18年度における各部の工事請負費の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

部 名 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 

変更後 

契約金額 
増減額 

農林水産部 108 2,039 96 1,820 1,934 114 

都市計画部 91 3,935 65 2,114 2,301 187 

建築部 206 7,868 51 2,859 2,917 58 

道路部 359 10,088 289 6,380 6,707 327 

水道部 164 4,707 123 2,802 2,890 88 

下水道部 148 7,688 89 3,565 3,628 63 

合 計 1,076 36,325 713 19,540 20,377 837 

 （注１）「契約変更の状況」は平成18年度中の契約変更について、平成19年７月９日時点

の状況を示したものである。（（２）も同じ） 

 （注２）各部の内容の詳細については、以下のページを参照（（２）も同じ） 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P159～160 P177～178 P194～195 P222～223 P241～242 P268～269 

   （契約変更の状況） 

    ○契約変更は多く行われている。 
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 （２）設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    平成18年度における各部の設計、測量等の関連業務に係る委託料の契約変更の状

況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

部 名 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 

変更後 

契約金額 
増減額 

農林水産部 23 86 3 18 20 2 

都市計画部 98 409 16 99 101 2 

建築部 42 163 5 30 25 △5 

道路部 281 1,269 106 643 672 29 

水道部 24 190 4 43 44 1 

下水道部 52 575 14 205 216 11 

合 計 520 2,692 148 1,038 1,078 40 

   （契約変更の状況） 

    ○工事請負費に比べると尐なくなるが、契約変更は多く行われている状況がうか

がえる。 

Ｂ 監査の結果 

 １ 入札関係 

 （１）指名競争入札について 

   ア 指名競争入札における指名業者の選定（その１）【指摘事項】 

    【現状】 

      道路部の工事請負費の指名競争入札において、次のようなケースが見られた。 

     ○有永漆山線道路改良工事 

      ・制限付一般競争入札を実施したが、１者のみの参加であったため入札不成

立（地域要件は設けていない） 

      ・その後、一般競争入札に参加した市外業者を外して指名競争入札（地域要

件･･･市内業者（本社所在地が静岡市内））を実施 

      入札不成立となり、入札方法が指名競争入札に変更になったことで市外業者

が指名から排除された事例である。地域要件を付したことが、入札の機会を失っ
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た業者の立場から公平と言えるのか疑問である。なお、市のルールでは、一般

競争入札において参加申請者が１者の場合、「申請者＋当初対象者以外の業者に

よる指名競争入札とする。」というのが原則である（Ｐ36「オ 入札不成立となっ

た場合の取扱いについて」参照）。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P217の（ⅰ） 

    【結論】 

      今回のケースで留意したであろうことは、公平な入札機会の確保と市内業者

の保護･育成の２つの相反する視点であったと思われる。担当課は、後者の視点

を重視し、市内業者のみを対象とする地域要件を設けたものと思われるが、も

ともと地域要件を設けていなかった工事であることを考えると、公平な入札機

会の確保を排してまで地域要件を優先する必要があったのか疑問である。今回

のケースでは、当初の入札に参加した市外業者を含めて指名競争入札を実施す

ることが公平性の視点から適切であったのではないかと考える。また、それが

市のルールに則った取扱いでもある。 

      なお、担当課によれば、市外業者、市内業者を混ぜての選定を過去にしたこ

とがないということであるが、場合によっては地域要件の運用を柔軟に考える

必要があるのではないだろうか。 

   イ 指名競争入札における指名業者の選定（その２）【意見】 

    【現状】 

      今回調査の対象とした、分割発注されている工事（委託業務）や２年以上の

期間にわたって行われる工事（委託業務）では、一定の業者が重複して指名さ

れているケースにおいて、競争性が有効に働いていないと思われる状況が、道

路部や農林水産部などで次のとおり見受けられた。 

    【道路部】 

     ○（国）362号羽鳥･安西拡幅工区（２期工区）物件調査業務委託（３業務） 

     ○（国）362号羽鳥･安西拡幅工区（２期工区）設計業務委託（２業務） 

     ○静岡下島線物件補償調査業務委託（３業務） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P208～210の（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ） 

     ○静岡清水線物件（用地）調査業務委託（３業務） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P211の（ⅰ） 
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    【農林水産部】 

     ○林道桂山線開設工事（３工事） 

     ○林道高山線開設工事（３工事） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P153の（ⅰ）（ⅱ） 

     いずれのケースも、入札結果は次のとおりであり、競争性が有効に働いている

のか疑問の残る結果となっている。 

    ・それぞれのケースで、すべての工事（委託業務）を同一業者が落札している。 

    ・落札率は一部を除いて、94％台後半から97％台の高い水準にある。 

    （林道高山線開設工事の平成16年度の落札率は88.21％である。） 

    【結論】 

      今回、事例として取り上げたケースについて、重複指名した理由を問い合わ

せたところ、各担当課からは次のような回答を得た。 

     ○イ  過去の工事実績等を考慮すると、重複して指名せざるを得ないケースがあ

る。 

     ○ロ  近隣地域（農林水産部では山間部）に当該工事（委託業務）を受注できる

業者数が限られているため、各工事（委託業務）に重複して指名する業者数

が多くなる可能性がある。 

      工事の品質の確保の問題や地域性の問題が背景にあるようであるが、競争性

の視点を重視することも忘れてはならないと考える。○イ、○ロそれぞれについて

は、次のように考える。 

     ○イについて 

       工事の品質の確保を重視するあまり、競争性が有効に機能しない結果を招

くことは避けるべきである。競争性が阻害されることのないよう、指名業者

の選定については十分な配慮が必要と考える。 

     ○ロについて 

       ○ロの問題については、競争性を確保するために、なるべく重複指名を避け

る方法を検討することが必要であると考える。例えば、指名業者数を柔軟に

扱うことなどを検討してはどうであろうか。 

      市の入札･契約制度の下では、指名競争入札における指名業者数について、金

額ごとにおおよその指名業者数が定められているため、一定規模以上の工事又

は委託業務になると、一定数以上の指名業者数が求められることになる。 
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      今回のケースは、受注できる業者数が限られている環境下で、一定数以上の

指名業者数が要求されていることが、重複指名の原因になっているようである。 

      ルールどおりに業務を執行することは大事なことであるが、競争性を妨げる

おそれがある場合には、重複指名にならないように柔軟に対応することが必要

ではないかと考える。 

   ウ 指名競争入札を行った場合の「指名理由」の公表 

    ① 公表されている指名理由の内容について【指摘事項】 

     【現状】 

       「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成13年

政令第34号）」が「指名競争入札を行った場合における指名した理由」の公

表を義務付けている（第７条第２項第３号）（Ｐ117の⑤参照）ことから、市

も「静岡市における建設工事の請負契約等に係る入札情報等の公開に関する

要綱」の中で、「指名理由の公表」について定めており（第４条第１項第５

号）、その情報を公開している。 

       その内容は、所定の文書（「入札執行について」）で公表されており、一般

的に、次のような記載内容となっている。 

       「当該建設工事の内容及び予定価格により、『建設工事入札参加資格認定者

名簿』に登載された者の中から『建設工事の請負契約に係る指名人の選定に

関する基準』に定めた各種要件に基づき選定した。」 

       公表されている指名理由は、どれも形式的な記載にとどまっており、具体

的な理由に欠ける内容となっている。 

     【結論】 

       「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（平成

18年５月23日閣議決定。以下「適正化指針」という。）は、公共工事の入札

及び契約の適正化を促進するため、４つの基本原則を挙げているが、その中

の一つ「透明性の確保」が、指名理由の公表の義務化の背景にあると考える。 

       したがって、単にルールに従って選定したことを記載しているにすぎない

現在の記載内容は、「透明性の確保」という視点からすれば、何らその要請

に応えるものではなく、具体性を欠くものであると言えよう。 

       指名理由の公表については、指名業者選定の経緯・理由が具体的に分かる

ように記載することが必要であると考える。（具体的公表の方法については、
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③を参照） 

    ② 指名理由の経緯、内容等を明らかにする関連書類の保存【指摘事項】 

     【現状】 

       指名競争入札における指名業者の選定手続の概要は次のとおりである。 

    （ⅰ）各担当課は、契約課が作成した入札参加資格認定業者名簿（契約課ホーム

ページにて公表）の中から、地理的条件、指名回数、工事成績等を勘案して、

指名競争入札における指名業者（案）を作成する。 

    （ⅱ）静岡市建設業者等選定委員会（以下「選定委員会」という。）は、各担当課

が作成した指名業者（案）を審議し、指名業者についての最終決定を行う。

なお、予定価格が一定金額以下のものについては、各部・各課に設けられた

部会又は課会が、選定委員会に代わって審議、決定する。 

      これらの指名業者の選定手続について、関連する書類の提示を求めたところ、 

指名業者の選定過程を容易に把握できる資料を確認することはできなかった。 

     【結論】 

       「静岡市建設工事の請負契約に係る入札参加者の選定に関する基準」第６

条第１項では、指名人の選定について、次のように規定している。 

       「指名人の選定は、この基準に基づく方法によることを基本として、公正

かつ公平に行うとともに、その選定経過等について客観性及び透明性を確保

するものとする。」 

       指名人の選定経過等について客観性及び透明性を確保するためには、その

内容を明瞭に記載した指名業者（案）等の関連書類を適切に保存しておくこ

とが必要であると考える。 

    ③ 指名理由の公表の方法について【意見】 

      上記①では、指名業者選定の経緯･理由が具体的に分かるように情報公開する

ことの必要性について述べたが、事例としては、国土交通省が行っている指名

理由の公表の方法が大変参考になる。 

      国土交通省では、次のような内容の公表を行っている。 
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指名業者選定資料 

 担当事務所 静岡国道事務所  

業務名 平成18年度･･･静岡国道事務所･･･業務 

業務実施場所  

入札日 平成19年○月○日 
    
 指名基準 評価項目 対象業者数  

中部地方整備局 

有資格業者 

測量の有資格者で当該業務を希望する社 ○○○社 

１欠格要件 不誠実な行為、経営の状況、安全の管理、労働福祉の各項目で

欠格要件に該当しない社 

○○○社 

２地域精通度 当該地域内（別添）の本店、支店又は営業所の存在 ○○社 

３技術者要件 測量士を○名以上有する社 ○○社 

４業務実績 国の機関、都道府県、政令指定都市及び政府関係機関において

業務実績（別添）を有する社 

25社 

５上記該当者の中から難易度を考慮し選定 10社 

    
   ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦     

･･･ 

手
持
ち
業
務
の
状
況 

指
名
回
数
の
状
況 

過
去
５
年
間
の
平
均
評
点 

６
０
点
未
満
の
補
正 

優
良
業
務 

業
務
実
績 

技
術
者
評
価 

業
務
信
頼
度 

同
種
の
業
務
実
績 

同
種
の
静
国
実
績 

評
価
（
Ａ
の
数
） 

順
位 

指
名
業
者 

No 業者名 

１ A社  AA A 0.5A  B AA A B A  7.5 5 ○ 

２ B社  A A 0.5A  B AA A B A A 7.5 ４ ○ 

３ C社  AA A 0.5A  B AA A B A  7.5 ７ ○ 

 ･
･
･
 

              

25 X社               
   

 （注）上記資料は、「静岡国道事務所」で公表している「指名業者選定資料」の概要をま

とめたものである。 

      指名する会社を何段階も経て絞り込んだ過程について、分かりやすく、詳細

に公開しており、市もぜひ参考にすべきであると考える。 

   エ 指名競争入札を「採用した理由」の公表について【意見】 

     【現状】 

       平成17年３月28日付で、静岡市入札監視委員会から「意見」の具申があっ
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たが、その中に次のような記載がある。 

１ 入札制度は、適正な競争のなかで適正な価格を形成することが期待されている。

しかしながら、応札価格の状況においては、ほとんど競争が働いていないとみら

れる案件も見受けられる。 

  契約の締結にあっては、一般競争入札が原則であること（･･･省略･･･）、また静

岡市においても、この姿勢をいっそう明確にする趣旨から、指名競争入札を選択

した根拠・理由が外部にも明らかになるように努めること。（以下、省略） 

       このような静岡市入札監視委員会からの「意見」の具申に対して、市は特

に積極的な対応をとっていないようである。 

       なお、静岡市入札監視委員会からの「意見」の具申に対する市の対応の不

備については、Ｐ109の「② 意見の具申に対する措置の状況について」でも

問題点として取り上げている。 

     【結論】 

       詳細は後述（Ｐ64の「② 市の一般競争入札の導入に対する姿勢」）するが、

入札･契約の原則は一般競争入札であり、指名競争入札は例外である。した

がって、静岡市入札監視委員会の「意見」の内容は当然の内容であり、市は

この意見に対して積極的に対応すべきであると考える。 

 （２）工事請負費における一般競争入札について 

   ア 指名競争入札における競争性と一般競争入札のさらなる導入 【指摘事項】 

    ① 入札の現状 

      Ｐ37からＰ53の「２ 入札に関する状況」で見られる工事請負費における入札

の状況をまとめると、その特徴は次のとおりである。 

    （ⅰ）全体的な状況 

      ○全体的に、指名競争入札の平均落札率は一般競争入札のそれよりも高い。 

       ⇒競争性の面からは、一般競争入札の方が有効に機能している。 

      ○指名競争入札については、入札件数の約５割程度（524件中267件）が95％

以上の落札率の水準にある。 

       ⇒指名競争入札については、競争性が働きにくい状況が見られる。 

    （ⅱ）契約方法別の各部の状況 

       平均落札率や落札率の分布状況における契約方法別の各部の特徴は次のと

おりである。 
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      ○建築部と水道部 

       ・指名競争入札と一般競争入札の平均落札率は、ほぼ同じ水準にある。 

       ・指名競争入札、一般競争入札ともに、高い落札率に集中している。 

        ⇒指名競争入札、一般競争入札ともに（水道部は原則 一般競争入札）、

他の部に比べて競争性が有効に機能していない可能性がある。 

      ○下水道部 

       ・指名競争入札、一般競争入札ともに、平均落札率は低い。 

        ⇒競争状態にある。 

      ○農林水産部、都市計画部、道路部 

       ・指名競争入札と一般競争入札の平均落札率の差が大きい。 

       ・指名競争入札は高い落札率、一般競争入札は低い落札率に集中している。 

        ⇒一般競争入札の導入の効果が顕著に表れている。（指名競争入札におい

て、競争性が有効に機能していない傾向が見られる。） 

    （ⅲ）工種別の状況 

       Ｐ45からＰ48の工種別の落札率の分布状況で、競争性の視点からその傾向

を明らかにしたが、そこで掲げた表を再掲すると次のとおりである。 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

土木工事一式 ● ○  ● ○ ○ 

管工事   ●  ●  

舗装工事 ● ●  ●   

建築一式工事   ○    

電気工事   ●    

   ○競争性が有効に機能している傾向 ●競争性が有効に機能していない傾向 

       工種ごとにも、落札率の分布状況に特徴があることが分かる。 

    （ⅳ）各部の調査結果に見られる指名競争入札における競争性の問題 

       「第４ 調査結果の概要」の「Ｂ 各部における工事請負費及び建設業関連

業務に係る委託料の状況」（Ｐ143以降）は、各部の入札状況の調査結果であ

る。指名競争入札について、そこで見られた、競争性の視点から疑問のある

特徴的なケースは次のとおりである。 

      ○イ  高い落札率上位10件の状況 

        各部の高い落札率上位10件の落札率の範囲は次のとおりである。 
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部 名 落札率上位10件の落札

率の範囲 

平均落札率 入札方法の件数の内訳 

指名競争入札 一般競争入札 

農林水産部 97.22％～98.10％ 91.52％ 10 － 

都市計画部 95.06％～99.92％ 84.16％ 6 4 

建築部 97.34％～99.96％ 90.19％ 7 3 

道路部 98.06％～99.68％ 91.29％ 10 － 

水道部 97.13％～98.61％ 92.95％ － 10 

下水道部 95.22％～97.06％ 78.34％ 7 3 

 （注）各部の内容の詳細については、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P150～151 P169～170 P185～186 P204～205 P231～232 P250～251 

      ○各部の平均落札率の高低に関係なく、上位10件の落札率は極めて高い。特

に99％を超える落札率は、通常考えられる数値を超えている。 

       ⇒予定価格が事前に知らされている状況（予定価格の事前公表制度）のも

とでの、このような高い落札率については、落札者以外の入札参加者の

落札の意思について疑問を持たざるを得ない。（例えば、都市計画部の落

札率１位のケースでは、入札に参加した１者の入札価格は予定価格と同

額であった。（Ｐ170のコメント参照）） 

      ○高い落札率上位10件に占める、指名競争入札の割合は高い。（水道部は、原

則として一般競争入札を採用している。） 

       ⇒ここでも、指名競争入札で競争性が働きにくい状況が見受けられる。 

        なお、「高い落札率＝競争性が働いていない」と短絡的に判断することが

大変危険であることは十分認識しているが、世間一般的に「95％以上の落

札率は、談合の疑いがある」といった認識があることも市は十分に留意す

べきと考える。 

        この一般的な認識についての根拠は、次のとおりである。 

      ○長野県公共工事入札等適正化委員会が平成16年10月26日に公表した「長野

県の入札制度改革－最終とりまとめ－」の中では、「･･･談
・

合
・

の
・

疑
・

い
・

が
・

あ
・

る
・

と
・

さ
・

れ
・

る
・

落
・

札
・

率
・

9
・

5
・

％
・

以
・

上
・

の･･･」という文言が頻繁に見られる。 

      ○全国市民オンブズマン連絡会議が発表している談
・

合
・

疑
・

惑
・

度
・

は、落札率95％
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以上を基準に考えている。 

      ○ロ  農林水産部 

        複数年度にわたって分割発注される工事について、次のようなケースが

見受けられた。 

       ○林道桂山線開設工事（平成16年度～平成18年度の３期間） 

        ・落札率は、94.78％～96.96％の範囲で推移しており、高い水準にある。 

        ・全期間指名されている業者は１者で、当該業者がすべて落札している。 

       ○林道高山線開設工事（平成16年度～平成18年度の３期間） 

        ・落札率は初年度88.21％と低いものの、平成17年度以降は97％前後と高

い水準にある。 

        ・全期間、同一業者が落札している。（全期間指名されている業者は３者） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P153の（ⅰ）（ⅱ） 

      ○ハ  建築部 

        多数の入札辞退者が出たケースで次のようなケースが見受けられた。 

       ○森下児童クラブ室設置工事 

        ・７者中、５者が入札を辞退したため、２者による入札となったケース

で、落札者以外のもう１者の入札価格の予定価格に対する比率は100％

である。（落札する意思があったのか、大いに疑問である。） 

        ・落札率は、99.96％と極めて高い水準（ほぼ100％）にある。（調査の対

象としたすべての部の中で最高の落札率である。） 

        なお、このケースと似たような事例が「大里児童クラブ室設置工事」で

も見受けられた。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P191～192の（ⅱ）（ⅲ） 

      ○ニ  道路部 

        分割発注された工事について、次のようなケースが見られた。 

       ○南アルプス公園線緊急地方道災害防除工事（平成17、18年度の２期間） 

        ・２期間とも、同一業者が落札。 

        ・２期間とも12者が指名されているが、その内11者が重複指名されてい

る。 

        ・落札率は２期間とも92％台である。 
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「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P206の（ⅰ） 

      ○ホ  下水道部 

        一般競争入札を実施した結果、入札不成立となり、その後の指名競争入

札で落札者が決定したケースで、次のようなケースが見られた。 

       ○城北浄化センター最終沈殿池汚泥引抜電気設備更新工事 

        ・最初に行われた一般競争入札は、入札参加業者が１者で入札不成立。 

        ・その後行われた指名競争入札で、一般競争入札に参加した業者が落札。 

        ・当該入札案件は既存設備の更新工事であるが、当初（昭和50～51年施

工）の電気設備設置工事の施工業者は今回の落札業者と同一である。 

        ・入札価格２位の者の入札価格の予定価格に対する比率は98％以上と高

い水準である。（予定価格が事前公表されていることを前提にすると、

入札価格２位以下の者の落札の意思について疑問が残る。） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P263の（ⅱ） 

    ② 市の一般競争入札の導入に対する姿勢 

    （ⅰ）入札方法の原則と市の考え方 

       このように、指名競争入札については、競争性の視点等から様々な問題点

が見えてくることから、一般競争入札を積極的に導入することが有効と思わ

れるが、この点について、法令上の考え方及び市の姿勢は次のとおりである。 

       地方自治法第234条第１項では、「売買、貸借、請負その他の契約は、一般

競争入札、指名競争入札、随意契約又はせり売りの方法により締結するもの

とする。」と定めている。続く、同条第２項では、「前項の指名競争入札、随

意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該当するときに限り、これによ

ることができる。」と定めていることから、法令上は、一般競争入札が原則

である。 

       このように法の規定では、一般競争入札が原則であるが、実態としては、

例外的方法である指名競争入札が、各自治体において一般的な方法として行

われてきた経緯がある。市においても、従来は、この指名競争入札が一般的

な方法であったが、現在は、建設工事において競争入札のうち「50％程度」

の件数で制限付一般競争入札を実施することを目標とし、一般競争入札の導

入に積極的に取り組んでいる。 
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    （ⅱ）市の目標と進捗状況 

       各部の工事請負費の契約方法別の件数及び金額についての概要はＰ37の

「（１）契約方法に関する事項」のとおりであるが、そこで見られた平成18

年度における各部の一般競争入札の導入の状況は次のとおりである。 

一般競争入札の導入が50％以上 一般競争入札の導入が50％未満 

部名 割合（注１） 部名 割合 

都市計画部 70.3％ 農林水産部 24.8％ 

建築部 66.3％ 道路部 14.6％ 

水道部（注２） 88.8％   

下水道部 75.6％   

 （注１）一般競争入札の件数の入札件数全体に占める割合 

 （注２）水道部は、原則として一般競争入札を採用している。 

       今回、調査の対象とした各部の合計では、入札件数1,024件中、一般競争入

札が500件であることから、おおよそ「50％」を達成しており、全体として

は市の目標を達成していると思われる。 

      一方、農林水産部及び道路部が５割を大幅に下回っており、個別には各部に

よって違う状況が見えてくる。なお、このような状況は、工種によっても特

徴的な状況があると思われる。（今回は、工種別の調査は実施していない。） 

    ③ 一般競争入札のさらなる導入について（結論） 

      市の一般競争入札の導入の状況を考えると、次のような点が問題となる。 

     ○イ  原則が一般競争入札であり、指名競争入札が例外的方法であることを踏ま

えたうえでの目標設定か。 

     ○ロ  一般競争入札の導入件数の目標が現状のままで良いのか。 

     ○ハ  部や工種によって、個別の事情があることを考えた場合、一般競争入札の

導入件数の目標を市全体のみで考えて良いのか。 

     ○イについて 

      前述したように、地方自治法第234条第２項は、「前項の指名競争入札、･･･

は、政令で定める場合に該当するときに限り、これによることができる。」とし、

この規定を受けた地方自治法施行令第167条は次のように定めている。 
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 （指名競争入札） 

第167条 地方自治法第234条第２項の規定により指名競争入札によることができる

場合は、次の各号に掲げる場合とする。 

 １ 工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競

争入札に適しないものをするとき。 

 ２ その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必

要がないと認められる程度に尐数である契約をするとき。 

 ３ 一般競争入札に付することが不利と認められるとき。 

      この規定から明らかなように、指名競争入札によることができる場合は、政

令に掲げる三つの要件に該当する場合に限られ、これ以外の場合には、指名競

争入札によることができないことになる。 

      そこで、市の「50％程度」という目標が、この地方自治法施行令の規定を踏

まえたうえで設定されたものかという点が疑問となるが、指名競争入札による

ことができるか否かにかかわらず、単純に数値目標を設定していることを考え

ると、法の規定を前提に目標を設定したとは考えにくい。 

      本来、目標設定は次のようにあるべきと考える。 

     ○地方自治法施行令に従って、指名競争入札によることができる場合を限定す

る。（⇒一般競争入札を採用する範囲が明確になる。） 

↓ 

     ○一般競争入札を採用すべき範囲の中で具体的な数値目標を設定する。 

      なお、個々の工事ごとに、指名競争入札を採用した理由を明確にすることが、

この手続の前提になることは言うまでもない。（指名競争入札を採用した理由の

開示については、Ｐ59を参照） 

     ○ロについて 

      市が目標とする「50％程度」の数値目標は概ね達成していることから、新た

な目標の設定が課題となる。この点について契約課にヒアリングしたところ、

「現時点では、数値目標の変更はしていない」との回答を得たが、数値目標が

現状のままという状態は果たして望ましいといえるのであろうか。以下に掲げ

た事項を考え合わせると、さらに高い数値目標を設定することが、市の入札制

度改革にとって大変重要なことではないかと思われる。 

      なお、契約課によれば、「今年度は、このままの水準でいけば、契約件数で
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60～70％程度の一般競争入札の実施が見込まれる。」とのことであり、実績を考

えれば目標はさらに高くあることが望ましい姿であろう。 

     ○一般競争入札が原則であり、指名競争入札は例外であること（②で述べた点） 

     ○①で述べた指名競争入札の問題（競争性の点で様々な問題が見られること） 

     ○「適正化指針」で「一般競争入札の拡大を図ること」が指示されていること

（Ｐ128のア①参照） 

     ○一部の自治体で一般競争入札の導入が進んでいること 

      一般的に入札制度改革が進んでいると言われる宮城県や長野県、横須賀市な

どでは、原則一般競争入札、あるいは、ほぼ100％に近い割合で一般競争入札が

採用されている。 

     ○ハについて 

      前述したとおり、水道部のように、原則 一般競争入札を採用している部があ

る一方、道路部や農林水産部のように、未だ一般競争入札の導入が進んでいな

い部もあり、部によって事情は様々であると思われる。（道路部と農林水産部の

特殊事情の問題については後述する。） 

      また、工種別の落札率の分布状況の特徴については既に述べたとおりである。 

      このような状況を考えると、○イで述べたような市全体の目標設定を考えるの

と同時に、部ごとや工種ごとの目標設定を検討することも重要ではないかと考

える。部や工種によって、一般競争入札を導入しやすい環境やその効果に差が

あるのであれば、目標も違って当然と思われるからである。 

   イ 一般競争入札が抱える問題（その１）…競争性が働かないケース【意見】 

    【現状】 

      上記アでは、一般競争入札のさらなる導入について述べたが、一方、一般競

争入札を実施しても競争性が有効に機能していないと思われるケースもいくつ

か見受けられた。 

      特徴的なケースが下水道部に見られた次の電気設備工事である。 

工事名 その１工事（注１） その２工事（注２） 

長田浄化ｾﾝﾀｰ送泥施設電気設備工事 一般競争入札 単独随意契約 

中島浄化ｾﾝﾀｰ受泥施設電気設備工事 一般競争入札 単独随意契約 

城北浄化ｾﾝﾀｰ汚泥脱水機増設電気設備工事 一般競争入札 単独随意契約 
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 （注１）その１工事･･･新設電気設備工事 

 （注２）その２工事･･･既存設備の機能増設工事 

     ○いずれの工事も、「その１工事」「その２工事」ともに、同じ業者が契約者と

なっている。 

     ○「その１工事」の入札参加業者は３工事ともに２者であるが、それぞれの工

事の入札参加業者は３工事の落札業者で占められている。（３工事の入札に

は各工事の落札業者（３者）しか参加していない。） 

     ○「その２工事」は既存設備の機能増設工事であり、過去に既存設備の工事を

担当した業者と単独随意契約を結んでいることから、同一箇所の「既存電気

設備工事」「既存設備の機能増設工事」「新規の電気設備工事」の全てが、同

一業者と契約する結果となっていることが分かる。 

     ○城北浄化センター汚泥脱水機増設電気設備工事では、入札に参加したもう１

者の入札価格の予定価格に対する比率が100％である。予定価格が事前に知

らされている制度の下では、落札する意思を持った者が予定価格と同一の価

格で入札することは疑問である。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P252～254の（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ） 

    【結論】 

      このように、一般競争入札を実施しても競争性が有効に機能しないケースが

見受けられた。市の側からすれば、ルールどおりに入札を実施した結果であり、

この問題は業者側の問題であるとも言える。ここに現在の一般競争入札が抱え

る問題があるように思われる。しかしながら、市はこのようなケースにおいて、

競争性が働いていないという認識は持っているはずである。もちろん市にでき

ることは限界があると思われるが、尐なくともこのような状況を市は看過しな

いという姿勢を見せることは必要ではないだろうか。 

      例えば、このような特徴的な事例については、市民の傍聴も可能な（Ｐ108

参照）入札監視委員会で積極的に取り上げるといったことでも良いと思われる。

（今回のケースでは、一部入札監視委員会で取り上げているようである。） 

      繰り返すようであるが、不自然な入札の状況を市は注視しているという姿勢

を見せることが、談合問題をはじめとする入札制度改革の第一歩であると考え

る。 
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   ウ 一般競争入札が抱える問題（その２）…高い落札率について【指摘事項】 

    【現状】 

      上記イでは、一般競争入札を実施しても競争性が有効に機能していないと思

われる個別的なケースについて考えたが、ここでは、同様の視点から、各部や

各工種について特徴的な状況を考えたい。 

      平均落札率や落札率の分布状況の調査の結果、建築部と水道部については、

他の部に比べて一般競争入札の落札率が高いことを既に述べたが、もう一度、

簡単に整理すると次のとおりである。 

    ○イ  平均落札率の状況 

 建築部 水道部 

一般競争入札 89.86％ 92.97％ 

指名競争入札 90.85％ 92.72％ 

    ○ロ  契約方法別の落札率の分布状況 
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    ○ハ  各工種別の落札率の分布状況 

 〔管工事〕 
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  （注）水道部は原則一般競争入札であることから、上記グラフの数値は、一般競争入 

    札の傾向を示していると理解することができる。 

 〔電気工事〕 
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      上記の表、グラフから、建築部及び水道部、また両部の主たる工種である管

工事及び電気工事における一般競争入札については、競争性が有効に機能して

いない可能性を見てとることができる。特に、落札率95％以上の件数の割合が、

他の部に比べて極めて高い。 

      このような状況について、担当課への質問等を行ったところ、様々な要因が

考えられることは理解できたが、明確な回答を得ることはできなかった。 

    【結論】 

      注目すべき点は、部というよりも、工種にあると思われる。建築部について

は電気工事と管工事、水道部については管工事である。 

      そもそも、一般競争入札は、透明性・競争性の面で優位性を有していること

から、その導入が積極的に図られてきた経緯があると思われるが、もし「落札

率が高い＝競争性が働かない」という図式が成り立つのであれば、その導入の

意味は薄れることになる。 

      他の部、他の工種で一般競争入札の効果が出ていること（指名競争入札に比
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べて落札率が低い水準にあること等）を考えると、これらの部、工種で落札率

が高い水準にあるということについては大きな疑問を持つべきである。 

      市は、ルールどおりに手続を行っていれば問題はないという姿勢ではなく、

実施した手続の効果についても責任を持って対処することが必要ではないだろ

うか。そのためにも、「なぜ、これらの部・工種では一般競争入札の落札率が他

の部に比べて高いのか」、「現在の高い落札率が、競争性の視点から妥当な水準

と判断して良いのか」等について、積極的に調査･分析を行うことが必要である

と考える。また、調査の結果、競争性が働いていないということであれば、改

善策を講じる必要性があることは言うまでもない。 

      なお、ここでは建築部と水道部に焦点を当てて、落札率が高い状況について

意見を述べたが、大事なことは、まず市全体の入札の実態を把握することであ

ると思われる。今回調査した各部別や工種別以外にも地域別、ランク別、月別

等、様々なアプローチが可能であり、これらの調査を行うことによって入札制

度上の問題点も浮かび上がってくるのではないだろうか。市の今後の積極的な

姿勢をぜひ期待したい。 

      宮城県では、県のホームページで入札結果を分析した資料を公開しており

（「平成18年度建設工事に係る入札結果について」（宮城県出納局契約課））、分

析の方法として大変参考になると思われる。 

   エ 一般競争入札が抱える問題（その３）…農林水産部と道路部について【意見】 

    【現状】 

      Ｐ65の「（ⅱ）市の目標と進捗状況」では、農林水産部と道路部で一般競争入

札の導入が進んでいない状況を確認することができた。農林水産部と道路部に

おける特殊事情が背景にあるようであるが、その内容は次のとおりである。 

    ○イ  農林水産部 

      農林水産部では、農道や林道の建設等を行うことから、市の山間部の工事を

扱うケースが多くなるが、そのような地域では、近隣に工事を施工することが

できる業者数が尐ないという特殊事情がある。したがって、一般競争入札を実

施しても入札参加業者数が尐なく、入札不成立となる危険があり、指名競争入

札が主たる入札方法となる傾向があるようである。ただし、指名競争入札を実

施しても、山間部の工事となると指名可能な業者数が限られてくることから、

同じ地域では、毎回、同じ業者が指名されるといったリスクも抱えることとな
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る。 

      例えば、今回サンプル調査した「林道桂山線開設工事」や「林道高山線開設

工事」などは、同一箇所の工事を２年以上にわたって行った工事であるが、こ

のケースでは、毎年必ず指名される業者があり、またその同じ業者が毎年落札

するといった状況が見られた。 

    ○ロ  道路部 

      道路部では、平成17年度から平成18年度にかけて、入札に占める一般競争入

札の件数の割合が、次のとおり大幅に減尐している。 

契約方法 
平成17年度 平成18年度 増減 

件数 割合（％） 件数 割合（％） 件数 割合（％） 

一般競争入札 140 42.7 52 14.6 △88 △28.0 

指名競争入札 188 57.3 303 85.4 115 28.0 

合 計 328 100.0 355 100.0 27 － 

      一般競争入札の導入件数の割合が大幅に減尐した理由は次のとおりである。 

      「平成17年度の一般競争入札において、入札参加業者数が尐なく入札不成立

となったケースや施工能力等に疑問のある業者がいたケースがあったことなど

から、平成18年度において、比較的小規模な道路・舗装工事であっても高い管

理体制が求められるものについては、現場の安全管理・工程管理に信頼のおけ

る業者を指名することができる指名競争入札に移行した。」 

      一般競争入札によることの弊害を確認できたことから、入札方法を指名競争

入札に変更したことが分かる。なお、平成17年度から平成18年度にかけて道路

部の工事請負費の全体の平均落札率は87.37％から91.29％へと高い水準へと推

移している（3.9ポイント増加）。指名競争入札の実施割合が増えたことを一つ

の要因として考えても、あながち的外れとは言えないであろう。 

      農林水産部、道路部の特殊事情についての調査結果については、下記のペー

ジを参照されたい。 

     （農林水産部） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P144の③、P153～154の（ⅰ）（ⅱ） 

     （道路部） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P198の③ 
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    ○ハ  農林水産部と道路部の入札方法別の平均落札率 

      これまで一貫して述べてきたとおり、指名競争入札が一般競争入札に対して、

競争性の視点で务っている面があることは明らかであるが、農林水産部と道路

部の入札方法別の平均落札率にも、はっきりとその傾向を見ることができる。

（Ｐ40の「（２）落札率や入札参加業者数に関する事項」より） 

契約方法 農林水産部 道路部 

一般競争入札 82.37％ 78.14％ 

指名競争入札 94.53％ 93.55％ 

  差 引 △12.16％ △15.41％ 

      一般競争入札と指名競争入札の平均落札率の差が大きく、一般競争入札の効

果が大きいことが分かる。（特に農林水産部と道路部に顕著な現象である。） 

    【結論】 

      【現状】では、両部において、一般競争入札を実施するにあたって様々な問

題を抱えていることを確認することができた。また、指名競争入札の抱える問

題点や一般競争入札が競争性の視点で有効であることも改めて確認できた。 

      このように考えると、両部において一般競争入札の実施件数の割合が低いと

いう現在の状況が、入札制度改革を進めようとしている環境の中で、果たして

適切と言えるのか、もう一度考えてみることが必要ではないだろうか。 

      なお、一般競争入札の導入の拡大（目標設定の問題については既述）につい

て再検討すべきことは言うまでもないが、その結果、一般競争入札に伴う弊害

がどうしても避けられないと判断される場合（地方自治法施行令第167条に該

当）には、指名競争入札において競争性が働くための対策を考えるべきことは

言うまでもないことである。 

      各部の特殊事情を考えた場合、留意点は次のとおりである。 

    ○イ  農林水産部 

     ○一般競争入札を実施しても入札参加業者が尐なく、入札不成立になるという

ことの背景には、業者にとって、その工事を請負っても利益を出せないとい

う側面はないだろうか。特に山間部の工事は、通常の平野部の工事に比べて

大変な作業が予想されるが、作業も大変で利益も出ないとなれば、入札に参

加するインセンティブは期待できない。予定価格等も含めて、業者にとって

入札に参加しやすい環境を作ることが大事であると思われる。 
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       なお、平成19年度より、一般競争入札では、入札参加者が１者のみでも有

効と取り扱う方法に変更されたことから、一般競争入札を採用しやすい環境

の整備が進んでいることも併せて考えるべきである。 

     ○指名競争入札を実施した場合、毎回同じ業者が指名されるといったリスクに

ついては、地域要件や指名業者数を柔軟に考えることを検討してはどうであ

ろうか。（この点については、Ｐ55の「指名競争入札における指名業者の選

定（その２）」を参照） 

    ○ロ  道路部 

     ○入札不成立となるリスクの問題については、農林水産部と同様の問題であり、

前述した内容を参照されたい。 

     ○不良・不適格業者を排除するという問題は、道路部に限った問題ではないよ

うに思われる。もし、その弊害が道路部に極端に現れているということであ

れば、安易に指名競争入札に戻るのではなく、積極的に一般競争入札の枠内

でその問題を解決することを考えることが必要ではないだろうか。入札参加

資格要件の厳格化や審査方法を改めるなど、改善の余地が必ずあるものと考

える。 

   オ 一般競争入札が抱える問題（その４）…低い落札率について【意見】 

    【現状】 

      平均落札率や落札率の分布表から、各部の入札の状況の特徴を把握すること

ができたが、その中で、下水道部における一般競争入札の平均落札率等が他の

部に比べて低い傾向を示していた。 

      下水道部の平均落札率と落札率の分布をもう一度整理すると次のとおりであ

る。なお、道路部における一般競争入札も同様の傾向を示しているが、道路部

全体に占める一般競争入札の実施割合が低いことから、ここでは下水道部につ

いて検討する。 

    ○イ  平均落札率の状況 

 下水道部 

一般競争入札 76.12％ 

指名競争入札 85.22％ 
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    ○ロ  契約方法別の落札率の分布状況 
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     （注）60.0％～69.9％の範囲に26件（一般競争入札）あるが、これは平成18年

度において最低制限価格を予定価格の60％台後半に設定していたケースも

あり、そのラインで契約成立したケースが多く含まれている。 

      最低制限価格が予定価格の約70％～80％の範囲で設定されていることを前提

に考えると、一般競争入札の平均落札率が76.12％、個々の落札率が79.9％以下

の範囲に集中しているという状況は、下水道部におけるかなりの割合の入札が、

最低制限価格に近い金額で落札されていることを意味していると言えよう。 

      Ｐ50の「（３）ダンピング防止の制度の適用状況」では、平成18年度 入札価

格が最低制限価格を下回ったケースは、入札件数131件の内37件あり、約３割の

入札が最低制限価格に近い金額で落札されていることが推測できる。 

      このような状況について、次のような点が疑問となる。 

     ○イ  平均落札率76.12％は落札率として低すぎないか、ダンピング競争は起きて

いないか。 

     ○ロ  最低制限価格が落札率の低下の歯止めになっているように見えるが、実態

はどうなのか。 

    【結論】 

    ○イについて 

     入札制度改革が進んでいるとされる宮城県や長野県、明石市などでは、入札改

革後の一般競争入札の平均落札率が次のように大幅に低下している。 

 入札改革前の平均落札率 入札改革後の平均落札率 

長野県 97.4％（平成13年度） 73.1％（平成15年度） 

宮城県 96.6％（平成12年度） 79.6％（平成14年度） 

明石市 92.6％（平成13年度） 73.6％（平成14年度） 
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加古川市 92.2％（平成13年度） 77.3％（平成15年度） 

 （注）「長野県の入札制度改革－最終とりまとめ－」（平成16年度10月26日 長野県公共

工事入札等適正化委員会）より。なお、宮城県、明石市、加古川市のデータは、「桐

蔭横浜大学鈴木研究室調査（平成16年２月）」に基づくものである。 

     したがって、これら自治体のデータを参考にする限りにおいては、下水道部の

平均落札率が特に低いとは言えないように思われる。 

     前述した「長野県の入札制度改革－最終とりまとめ－」（以下「長野県の入札制

度改革」という。）でも、入札制度改革の結果、落札率がある程度低下することに

ついて、ある程度は止むを得ないとして次のように述べている。 

「○･･･一定の能力があれば誰でも入札に参加できるようになり、このため、従来、

下請業者だった業者が入札に参加するようになった。こうした業者は、従来、元請

業者から請負っていた金額に近い金額で応札するので、落札価格が入札改革前より

も20～25％程度低くなったとの見方もできるからである（実際、先進自治体の発注

担当者にはそのような見方をする者が尐なくない）。」 

     市に見られる状況の原因について、このような見方ができるのかについては、

特に調査を実施していないことから不明であるが、一般競争入札を導入した結果

として、決して異常な現象とは言えないようである（むしろ、入札制度改革の成

果といえるであろう）。 

     ただし、「長野県の入札制度改革」では、続けて次のような分析も行っている。 

「○･･･平均落札率が大幅に低下している大きな原因は、供給能力に比して需要量が

足りない『需給要因によるところが大きい』ということである。」 

     そして、平均落札率の季節的変動（４～８月が低く、10月以降は高い）につい

て述べて、次のように続けている。 

「○ ･･･。このような季節的変動が生じる原因は、年度初めには発注量が減るのに

対し、年度当初にある程度の受注量を確保しておきたいという企業心理が働き、安

値でも受注確保に走る業者が尐なくないためと考えられる。すなわち、年度当初（４

～８月）に落札率が下がるのは「供給能力に比して需要量が足りないため」と考え

られる。」 

     最後に、次のように結論づけている。 

「○ ･･･。とりわけ、年度当初において需要に見合う発注量を確保する必要がある。」 
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     なお、平均落札率の季節的変動については、前述した「平成18年度建設工事に

係る入札結果について（宮城県出納局契約課）」でも、同様の傾向を見ることがで

きる。 

     平均落札率の大幅低下の原因を「供給能力＞需要量」とみるのは、経済原則か

らすれば当然であり、市で起きている現象も同様の理由によるものと推測できる。

いずれにしても、長野県等で行っているような分析を市でも行うことが必要であ

り、それによって、入札制度を改善していくことが大事であると考える。 

    ○ロについて 

     【現状】で述べたように、下水道部では、競争性が有効に働いて落札率が大幅

に低下する状況の下で、一見すると、最低制限価格が落札率の低下の一定の歯止

めになっていると思われるデータを見ることができた。品質の確保のために、最

低制限価格が有効に機能していると理解することもできる。 

     現在、市は、予定価格の約70～80％の範囲内で、市独自で計算した金額を最低

制限価格として設定しており、その公表については入札後としている。したがっ

て、最低制限価格は業者には分からないはずであるが、契約課によれば、「業者は

類似する工事の過去の実績等からおおよその見当をつけた上で、業者自らの積算

を基に入札価格を決定し参加してくるのではないか。」とのことであった。 

     最低制限価格をある程度推測できる状況下で、どうしても仕事を取りたい場合、

業者は最低制限価格を尐し上回る金額で入札することが予想されるが、その金額

で利益を確保できるか否かで、問題点が次のとおり発生する。 

（利益を確保できるか）  （業者の行動）  （発生する問題） 

ⅰ 最低制限価格では赤字 → 無理して入札 → ダンピングの問題 

 

ⅱ 最低制限価格でも十分黒字 → 余裕を持って入札 → 
落札率が下がる可能性があるに
も拘らず下がらない 

     ⅱのパターンは、最低制限価格以下でも十分黒字が確保できることを前提とし

ており、現実問題としては無理があることから、その可能性は低く、ケースとし

てはⅰのパターンが多いことが予想される。 

     すなわち、最低制限価格がある程度推測できる状況下では、どちらかといえば

業者は赤字覚悟で入札に参加してくること（ⅰのパターン）が予想され、ダンピ

ング競争を助長する可能性があることが理解できる。 

     このような問題を回避するためには、最低制限価格を業者が全く予想できない
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方法に変えることが必要であるが、この点については、Ｐ84からの「（４）ダンピ

ング防止の制度について」で検討したい。 

     市は、最低制限価格の設定方法について、再度検討することが必要であると考

える。 

   カ 総合評価型一般競争入札のさらなる導入【意見】 

    【現状】 

      公共工事における品質の確保を目的として、「公共工事の品質確保の促進に関

する法律」（以下「公共工事品確法」という。）が平成17年４月１日より施行さ

れた。公共工事については、原則入札とされていることから、従来「価格のみ

の競争」が行われていたが、この公共工事品確法では、第３条第２項で「公共

工事の品質は、･･･経済性に配慮しつつ、価格以外の多様な要素をも考慮し、価

格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保されなけ

ればならない。」と明記され、「価格と品質の総合力の競争」で入札を行うべき

ことが明確になったといえる。なお、適正化指針においても、「総合評価方式の

導入を進め、その拡大を図ること」が明確に規定されている（Ｐ129の【総合評

価の拡充等】の①参照）。 

      この法律の施行を受けて、市でも平成18年度から総合評価型一般競争入札を

導入しているが、調査の対象とした各部の平成18年度の実施件数は次のとおり

である。 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

総合評価型実施件数 1 1 3 3 1 1 

      市は、平成19年度は37件程度の実施を予定しており、その結果を踏まえて翌

年度以降の実施件数を検討することとしている。 

    【結論】 

      市も、総合評価型一般競争入札の導入については積極的に対応を図っている

ようであるが、入札制度改革を先進的に進めている自治体に比べると、その歩

みは決して速くないように思われる。例えば、宮城県では、平成18年度の一般

競争入札1,201件の内、総合評価型方式を293件（24.4％）実施しており、金額

では一般競争入札に占める割合が47.4％に上っている（「平成18年度 建設工事

に係る入札結果について」（宮城県出納局契約課）より）。これは、導入初年度

の数字である。 
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      市が発注する工事は、宮城県が抱える工事と規模や性格が違うことが予想さ

れることから、一概にその数字を指標にすることについては注意を払わねばな

らないが、前述したように、総合評価型が品質の確保のみならず、談合の防止

効果等のメリットも有していること等を鑑みると、その効果は決して小さなも

のではなく、市は、なお一層の導入拡大に努めるべきであると考える。（市は平

成20年度、発注件数の１割以上の総合評価型一般競争入札の実施を目標に掲げ

ている。） 

   キ その他 

    ① 一般競争入札から指名競争入札への主たる入札方法の変更【指摘事項】 

     【現状】 

       前述（Ｐ71の「エ 一般競争入札が抱える問題（その３）」）したとおり、道

路部では、平成17年度から平成18年度にかけて、入札に占める一般競争入札

の件数の割合が、43％から15％程度に大幅に減尐していた。 

       この一般競争入札から指名競争入札への移行について、どのような意思決

定のもとに行われたかについて、道路部に確認したところ、特に議事録等の

資料は存在しないとのことであった。 

     【結論】 

       これまで、市が「50％程度」という目標を掲げて一般競争入札の拡大を進

めてきた経緯を考えると、一般競争入札から指名競争入札への移行は、入札

方法の方針の大転換と思われる。このような方針の転換は、民間企業で言え

ば経営方針の変更に類するものであり、必ず組織上の上位者による意思決定

が行われ、同時に議事録等の証拠書類を残すのが普通と考えるが、今回の

ケースでは、これらの資料の存在を確認することはできなかった。 

       このような重要な方針の変更については、何らかの意思決定のもとに行わ

れたはずであり、議事録等の資料を残しておくことが必要であると考える。 

    ② 一般競争入札における入札参加資格【指摘事項】 

     【現状】 

       水道部においてサンプル抽出した工事（最低制限価格を下回る価格の入札

があったケース）の中で次のような問題点が見受けられた。 
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工事名 国吉田中継ポンプ場外電気設備工事 

入札方法 技術資料提出型制限付一般競争入札 

入札参加業者数 ５者 

問題点 

入札参加業者５者のうち、２者が資本関係にある会社である。具

体的には、入札順位１位の入札参加業者が、落札業者（入札順位

３位）の連結子会社である。 

 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P234の（ⅰ） 

     【結論】 

       資本関係にある会社を一体と考えた場合、グループ関係にある会社が同一

の入札に参加するということは、１つの入札において複数回の入札のチャン

スがあることを意味している。したがって、現在の最低制限価格制度（最低

価格で入札した者が落札するとは限らない）のもとでは、入札に参加した他

の会社に対してアドバンテージを有することとなり、適正な競争は期待でき

ず、入札は形骸化してしまう危険をはらんでいる。 

       今回のケースを例に具体的に述べると次のとおりである。 

 （今回のケースの入札結果） 

 入札順位 入札価格 予定価格に対する比率 

連結子会社 １位 87,645,000 77.7％ 

最低制限価格  88,389,000 78.3％ 

親会社 ３位（落札） 90,239,000 80.0％ 

       現象としては、親会社と連結子会社が、意図したものではないと思われる

が、最低制限価格を挟んで近い金額で入札している状況を見ることができ

る。すなわち、最低制限価格がある程度推測できる現在の最低制限価格制度

のもとでは、情報を共有したグループ会社同士が意思疎通を図って入札に参

加すれば、最低制限価格に近い異なった金額で入札することも可能となる。

グループ会社を一体で考えれば、落札のチャンスは２回であり、他の入札参

加業者は不利な立場におかれることになる（入札機会の公平性が失われる）。 

       適正な競争性を確保するためには、まず第一に、最低制限価格を推測する

ことが難しい仕組みに変えることを検討すべきであると考えるが、それ以外

にも、入札参加条件として、資本関係にある会社が入札に参加することを防
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止するための要件を加えることも対策の一つであろう。 

      （最低制限価格の問題については、Ｐ84以降の「（４）ダンピング防止の制度」

を参照） 

 （３）設計、測量等の建設業関連業務（委託業務）における入札方法について 

   ア 指名競争入札における競争性と一般競争入札の導入【指摘事項】 

    ① 指名競争入札の現状 

    （ⅰ）全体的な状況及び各部の特徴 

       Ｐ37からＰ53の「２ 入札に関する状況」で見られる委託料における入札

の状況の特徴は次のとおりである。 

      ○一般競争入札は行われていない。 

      ○工事請負費における指名競争入札の平均落札率に比べて、委託料の指名競

争入札の平均落札率は、一部の部門を除いて、下記のとおり比較的高い水

準にある。（工事請負費の一般競争入札の平均落札率と比べてかなり高い水

準にあることは言うまでもない。） 

 【工事請負費と委託料の指名競争入札の平均落札率の比較】 

（単位：％）  

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

委託料○イ  94.02 92.39 94.13 94.99 93.63 83.62 

工事請負費○ロ  94.53 89.38 90.85 93.55 92.72 85.22 

○イ－○ロ  △0.51 3.01 3.28 1.44 0.91 △1.60 

        ⇒委託料の指名競争入札については、工事請負費に比べてさらに競争性

が働きにくい傾向が見られる。 

      ○下水道部以外の各部 

       ・平均落札率は、上記の表のとおり92.39～94.99％の間にあり、平均落札

率は高い水準にある。 

       ・下水道部以外の部については、指名競争入札の合計460件中289件（約62％）

が95％以上の高い落札率に集中している。 

        ⇒ 競争性が有効に機能していない状況が見られる。 

      ○下水道部 

       ・指名競争入札の平均落札率は、他の部に比べて低い。 

        ⇒工事請負費と同様、競争状態にある。 
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    （ⅱ）各部の調査結果に見られる競争性の問題 

      「第４ 調査結果の概要」の「Ｂ 各部における工事請負費及び建設業関連

業務に係る委託料の状況」（Ｐ143以降）は、各部の入札状況の調査結果である。

指名競争入札について、そこで見られた、競争性の視点から疑問のある特徴的

なケースは次のとおりである。 

      ○イ  高い落札率上位10件の状況 

        各部の高い落札率上位10件の落札率の範囲は次のとおりである。 

部 名 落札率上位10件の落札率の範囲 平均落札率 

農林水産部 95.23％～98.29％ 94.02％ 

都市計画部 96.56％～98.79％ 92.39％ 

建築部 96.84％～99.57％ 94.13％ 

道路部 97.84％～98.59％ 94.99％ 

水道部 96.24％～98.19％ 93.63％ 

下水道部 96.76％～98.90％ 83.62％ 

  （注）各部の内容の詳細については、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P151 P170 P187 P205 P232 P251 

       ○各部の平均落札率の高低に関係なく、落札率上位10件の落札率は極めて

高い。特に99％を超える落札率は、通常考えられる数値を超えている。 

         ⇒予定価格が事前に知らされている状況（予定価格の事前公表）のも

とでの、このような高い落札率については、落札業者以外の入札参

加者の落札の意思について疑問を持たざるを得ない。 

      ○ロ  道路部 

        分割発注される委託業務について、次のようなケースが見受けられた。 

       ○（国）362号羽鳥･安西拡幅工区（２期工区）物件調査業務委託（３業務） 

        ・落札率は、95.41％～96.16％の範囲内にあり、高い水準にある。 

        ・全業務（３業務）を同一業者が落札している。 

        ・全業務に指名されている業者は３者である。（指名業者数の合計は、そ

れぞれ７者、３者、10者である。） 

       ○（国）362号羽鳥･安西拡幅工区（２期工区）設計業務委託（２業務） 
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        ・落札率は、94.99％と96.22％であり、高い水準にある。 

        ・全業務（２業務）を同一業者が落札している。 

        ・全業務に指名されている業者は５者である。（指名業者数の合計は、そ

れぞれ５者と７者である。） 

       ○静岡下島線物件補償調査業務委託（３業務） 

        ・落札率は、95.73％～96.74％の範囲内にあり、高い水準にある。 

        ・全業務（３業務）を同一業者が落札している。 

        ・全業務に指名されている業者は３者である。（指名業者数の合計は、３

業務ともに７者である。） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P208～209の（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ） 

        また複数年度にわたって段階的に発注される委託についても、似たよう

なケースが見受けられた。 

       ○静岡清水線物件（用地）調査業務委託（３業務） 

        ・落札率は、95.90％～96.85％の範囲内にあり、高い水準にある。 

        ・全業務（３業務）を同一業者が落札している。 

        ・全業務に指名されている業者は落札業者１者のみである。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P211の（ⅰ） 

    ② 一般競争入札の導入について（結論） 

      このように、指名競争入札については、競争性の視点等から様々な問題点が

見えてくることから、一般競争入札を積極的に導入することが有効と思われる

が、現在のところ一般競争入札の導入に向けての市の具体的な動きはないよう

である。 

      この点についての契約課の見解は次のとおりである。 

      「制限付一般競争入札を実施するにあたって、工事請負費における業者のラ

ンク付けと同じ水準で、委託料の業者をランク付けすることが難しいことなど

から、その実施については遅れているが、将来的には一般競争入札の導入の可

能性について検討していかなければならないと考えている。」 

      そもそも、一般競争入札の実施に当たっては、同入札方式が透明性、競争性

の面でメリットを有する反面、不良･不適格業者の混入する可能性が大きいこと

などから、個々の入札ごとに適正な参加条件を設定することにより工事の質の

確保に配慮することが必要となるが、この質の確保の点で、市は未だ導入に踏
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み切れない面があるようである。 

      しかしながら、①で述べたように、指名競争入札の問題点（競争性の問題等）

が顕著に見られる以上、設計、測量等の委託業務についても、なるべく早い時

期に一般競争入札の採用について検討することが必要であると考える。 

 （４）ダンピング防止の制度について 

   ア 現在の最低制限価格の設定方法が抱える問題点【指摘事項】 

    【現状】 

      多くの入札業者が最低制限価格を下回る価格で入札したことで多数の失格者

が出たようなケースについて調査した（注１）ところ、現在の最低制限価格の

設定方法が抱える問題点が次のとおり見受けられた。 

     ○下水道部 

      ○イ  入札価格の平均が落札価格や最低制限価格を下回っている。 

      ○ロ  多くの入札業者が失格となった結果、入札価格の下位の順位の者が落札

者となっている。 

      ○ハ  多数の失格者が出るような厳しい入札競争であっても、結果として、落

札者の入札価格が最低制限価格を大幅に上回ってしまう。（下水道部の事例

以外でも、道路部の「（国）150号清水バイパス標識設置工事」（Ｐ214の（ⅱ）

参照）などでは、特に顕著なケースが見受けられた。） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P257のイ 

  （注１）各部の調査結果の詳細は、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P155～157 P172～174 P189～190 P213～216 P234～235 P257～260 

      ○イについて 

       入札価格の平均が落札価格や最低制限価格を下回っているということは、

それだけ多くの業者が低い入札価格を提示していることを意味する。このよ

うな場合の最低制限価格が、適切な水準に設定されていると言えるのか疑問

である。 

      ○ロについて 

       全ての入札業者が最低制限価格を下回った場合、入札不成立となる。 

      ○ハについて 

       例えば、10者中９者の入札価格が最低制限価格を下回っても、１者が予定
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価格に対して高い割合の入札価格を提示した場合、現行の最低制限価格制度

のもとでは、高い落札率の入札結果となってしまう危険がある。（厳しい価

格競争があっても、結果として高い落札率の入札結果となる危険がある。） 

    【結論】 

      市は、工事内容等に応じて最低制限価格をおおよそ予定価格の70％～80％ぐ

らいの範囲で設定していることがうかがえるが、これは、予定価格の何％とい

う予定価格をベースにした考え方である。この考え方に基づく方法では、多数

の入札業者が低い価格で入札してきた場合には、多数の失格者が出るのは当然

である。なぜなら、実際の入札価格の実態を反映していないからである。 

      【現状】で述べたような問題点が発生するのは、このように、市が市側の論

理で最低制限価格を設定していることにその原因がある。 

      現在の最低制限価格の設定方法はいくつかの問題点を抱えており、市はその

設定方法について再検討する必要があると考える。なお、他自治体の試みにつ

いては、下記イを参照されたい。 

   イ 最低制限価格の設定方法についての他自治体の試み【意見】 

     上記アでは、現在の最低制限価格の設定方法が抱える様々な問題について、ま

た、Ｐ74の「オ 一般競争入札が抱える問題（その４）」では、最低制限価格が予

想されてしまうことの弊害について考えた。これらの問題点を改善するために、

最低制限価格を設定するにあたって大事なことをもう一度整理すると、次の２点

である。 

    ○入札価格の実態を反映した価格に設定すること 

    ○最低制限価格を予想することが困難なしくみとすること 

     入札制度改革に積極的に取組んでいる自治体では、このような点に考慮して、

最低制限価格の算出方法の改善を進めているが、例えば横須賀市では、「平均額型

最低制限価格」と称して次のような方法を採用している。 

 入札金額の低いほうから６割の札の平均額を基準として（小数点以下がある場合

は切上げ）、平均額に90％を乗じたものを「最低制限価格」とする。（「最低制限価格」

未満で入札した方は、失格となる。） 

  （注）「横須賀市入札制度関係情報（横須賀市ホームページ）」より 

     入札に参加した業者の実際の入札価格を反映させようとする方法であり、この

方法のもとでは、入札に参加した業者が最低制限価格を予想することは極めて困
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難となる。 

     市は、他の自治体の情報を積極的に収集し、より良い最低制限価格の算出方法

の調査、研究を進めるべきと考える。 

   ウ 低入札価格調査制度における契約審査委員会に関すること 

    ① 契約審査委員会の審査の内容について【指摘事項】 

     【現状】 

       前述したとおり、各担当課及び契約課によって実施された低入札価格調査

の結果は、契約審査委員会の審査に付され、その内容は会議録に保存される。 

       平成17年度に行われた契約審査委員会の会議録を閲覧したところ、気付い

た事項は次のとおりである。なお、内容は、ある県道の改良工事に関するも

のである。 

     ○イ  「審査が形式的に行われていないか」 

       会議録の中に次のような記載があった。 

 （意見、質疑等） 

○・・・・・・ 

○一般管理費が０円だが問題はないのか。 

 一般管理費は、役員報酬等の利益相当分や会社の必要経費などを見込んでいる項

目であるが、計上されていなくても（赤字受注とは限らないため）失格とする決

めはない。 

       「一般管理費が０円だが問題はないのか。」という委員からの質問の意味は、

「一般管理費を37百万円計上している市の設計に対して、０円で計上してい

る業者設計に問題はないのか」ということである。 

       （意見、質疑等）でも書かれているとおり、設計金額を構成する費目のう

ち、一般管理費は役員報酬などの利益相当分や会社の必要経費を計上する費

目である。したがって、この費目を０円で計上しているということは、業者

は、「利益はいらない、必要経費は会社で負担する」と宣言しているような

ものである。 

       市は、この点について、「…計上されていなくても（赤字受注とは限らない

ため）失格とする決めはない。」と結論付けているが、そのような消極的回

答で良いのか疑問である。 
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     ○ロ  「審査はすべての疑問点について行われているか」 

       契約審査委員会では、○イに挙げた費目とともに共通仮設費についても質疑

の対象として取り上げているが、それ以外にも、市の設計金額と業者設計金

額の間に、大きな差額が発生している費目が下記のとおり存在した。 

（単位：円）  

費目 静岡市設計額 業者設計額 差額 比率 

工場管理費 12,297,000 715,800 △11,581,200 5.8％ 

現場管理費 60,193,000 17,804,000 △42,389,000 29.5％ 

       工場管理費、現場管理費における大きな差額についても、なぜ、契約審査

委員会で「意見、質疑」が行われなかったのか疑問である。 

     【結論】 

     ○イについて 

      市の設計金額と業者設計金額との間に大きな差額が発生しているような場合

には、なぜ、当該金額で施工可能なのかが大きな疑問となる。各担当課及び契

約課は、事前に詳細な低入札価格調査を行っているとのことであり、委員から

の質問に対しては、適切な回答を行うべきと考える。 

      「…計上されていなくても（赤字受注とは限らないため）失格とする決めは

ない。」という消極的な回答は、ぜひ避けるべきである。 

     ○ロについて 

      市の設計金額と業者の設計金額を比較した場合に、大きな差額が発生してい

る費目については、網羅的に審査委員会で審査すべきであると考える。 

     （まとめ） 

      「静岡市低入札価格調査試行要領」は、第９条第１項で契約審査委員会の審

査結果に基づいて落札者を決定する旨を規定している。したがって、そこでの

審査は十分に行わなければならないと思われるが、会議録の内容を見る限り、

不十分であるとの印象をぬぐえない。落札者が十分な審査のうえで決定された

ことを証するためにも、会議及び会議録の内容を充実させることが必要である

と考える。 

    ② 契約審査委員会の会議録の保存について【指摘事項】 

     【現状】 

       各担当課及び契約課によって実施された低入札価格調査の結果は、契約審
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査委員会の審査に付されることになる。そこで、この契約審査委員会の審査

内容を確認するために、会議録の提出を求めたところ、平成17年度分につい

てはその内容を確認することができたが、平成18年度分については、会議録

の所在不明を理由として、閲覧することができなかった。 

     【結論】 

       低入札価格調査制度において、落札者決定の根拠となる契約審査委員会の

会議録については、適切に保存しておくことが必要である。 

   エ 低入札価格調査の結果の公表について【指摘事項】 

    【現状】 

      低入札価格調査の結果は、市の契約課ホームページにおいて「低入札価格調

査結果」として公開されている。この「低入札価格調査結果」は、14項目の調

査内容及びその結果（市が落札者として決定した理由）から構成されているが、

その内容は形式的記載にとどまっており、公表内容として十分といえるのか疑

問を持たざるを得ない。 

      例えば、「結果」欄は、次のような記載となっている。 

      『静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の

秩序を乱すおそれがないと判断し、当該工事について、○○株式会社を落札者

として決定した。』 

      低入札価格調査の中で、市が、どのような点を問題とし、その問題点につい

て、どのような判断を下したのか全く不明である。 

    【結論】 

      「情報の公開」といった場合、大事なことは、正確に、分かりやすく、迅速

に市民等に情報を提供することである。この視点から、低入札価格調査制度に

おける現在の情報公開の内容を考えた場合、【現状】でも述べたとおり、何が問

題で、市がその点についてどのような判断を行ったのかについての重要な記載

が欠けており、市民の側からすると大変分かりづらい内容のものになっている。 

      市は、低入札価格調査制度における情報公開のあり方について、もう一度検

討する必要があると考える。例えば、国土交通省のホームページでは、各所管

部門の低入札価格調査の結果を閲覧することができるが、その内容は、静岡市

よりもさらに一歩踏み込んだ分かりやすい内容のものとなっている。他の自治

体等の公開情報も参考にしながら、より良い内容の情報公開の仕組みの構築を
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目指すべきであると考える。 

      なお、低入札価格調査の結果は、透明性の確保の視点から、「適正化指針」で

公表することに努力することが求められている事項である。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P139のイ③ 

   オ 現在の低入札価格調査制度が抱える問題点【指摘事項】 

    【現状】 

      前記ウでは、契約審査委員会における審査が形
・

式
・

的
・

になっていないかという

問題意識から、その調査は詳細にかつ網羅的に行うべきであると結論付けたが、

実務上の対応としては、かなり難しい点を含んでいるものと考える。 

      なぜなら、失格と判定する客観的基準がない制度の下で、審査の対象となる

工事について、施
・

工
・

可
・

能
・

か不
・

可
・

かを主観的判断のみによって決定することは極

めて困難と思われるからである。 

      このことは、一般管理費が０円で計上されていることについて、「…計上され

ていなくても（赤字受注とは限らないため）失
・

格
・

と
・

す
・

る
・

決
・

め
・

は
・

な
・

い
・

。」と契約審

査委員会が使用した文言に端的に表れており、また、平成18年度において低入

札価格調査は13件行われていたが、施
・

工
・

不
・

可
・

と判断されたケースが０であるこ

とも、それを物語っているように思われる。業者が「できる」と言っているも

のを、市が主観的に「できない」と判定することなど、そもそも無理があるの

ではないだろうか。 

      また、主観的判断に頼った現行の制度では、施
・

工
・

不
・

可
・

と判定しても、失格者

からその理由を問われた場合、納得のいく回答をすることは大変難しく、透明

性の点からも大きな問題が残る。前記エで指摘した低入札価格調査の結果の記

載が形式的内容にとどまっていることも、同様の問題である。 

      なお、低入札価格調査制度は、施工することが可能か否かを実際に調査する

制度であることから、形式的に失格者を判定する最低制限価格制度よりも、品

質保持の側面において優れている面が多く、その対象範囲（現在は、予定価格

１億５千万円以上の建設工事を対象）を拡大することが期待されるが、それを

妨げているのが、この問題（失格とする客観的基準がない）であると思われる。 

    【結論】 

      このように、失格者を判定する客観的な基準を持たない現行の制度は、その

根幹において大きな問題点を抱えており、市は積極的に低入札価格調査制度の
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改善に努めるべきであると考える。その際、留意すべき事項は次のとおりであ

る。 

     ○低入札価格調査制度の具体的改善策（失格と判定する客観的基準の導入等）

については、入札制度改革を進めている自治体で様々な方法を試みているこ

とから、他自治体の制度の調査･研究を積極的に行う。 

     ○前述したように、低入札価格調査制度はダンピング防止の制度として、最低

制限価格制度よりも優位性をもっていることから、低入札価格調査制度の改

善にあたっては、その適用範囲の拡大も合わせて検討する。 

   カ 低入札価格調査制度についての他自治体の試み【意見】 

     上記オでは、現在の低入札価格調査制度の問題点を指摘し、その改善策を検討

することの必要性について述べたが、他の自治体では、どのような対策を講じて

いるのであろうか。 

     前述した「客観的基準」の導入事例としては、基本的に次の２つの方法を採用

している自治体が多いようである。 

    ○イ  低入札価格調査制度における数値的判断基準 

    ○ロ  変動型低入札価格調査制度 

    ○イについて 

     宮城県、香川県、明石市等で採用している方法である。 

     例えば、香川県では次のような「数値的判断基準」を導入している。 

１．数値的判断基準の設定 

 低入札価格調査基準価格を下回る入札が行われた場合には、当該入札者が提出し

た工事費内訳書の調査を実施し、下記１から３のいずれか一つでも基準を満たさな

い場合は、契約内容に適合した履行がされないおそれがあると判断し、落札者とな

りません。 

 
１ 

直接工事費、共通仮設費、現場管理費、一般管理費の各費用が計上され

ていること 

 

２ 
直接工事費と共通仮設費の合計が、県の設計金額（直接工事費＋共通仮

設費）の70％以上であること 

３ 
現場管理費と一般管理費の合計が、県の設計金額（現場管理費＋一般管

理費）の20％以上であること 

 

  （注）「低入札価格調査制度における数値的判断基準の設定について」（香川県ホーム

ページ）より 
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     工事費の内訳について、自治体が決めた基準を満たさない場合は失格とする制

度である。 

    ○ロについて 

     明石市などで採用している方法である。内容は次のとおりである。 

１ 変動型低入札価格調査制度の導入について 

  変動型低入札価格調査制度（以下「変動型制度」という）とは、入札額のうち

下位５者の入札価格を平均した数値に一定率を乗じ、新たに調査値と失格値を決

定することにより、極端にかけ離れた低価格での応札を排除することを目的とし

ています。 

（１）低入札調査基準価格を設定している工事において、最低価格入札者の入札額

が当該低入札調査基準価格を下回った場合にのみ、この変動型制度が適用され

ます。 

（２）変動型制度を適用する場合にあっては、参加業者のうち下位５者の平均値に

対して、90％を乗じたものを調査値とし、調査値を下回らない場合は、調査は

行わず落札決定となります。 

（３）下位５者の平均値に対して、85％を乗じたものを失格値とし、失格値を下回

る場合は、無条件に失格となります。 

  （注）「入札・契約制度の一部改正について（試行）」（明石市ホームページ）より 

     入札参加業者の入札価格によって失格値が変動するため予測が難しく、失格に

なるかもしれないような極端に低い価格が入れにくくなる仕組みである。 

    （まとめ） 

     いずれの方法も、低入札価格調査に客観的判断基準を導入したものであり、主

観的判断を極力排除しようとするものである。 

     なお、宮城県では、平成18年度において、一般競争入札1,201件の31.3％にあた

る376件で調査基準価格を下回る低入札となり、調査の結果、数値的判断基準等に

より最低価格入札者以外の業者を落札者としたものが145件、排除率が38.6％と

なっている（「平成18年度 建設工事に係る入札結果について」（宮城県出納局契約

課）より）。排除率の割合の高低の是非はともかく、低入札価格調査制度が実質的

に機能している状況がうかがえる。 

     市は、他の自治体の情報を積極的に収集し、より良い低入札価格調査制度の構

築に向けての調査、研究を進めるべきと考える。 
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   キ 低入札価格調査制度と最低制限価格制度の適用範囲の違い【指摘事項】 

    【現状】 

      低入札価格調査制度と最低制限価格制度の適用となった入札のケースについ

て、その適用範囲の状況をまとめると次のとおりである。 

区分（注１） 対象となる工事（予定価格） 設定範囲 

低入札価格調査制度 １億５千万円以上 
調査基準価格は予定価格の

２/３に設定 

最低制限価格制度 １億５千万円未満 
最低制限価格は予定価格の約

70%～80%の間に設定（流動的） 

  （注１）低入札価格調査制度…入札価格が調査基準価格を下回った場合に、施工の可 

                否について詳細な調査を行う制度 

      最低制限価格制度…入札価格が最低制限価格を下回った場合、失格とする制 

               度 

      ２つの制度の違いをグラフ化すると、次のとおりとなる。 

   入札価格の予定価格に対する比率 0％              66.6％  70％  80％   100％ 

【低入札価格調査制度】 低入札価格調査    
 

【最低制限価格制度】 失格   
 

 最低制限価格の設定範囲  ダンピング防止制度の適用対象外 

      この図表からも明らかなように、入札を実施した結果、入札価格の予定価格

に対する比率が66.6％～70％の間にあるとき、予定価格が１億５千万円未満の

工事（最低制限価格制度）ではダンピング防止の制度の適用対象となるが、１

億５千万円以上の工事（低入札価格調査制度）については、完全にその適用対

象外となり、両制度の間の整合性がとれていない制度になっている。 

    【結論】 

      低入札価格調査制度と最低制限価格制度は、過度の競争があった場合のダン

ピング防止のための制度であり、その適用範囲に違いがあることは、品質確保

の視点からは問題である。なるべく２つの制度の適用範囲に相違がないような

仕組みづくりに努めるべきであると考える。 

      ただし、この問題は、現行制度の枠内での微調整の問題であることに留意す

ることが必要である。なぜなら、これまで述べてきたような最低制限価格や低
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入札価格調査制度の改革を進めた場合には、ここで取り上げた問題は根本から

解消されることになるからである。 

      ところで、両制度の適用範囲の相違をなくすこと、すなわち、低入札価格調

査制度における調査基準価格を引き上げること、あるいは、最低制限価格を引

き下げることについては、市は次のような懸念を抱いているようである。 

     ○調査基準価格を引き上げること 

       低入札価格調査には詳細な調査が要求されており、そのための事務作業の

負担の増加を考えると、安易に調査基準価格を引き上げることは危険であ

る。 

     ○最低制限価格を引き下げること 

       最低制限価格を単純に引き下げることは、品質確保の視点から不安である。 

     （最低制限価格を上回れば、自動的に落札業者となる） 

      市の抱いている懸念は当然であり、調査基準価格（低入札価格調査制度）や

最低制限価格のあり方、設計方法については、根本からの改革が必要であるこ

とをここでも確認することができる。 

   ク 設計、測量等の建設業関連業務におけるダンピング防止の制度【指摘事項】 

    【現状】 

      設計、測量等の委託料については、ダンピング防止の制度がないことから、

厳しい入札競争があった場合には、60％を下回るような落札率のケースも数多

く見受けられる。（例えば、下水道部では、落札率が40％を下回るような極端な

ケースも見られた。） 

      各部で見られた具体的なケースについては、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ － P174～175 － P214～216 P234～235 P259～260 

      このような現状に鑑みるとき、工事請負費に見られるようなダンピング防止

の制度がないことが、手抜き作業や労働条件の悪化等、将来、大きな問題とな

るようなことがないか、大変懸念されるところである。 

    【結論】 

      そもそも、工事請負費において、低入札価格調査制度等のダンピング防止制

度が導入されたのは、前述したとおり、いわゆるダンピング受注が、工事の手

抜きや下請へのしわ寄せ、労働条件の悪化、安全対策の不徹底等につながりや
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すいことを原因とするが、このような懸念は、設計、測量等の委託料について

も、そのまま当てはまる事項であると思われる。 

      したがって、これらのリスクを回避するためにも、市は、委託料について、

ダンピング防止の制度の導入を検討すべきであると考える。 

 （５）その他 

   ア 競争入札において入札に参加する業者が少ない状況【指摘事項】 

    【現状】 

      競争入札において入札に参加する業者が尐ない状況が見られるのは、次の２

つのケースである。 

     ○イ  指名競争入札において多数の入札辞退者が出ている状況 

     ○ロ  一般競争入札において入札参加業者数が極端に尐ない状況 

      これらの状況についてはＰ51からＰ53の「（４）入札に見られるその他の状況」

で確認したが、入札件数に占める各ケースの発生割合は次のとおりである。 

     ○イのケース 

 （工事請負費） 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

発生割合(％) 25.3％ 33.3％ 44.7％ 17.8％ 25.0％ 28.1％ 

 （委託料） 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

発生割合(％) 4.5％ 3.0％ 14.2％ 0.7％ 13.6％ 7.8％ 

     ○ロのケース 

 （工事請負費） 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

発生割合(％) 44.8％ 9.0％ 24.6％ 18.5％ 32.8％ 20.0％ 

  （注１）入札参加業者数が３者以下のケースの発生割合である。 

  （注２）委託料については、一般競争入札が行われていないため○ロのケースはない。 

     ○各部によって、発生割合に大きな差があることが分かる。 

     ○○イのケースでは、工事請負費と委託料の間に大きな差がある。 

     （委託料では、入札辞退の発生する割合が低いことが分かる。） 

      さらに、このような状況について個別にサンプル調査した（注１）ところ、
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懸念されるケースとして、次の２つのパターンが見受けられた。 

     （ⅰ）入札不成立となるケース（入札不成立となる危険があるケース） 

     （ⅱ）競争性が有効に働いていないと思われるケース 

     （ⅰ）について 

        入札参加業者が２者未満であるために、入札不成立となった特徴的な事

例として、次のようなケースがあった。 

      ○玉川キャンプセンター宿泊棟耐震補強工事（建築部） 

       ・入札不成立を繰り返し、４回も入札が行われた極めてまれなケースであ

る。 

        （一般競争入札→指名競争入札→一般競争入札→指名競争入札） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P190の①（ⅰ） 

        このケースのように入札不成立となった場合、担当課は、設計の見直し

を行う過程で、工期の問題（工期が業者にとって厳しいものではないか等）

や予定価格の問題（原材料価格の上昇等）について検討を行っており、ま

た場合によっては業者に対する簡単なヒアリング（入札に参加しない理由

等）も行われているようである。 

        次に、入札不成立となる危険がある事例として、入札参加業者が２者で

あったため、入札不成立にはならなかったものの、１者の入札価格が最低

制限価格を下回り失格者が発生するようなケースも見受けられた。落札者

の入札価格が最低制限価格を下回れば、全員失格となったケースである。 

      ○南部処理区駒越地区下水道築造その１工事（下水道部） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P264の（ⅲ） 

      ○谷津浄水場ポンプ室アスベスト撤去工事（水道部） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P237の（ⅲ） 

        入札が成立しても、入札参加業者数が極端に尐ない場合には、厳しい価

格競争による入札不成立（全員失格）のリスクは高まることになる。 

        なお、入札が成立した場合には、たとえ入札参加業者数が極端に尐ない

場合であっても、その原因等についての調査は行われていない。 

     （ⅱ）について 

        競争性が有効に機能していないと思われる特徴的な事例として、次のよ

うなケースがあった。 
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      ○森下児童クラブ室設置工事（建築部） 

      ○大里児童クラブ室設置工事（建築部） 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P191～192の（ⅱ）（ⅲ） 

  （注１）各部の調査結果の詳細は、以下のページを参照 

 農林水産部 都市計画部 建築部 道路部 水道部 下水道部 

参照ページ P157～158 P175～176 P190～194 P216～219 P235～237 P261～264 

    【結論】 

      【現状】で述べたとおり、入札に参加する業者数が極端に尐ない状況では、

常に入札不成立の危険が伴うことになる。入札不成立の場合、通常、入札中止

あるいは再度の競争入札が行われることから、市にとって事業計画の停滞や事

務負担の増大を招くことになる。また、入札に参加する業者が多い方が、尐な

い状況よりも、より競争性が機能することが期待できることは言うまでもない。 

      一方、業者側からすれば、多数の者が入札を辞退するということは、その仕

事を取りたくない、あるいは何らかの理由によりその入札に参加したくないと

考えている業者がたくさんいると理解するのが一般的である。（仕事を取ろうと

しない行動の背景には、必ず大きな理由があるはずである。） 

      市は、このような状態を謙虚に受け止めて、なぜこのような状況が発生する

のか、その原因について、調査･検討を行うべきであると考える。そして、多数

の業者の積極的な参加を促し適正な競争が行われるような仕組みづくりを目指

すべきであろう。 

      なお、調査･検討の方法には、次の２つのアプローチの仕方があると思われる。 

     ○イ  部や工種ごとの特徴を把握し、その原因を調査する。 

     ○ロ  個別のケース（特徴的な事例）ごとに、その原因を調査する。 

     ○イについて 

      【現状】でも述べたとおり、費目や部によって入札参加者数の状況には大き

な違いがあるようである。Ｐ69の「一般競争入札の抱える問題（その２）」やＰ

74の「一般競争入札の抱える問題（その４）」では、落札率等の分析の必要性に

ついて言及したが、ここで取り上げた問題についても併せて調査･検討すること

が、市の入札制度の実態を把握するためにも重要なことであると考える。 

     ○ロについて 

      入札不成立となったケースだけでなく、入札が成立しても多数の入札辞退者
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が出たケースなど、特徴的なケースについては積極的に調査･検討を行うべきと

考える。 

 ２ 単独随意契約 

 （１）外部に公表される単独随意契約の理由の記載内容【指摘事項】 

   【現状】 

     随意契約について、市は、「静岡市における建設工事の請負契約等に係る入札情

報等の公開に関する要綱」第４条で見積参加者の選定理由の公表を義務付けてお

り、契約課窓口において、「随意契約の理由書」で単独随意契約の理由を公表して

いる。 

     この「随意契約の理由書」を調査したところ、公表される単独随意契約の理由

の内容について、次のような不十分な点が見受けられた。 

    ○イ  単独随意契約の理由として説明不足のものがある。 

     ○城北浄化センター汚泥脱水機増設電気設備その２工事（下水道部） 

      【単独随意契約の理由】 

       「･･･既存設備の機能増設を主とする工事であることから、製作設置メー

カーでなければ施工が不可能なため･･･。」 

      なぜ製作設置メーカーでなければ、既存設備の機能増設が不可能なのかが分

からない。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P265の①（ⅰ） 

    ○ロ  単独随意契約の理由として、適切と思われない内容のものがある。 

     ○南部処理区国道149号（浜田地区）下水道布設替工事（下水道部） 

     ○静清処理区東静岡地区下水道築造その１工事（下水道部） 

      【単独随意契約の理由】 

       「･･･共通仮設費等の経費も節減できることから･･･。」 

      これは、他の課において施工する工事と同調施工（同一工事箇所を同一者が

施工）の必要があり、その結果、予定価格を引き下げることが可能ということ

を主張しているものである。しかしながら、契約金額を引き下げるための最良

の方法は競争入札である。「経費を削減できる（予定価格を下げること）」こと

が単独随意契約の理由となり得るのか疑問である。単独随意契約の理由として

は、「同調施工の必要」を謳えば十分である。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P265～266の（ⅱ）（ⅲ） 
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     なお、上記以外にも、説明不足と思われるケースや単独随意契約の理由として

「経費の削減」を挙げているケースは、次のとおり数多く見受けられた。 

    （下水道部） 

     ○愛染ポンプ場外２施設耐震補強実施設計業務委託 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P266の②（ⅰ） 

    （道路部） 

     ○手越認定外道路地域環境整備工事 

     ○（主）清水富士宮線地質調査業務委託 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P220の①（ⅱ）、P221の②（ⅱ） 

    （水道部） 

     ○南安倍取水場受水槽耐震補強設計業務 

     ○谷津浄水場導水管布設替実施設計業務 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P239の②（ⅰ）、P240の②（ⅱ） 

   【結論】 

     「エ 低入札価格調査の結果の公表について」でも述べたとおり、情
・

報
・

の
・

公
・

開
・

と

いった場合、大切なことは、正確に、分かりやすく、情報を提供することである。

この視点から、公表されている単独随意契約の理由を考えると、内容として不十

分な点が見受けられ、市民に適切な情報が伝わっているのか疑問である。 

     市は、単独随意契約の理由に関する情報公開の内容について、もう一度検討す

る必要があると考える。例えば、国土交通省のホームページでは、各所管部門の

単独随意契約の理由を閲覧することができるが、その内容は、静岡市よりもさら

に一歩踏み込んだ分かりやすい内容のものとなっている。他の自治体等の公開情

報も参考にしながら、より良い内容の情報公開の仕組みの構築を目指すべきであ

ると考える。 

     なお、随意契約を行った場合の契約の相手方を選定した理由については、法令

等でその公表が義務付けられている事項である。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P119の⑫ 

 （２）単独随意契約によることの妥当性について【意見】 

   【現状】 

     単独随意契約の内容について調査した結果、単独随意契約の理由の妥当性につ

いて疑問が残ったケースは次のとおりである。 
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    ○愛染ポンプ場外２施設耐震補強実施設計業務委託（下水道部） 

     愛染ポンプ場外２施設耐震補強設計業務を、計画策定業務と実施設計業務を分

け、計画策定業務については指名競争入札により業者を決定し、実施設計業務に

ついては、計画策定業務の契約者と単独随意契約を結んだケースである。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P255の②（ⅰ）、P266の②（ⅰ） 

    （単独随意契約の理由） 

     単独随意契約の理由として、市が公表している内容は次のとおりである。 

     「本業務は、耐震補強計画に基づき詳細設計を行う一連の業務である。内容を

熟知し、技術的に適正な補強方法で短期間に設計でき、経費も削減できることか

らＮＪＳ設計㈱と単独随意契約する。」 

     ２つの業務が一連の業務であることから、両業務が密接不可分の関係にあり、

計画策定業務の発注当初から契約者は同一であることが想定されていたことが分

かる。 

    （２つの業務に分けて発注した理由） 

     一方、当該設計業務を計画策定業務と実施設計業務に分けて発注した理由につ

いての市の説明は次のとおりである。 

     「耐震補強計画を策定し、その事業内容、量により実施設計を行う。建物内に

機械、電気設備や配管等が多く、一般的な建物のように画一的な補強ができない

ため、実施設計業務の積算に大きな差異が生じやすい。そのため、補強計画を策

定したあとで実施設計を発注している。」 

    （問題点） 

     市は、計画策定業務の発注段階において、実施設計業務の積算が困難であるこ

とを理由として、両業務を分割発注し、実施設計業務について単独随意契約を結

んでいる。このように密接不可分の関係にある一連の業務を２業務に分割し、一

方の業務について単独随意契約を結ぶことについては大いに疑問である。 

     また、両業務の契約者が同一であることから、実施設計業務の予定価格を削減

しているようであるが、指名競争入札の落札率が74％、単独随意契約の落札率

が97％であることを考えると、本当に経費の削減になっているか疑問である。 

   【結論】 

     同一者によって行われる一連の業務を分割発注し、一方は指名競争入札、一方

は単独随意契約によるという方法は、やはり問題があると言わざるを得ない。本
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来の原則にもどり、一括発注すべき業務と考える（実施設計業務の積算が困難で

あるという点については、契約変更で対応）が、実務上困難ということであれば、

単独随意契約に価格交渉（注１）を取り入れるなど、契約方法に何らかの工夫を

講じることが必要であろう。 

    （注１）価格交渉について（参考） 

      一般競争入札や指名競争入札の場合には、予定価格の範囲内で最低の価格を

もって申込をした者を契約の相手方とするといった法令上の規定（地方自治法

第234条第３項本文）があることから、入札後の価格交渉は実質上不可能となる

が、随意契約の場合は、契約手続について地方自治法上の定めはなく、また静

岡市契約規則でも何ら定めをおいていないことから、法的には価格交渉を実施

する余地は十分あると考える。 

 （３）「同調施工」を理由とする単独随意契約について【意見】 

   【現状】 

     単独随意契約の内容について調査したところ、次のような文言を理由とする単

独随意契約がいくつか散見された。 

    ○南部処理区国道149号（浜田地区）下水道布設替工事（下水道部） 

    ○静清処理区東静岡地区下水道築造その１工事（ 〃 ） 

    【単独随意契約の理由】 

     「…工事箇所が重複する工事であり…、同
・

調
・

施
・

工
・

の必要がある。」 

     他の部局で発注した工事の場所が、発注予定の工事箇所と重複する場合、別々

の業者がそれぞれの工事を行うと、作業が非効率になるだけでなく、交通規制等

の問題を含めて様々な問題が起きる可能性があることから、既に発注している工

事の受注業者と単独随意契約を結ぼうとするものである。 

     市が発注する工事が、そもそも年度毎の事業計画に基づいて実施されるもので

あることを考えると、他の部局と工事箇所が重複する工事について、なぜ一括発

注できないのか疑問である。後から発注する工事については、単独随意契約によ

ることとなり、高い落札率に甘んじることになるからである。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P265～266の（ⅱ）（ⅲ） 

   【結論】 

     この点について、契約課の説明は次のとおりであった。 

     「会計制度の関係（一般会計と企業会計の経理上の違い）や工事の監督業務、
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完成後の維持管理等の仕組みが整備されていないことから、現状では一括発注し

ていない。」 

     同一業者で施工可能な同一箇所の複数の工事について、一方の工事が入札によ

り、一方の工事が他方の受注業者と単独随意契約というのは、コスト面からも、

また事務の効率性の面からも、改善すべき問題を含んでいるように思われる。 

     予算策定の問題など、縦割組織特有の難しい問題もあると思われるが、このよ

うな工事については、一括発注できるような仕組みづくりを検討すべきであると

考える。 

 ３ 契約変更 

 （１）契約変更の理由の妥当性について【指摘事項】 

   【現状】 

     契約変更の内容について調査した結果、契約変更の理由の妥当性について疑問

が残ったケースは次のとおりである。 

    ○林道横山線開設工事（農林水産部） 

     ・変更見込額が請負代金額の30％を超えているケースである。 

    ○林道楢尾智者山線開設工事（  〃  ） 

     両ケースともに、林道の開設工事であり、毎年、国庫補助金の交付を受け林道

の増長工事を行っている事例である。 

     なお、国庫補助金の交付を受けて行う事業の場合、補助金の追加交付といった

形で追加施工（契約変更）が行われることがあるが、次のようなケースによるも

のである。 

     ・事業の早期完了及び補助金の有効活用のため、予定価格と契約価額の差額分

を工事箇所の延長という形で追加施工を行う。 

     ・国の補助金の全体枠の中で、他の自治体が使い切らずに余剰となってしまっ

た補助金がある場合にも、市は事業の早期完了等のため余剰額の範囲内で追

加交付を申請し、その承認を受けて、契約変更により追加施工を行う。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P160～161の①（ⅰ）（ⅱ） 

     当該事業の契約変更の理由として、市が公表している内容は次のとおりである。 

     「平成18年度道整備交付金事業補助金の追加交付が承認されたことに伴い、工

事延長を増工する。」（静岡市設計変更事務取扱要領 第４項第４号の「予算処理に

基づくもの」） 
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     一方、静岡市設計変更事務取扱要領では、設計変更について次のような規定を

置いている。 

 （設計変更の基本原則） 

３ 設計変更に伴う契約変更は、当該工事の目的を変更しない限度において、特に

必要な場合、又は止むを得ない場合のほかこれを行うことができない。 

 ・・・・・・ 

 （設計変更による契約変更の範囲） 

６ 変更見込額が請負代金額の30％を超える工事は、現に施工中の工事と分離して

施工することが特に困難なものを除き原則として別途の契約をするものとする。 

     この規定から、設計変更について次のように理解することができる。 

     ・設計変更は、特に必要な場合等を除いて、原則として行うことができない。 

     ・仮に設計変更が認められる場合であっても、変更見込額が請負代金額の30％

を超える場合には、現に施工中の工事と分離して施工することが特に困難な

ものを除き、別途契約をしなければならない。 

     今回のケースで問題となるのは次の点である。 

     ○イ  補助金の追加交付があった場合が、特に必要な場合等に該当するか。 

     ○ロ  特に必要な場合等に該当するとしても、現に施工中の工事と分離して施工

することが特に困難なものか。 

   【結論】 

    ○イについて 

     農林水産部は、毎年補助金の交付を受け林道の増長工事を行っているが、補助

金の交付の方法等によって契約事務の取扱いを次のように変えている。 

    ○事業計画に基づき、毎年交付される補助金 ･･･ 毎年入札を実施 

    ○補助金の追加交付等 ･･･ 契約変更で対応 

     事業計画に基づき、毎年、交付される補助金の場合には、その都度、原則であ

る入札を実施している。したがって、補助金の追加交付を受けたことのみの理由

では、第３項にいう「特に必要な場合」又は「止むを得ない場合」には該当しな

いものと考えられる。 

    ○ロについて 

     林道の開設工事のため、増長工事を行うためには、増長前の工事が終了してい

なければならず、「現に施工中の工事と分離して施工することが特に困難なもの」
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と理解することも可能である。しかしながら、前述したとおり、補助金の交付の

され方によって、契約事務の取扱いを変えていることを考えると、今回のケース

が「現に施工中の工事と分離して施工することが特に困難なもの」に該当すると

結論付けることには無理があるように思われる。 

   （まとめ） 

    今回のケースについては、契約変更ではなく、別途契約で対応することが合規性

の観点からは適切であったと考える。 

    なお、契約変更を行った場合の「変更の理由」については、法令等でその公表が

義務付けられている事項である。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P119の⑬○ニ  

 （２）公表される契約変更の理由の内容について【指摘事項】 

   【現状】 

     上記（１）のほか、公表される契約変更の理由の妥当性について疑問が残った

ケースが次のとおり見受けられた。 

    ○蒲原第３浄水場改修事業実施設計業務（水道部） 

     （契約変更の理由） 

      「土質ボーリングデータの結果、土質を確認したので変更を行う。」 

    ○静岡市水道事業水源調査業務（水道部） 

     （契約変更の理由） 

      「試験井掘削の結果、土質を確認したので変更を行う。」 

     この契約変更の理由だけでは、なぜ設計変更したのか、その理由として説明不

足である。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P243の②（ⅰ）（ⅱ） 

   【結論】 

     前述したとおり、契約変更を行った場合の「変更の理由」については、法令等

により公表が義務付けられている事項である。したがって、その情報は、正確に、

かつ、分かりやすい内容で市民に公開される必要があると思われる。 

     上記の記載内容では、正確性、分かりやすさという点で不十分であり、市民の

理解を容易にするためにも、よりていねいに情報を開示することが望まれる。 
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 （３）契約変更と予算制度の問題について【意見】 

   【現状】 

     道路部でサンプル抽出した工事の中に、次のようなケースが見受けられた。 

    ○（国）150号浜川大橋 橋梁耐震補強工事 

     ・「その１」工事と「その２」工事に分割発注。 

     ・「その２」工事は「その１」工事の変更工事である。 

     ・「その１」工事は指名競争入札により、「その２」工事は「その１」工事の落

札業者と単独随意契約を結んでいる。 

     ・落札率･･･「その１」工事 94.43％ 「その２」工事 99.59％ 

     「その２」工事部分については、本来契約変更で対応すべき工事であるが、下

記の理由から、予算内での執行が不可能となり、別予算での執行分について単独

随意契約で発注したものである。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P207の（ⅱ）、P220の①（ⅰ） 

    〈契約変更で対応できなかった理由〉 

     ・「その１」工事は平成17年度繰越予算に基づく工事であることから、契約変更

は平成17年度繰越予算の枠内でなければ執行できない。 

     ・契約変更で対応するためには、平成18年度中（平成17年度繰越予算の執行期

間）に工事が完了する必要があったが、平成19年度まで工期が延長すること

が確実であったため。 

      ⇒金額及び工期の面で、大幅な変更工事であったことから予算内での執行が

不可能となり、別予算での執行を余儀なくされた。 

   【結論】 

     この問題は、次のように整理することができる。 

    ・工事の内容⇒契約変更で対応すべきもの 

    ・予算制度の壁⇒別途契約（単独随意契約）で対応せざるを得ない。 

     なお、契約変更で対応していれば、次のようなメリットを享受できたものと思

われる。 

    ・契約変更では、変更後の価格決定にあたって、当初契約（「その１」工事）の落

札率を利用するため、単独随意契約によった場合に比べて、経費の削減ができ

た可能性が高い。（今回のケースの落札率は、「その１」工事＜「その２」工事） 

    ・契約変更は事務手続が簡単であることから、別途契約に比べて、事務の効率化
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に寄与する。 

     結局、予算制度による制約から、別途契約で対応せざるを得なかったために、

契約変更のメリットを享受する機会を失ってしまったことになる。市としては

ルールどおりに契約事務を行ったことであり問題はないと思われるが、予算制度

の硬直性が工事請負費のコストアップを招いてしまったとすれば大変残念なこと

である。 

     今後、市は、このような場合であっても、実態が契約変更によるべきである側

面を重視し、契約の相手方との価格交渉を取り入れるなど、単独随意契約の契約

事務に工夫を加えるよう検討していくことが必要であると考える。 

 ４ 法令、指針等への準拠性 

   法令等（注１）への準拠性についての調査結果の概要は、「第４ 調査結果の概要」

の「Ａ 法令、指針等への準拠性」（Ｐ114～Ｐ143）のとおりであるが、その中で指摘

した事項をまとめると次のとおりである。なお、法令等への準拠性に関する事項であっ

ても、前述した「Ｂ 監査の結果」の１～３の中で指摘した事項については、ここで

はその記載を省略する。 

  （注１）ここで法令等とは、以下の法律等をいう。 

  ・「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（以下「入札契約適正化法」

という。） 

  ・「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令」（以下「施行令」と

いう。） 

  ・「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」（以下「適正化

指針」という。） 

   なお、この３つの法令等の関係、概要については、Ｐ114の「１ 最近の入札制度改

革をめぐる法令等の概要」を参照されたい。 

 （１）法令により公表・通知・実施が義務付けられている事項 

   ア 公表が義務付けられている事項【指摘事項】 

     施行令により公表が義務付けられているにもかかわらず、その内容が公表され

ていなかった事項は次のとおりである。 
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ⅰ 公表が義務付けられている事項 

総合評価一般競争入札を行った場合の以下の事項 

○イ  総合評価一般競争入札を行った理由   ○ロ  落札者の決定基準 

○ハ  低入札価格調査の適用となった場合に、その者を落札者とした理由 

根拠法令 施行令 第７条第２項第８号 

施行令への対応の状況 

「○イ  総合評価一般競争入札を行った理由」が公表されていない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P118の２⑩ 

 

ⅱ 公表が義務付けられている事項 

金額変更をした場合における変更後の契約に係る以下の事項 

○イ  公共工事の名称、場所、種別及び概要 ○ロ  工事着手の時期及び工事完成の時期 

○ハ  契約金額              ○ニ  変更の理由 

根拠法令 施行令 第７条第３項 

施行令への対応の状況 

公表資料である「工事請負変更契約状況」に「○ロ  工事着手の時期及び工事完成の時

期」の記載がない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P119の２⑬ 

     上記の事項については、施行令により公表が義務付けられている事項であり、

市としても積極的に公表することが必要であると考える。 

 （２）適正化指針に従い措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

   ア 情報の公表に関すること（【意見】及び【指摘事項】） 

    【適正化指針の考え方】 

      入札及び契約に関する透明性の確保は、公共工事の入札及び契約に関し不正

行為の防止を図るとともに、国民に対してそれが適正に行われていることを明

らかにする上で不可欠であることから、入札及び契約に関する情報については、

公表することを基本とし、入札契約適正化法に定めるもののほか、適正化指針

でも公表に努めるべき事項を明確にしている。 

    【現状】 

      情報の公表に関することについて、適正化指針により「公表するよう努める
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ことが求められている事項」のうち、市の対応が十分でないと思われる事項は

次のとおりである。 

ⅰ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

予定価格及び積算内訳の公表 

根拠条文 適正化指針 第２ １（１）ロ 

適正化指針への対応の状況 

予定価格は事前公表しているが、積算内訳については、静岡市情報公開条例に基づ

く請求のない限り、公表しない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P122の②  

 

ⅱ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

苦情処理の方策に関する以下の事項の公表 

○イ  苦情の申出の窓口  ○ロ  苦情の処理手続その他の苦情処理の方策に関すること

○ハ  苦情を申し出た者の名称、苦情の内容及びその処理の結果 

根拠法令 適正化指針 第２ １（１）ト 

適正化指針への対応の状況 

指名競争入札で、指名されなかった者からの苦情申出の窓口が明確にされていない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P124の⑦  

    【結論】 

     （ⅰ）について【意見】 

      積算内訳については、市民からの公開請求がない限り公表していないようで

あるが、適正化指針で求めている「公表」の意味は、公開の請求があった場合

に公表することではなく、市の側から積極的に公表することを意味しているも

のと考える。 

      予定価格だけでなく、積算内訳についても積極的に公表することを検討すべ

きであると考える。 

     （ⅱ）について【指摘事項】 

      ○ロの苦情処理の方策に関する事項については、「静岡市建設工事請負契約にお

ける入札及び契約の過程並びに工事成績の評定に関する苦情処理要綱」に必要

な手続等が定められており、その内容はインターネット等で公開されている。 
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      ○イの苦情申出の窓口については、指名競争入札で指名されなかった者からの

苦情申出の窓口が不明確であるほかは、公告や建設工事検査結果通知書等で明

確になっている。 

      指名競争入札で指名されなかった者からの苦情申出の窓口についても明確に

する必要があると考える。 

   イ 入札監視委員会に関すること 

    【適正化指針の考え方】 

      入札及び契約の過程並びに契約の内容の透明性を確保するためには、第三者

の監視を受けることが有効であることから、適正化指針では、競争参加資格の

設定・確認、指名及び落札者決定の経緯等について、定期的に報告を徴取し、

その内容の審査及び意見の具申等ができる入札監視委員会等の第三者機関を活

用するなど、第三者の意見を適切に反映する方策を講ずることを求めている。 

      入札監視委員会に関する事項のうち、市の対応が十分でないと思われる事項

は次のとおりである。 

     ① 市民の入札監視委員会への参加について【指摘事項】 

     【現状】 

       静岡市入札監視委員会設置要綱 第４条第７項では、「委員会の会議は、原

則として公開とする。」とされているが、開催日時等についての情報が市民

に公表されていないこと等から、これまで市民が入札監視委員会の会議を傍

聴した実績はない。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P127のイ② 

     【結論】 

       静岡市入札監視委員会設置要綱で、入札監視委員会を原則公開としている

規定の背景には、適正化指針でいうところの「入札及び契約に関する透明性

の確保」という考え方があると思われる。多くの市民の入札監視委員会への

参加を促すためにも、市は、今後、委員会の開催日時等の情報を、市民に向

けて積極的に発信していくべきであると考える。 

       そして、多くの市民が入札監視委員会に参加することによって、会議がよ

り一層活性化することを期待したい。 
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     ②意見の具申に対する措置の状況について【指摘事項】 

     【現状】 

       入札監視委員会の意見の具申に対する市の措置状況を確認するために、次

の内容について、契約課へのヒアリングを行った。 

      ○平成17年３月28日付で市長に提出された入札監視委員会の意見の具申に対

して、どのような回答を行ったのか。 

      ○平成18年度に開催された入札監視委員会の議事録を閲覧したところ、委員

からの意見に対して、「…検討したい。」「…検討中である。」といった文言

（市側の回答）が見受けられたが、検討の実施の有無及び検討の結果はど

のように委員会に報告されているのか。 

       この点についての契約課からの回答は、「入札監視委員会からの意見の具申

に対しては、書面で回答することはなく、口頭による報告を行っている。」

とのことであった。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P127のイ③○ロ  

     【結論】 

       入札監視委員会からの意見に対して、契約課は口頭による回答を行ってい

るのみであるため、検討の結果はもちろんのこと、検討の実施の有無さえ確

認することができない。 

       入札監視委員会の機能をより活性化させるためには、委員会からの意見が

あった場合には、検討の結果について、必ず文書で報告することを徹底すべ

きであると考える。「意見が出たら、必ず回答する」、そして、「そのことが

検証できる仕組みにする」。基本的なことであるが、とても大事なことであ

る。 

   ウ 入札及び契約の過程に関する苦情の処理に関する事項【指摘事項】 

    【適正化指針の考え方】 

      適正化指針は、入札及び契約に関し、透明性を高めるとともに公正な競争を

確保するため、発注者が、入札及び契約の過程についての苦情に対し適切に説

明するとともに、さらに不服のある場合には、その苦情を受け付け、中立・公

正に処理する仕組みを整備することを求めている。 

    【現状】 

      市は、適正化指針に対応して、苦情処理に関する手続、体制等について、次
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のような規定を設けている。 

     ○苦情処理に関する手続・体制 

      …「静岡市建設工事請負契約における入札及び契約の過程並びに工事成績の

評定に関する苦情処理要綱」 

     ○再苦情処理に関する手続・体制 

      …「静岡市入札監視委員会設置要綱」及び「静岡市入札監視委員会運営要領」 

      これらの規定の中には、適正化指針に対応していない部分があるが、その内

容は次のとおりである。 

ⅰ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

総合評価方式において、落札者とならなかった者から落札者とならなかったことに

ついての苦情があった場合に、その申出の内容を検討し、回答すること 

根拠条文 適正化指針 第２ ２（２） 

適正化指針への対応の状況 

総合評価方式における苦情処理の制度が整備されていない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P133の④  

 

ⅱ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名停止措置を受けた者から、指名停止措置についての不服があるとの申出があっ

た場合に、その申出の内容を検討し、回答すること 

根拠条文 適正化指針 第２ ２（２） 

適正化指針への対応の状況 

指名停止措置における苦情処理の制度が整備されていない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P133の⑤  

 

ⅲ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

上記（ⅰ）（ⅱ）について、その説明等に不服（再苦情）がある場合には、入札監視

委員会等が対応する仕組みになっていること 

根拠条文 適正化指針 第２ ２（２） 

適正化指針への対応の状況 

上記（ⅰ）（ⅱ）について、再苦情処理の制度が整備されていない。 

「第４ 調査結果の概要」参照ページ P134のイ⑥  
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    【結論】 

      入札及び契約に関する透明性を高めるとともに、公正な競争を確保するため

にも、上記の３つの事項については、苦情処理及び再苦情処理に関する制度を

整備する必要があると考える。 

   エ 捜査機関等との連携に関すること【指摘事項】 

    【適正化指針の考え方】 

      公共工事から暴力団関係企業による不正行為を排除するため、市と警察本部

が緊密に連携し、情報交換等を十分に行うことを適正化指針は求めている。 

    【現状】 

      市と警察との連携についての状況は、次のとおりである。 

     ○市は、公共工事からの暴力団及びその関係者排除を徹底するため、静岡中央

警察署長等との間で合意書（注１）を交わし、相互の連絡協調体制の構築を

図っている。 

      （注１）「公共工事からの暴力団及びその関係者排除に関する連絡協調体制の

確立について（合意書）」（平成５年12月21日付） 

     ○静岡中央警察署等との間で合意書を交わして以後、何件かの暴力団関係の情

報の照会を、市から警察に対して行っているようであるが、平成12年12月12

日を最後に、両者の情報交換が行われている形跡はない。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P135のウ① 

    【結論】 

      平成12年12月以降、市と警察との間での情報交換が行われていないことから、

両者の連絡協調体制は実質的に形骸化しているものと思われる。これは、静岡

市の公共工事に、暴力団およびその関係者が介入しているケースが殆どないこ

とがその要因と思われるが、今後もその危険がないと考えることは油断以外の

何ものでもないだろう。 

      今後、暴力団関係の問題が発生したときに、あるいは、その恐れがあるとき

に、適切な対応を図るためにも、普段から意見交換できる体制を整備しておく

ことが必要であると考える。例えば、年に１回程度、定期的に情報交換する場

を設けることなど、検討してはどうであろうか。協力を依頼する相手の顔を、

知っているのと知らないのとでは、いざという時に大きな違いがあると思われ

る。 
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   オ 工事の施工体制のチェックに関すること【指摘事項】 

    【適正化指針の考え方】 

      公共工事の品質を確保し、目的物の整備が的確に行われるようにするために

は、工事の施工段階において契約の適正な履行を確保するための監督及び検査

を確実に行うことが重要である。適正化指針は、これらの視点から、発注者が

監督及び検査についての基準を策定し、公表することを求めている。 

    【現状】 

      市は、工事現場における適正な施工体制の確保を図るための監督業務におけ

る点検事項、処理手順等について、「静岡市建設工事施工体制点検要領」（以下

「施工体制点検要領」という。）を定めており、その中で点検等を必要とする工

事の範囲について次のように規定している。 

      第２項第１号（監理（主任）技術者の本人確認等の点検業務に関する事項） 

       「請負代金の額が2,500万円（建築一式工事にあっては、5,000万円）以上

のものについて実施するものとする。」 

      この規定に定める金額未満の工事に係る施工体制の点検事項等については、

第７項で「市長が別に定める」旨の規定を定めているが、現在、該当する規定

は存在しない。 

「第４ 調査結果の概要」の参照ページ P140のウ② 

    【結論】 

      施工体制点検要領に第７項が設けられた背景には、請負代金の額が2,500万円

未満の比較的規模の小さな工事についても、施工体制のチェックが必要である

との考え方があるように思われる。市は、第７項に定める「別の定め」を早急

に定める必要があると考える。 

 ５ 監査を実施して感じたこと【意見】 

   「１ 入札関係」から「４ 法令、指針等への準拠性」まで、いくつかの問題点に

ついての検討を行ったが、全体を通して感じたことを簡単にまとめると次のとおりで

ある。 

 （１）情報公開について 

    「入札契約適正化法」等の法律の定めにより、市は入札に関する様々な情報の公

開を行っているが、その内容については、押しなべて形式的な記載にとどまってい

るように思われる。 
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    個別の論点でも述べたことであるが、「情報の公開」といった場合、大切なことは、

「正確に」「分かりやすく」「迅速に」市民に情報を提供することである。言い換え

れば、情報とは、その内容を相手が十分に理解することで、初めて情報としての意

味を持つものであろう。 

    「入札契約適正化法」等の法律が施行されて間もないことでもあり、市も十分に

対応し切れなかった部分もあると思われるが、今後は、公開している情報の内容を

さらに一層充実させていくことを期待したい。 

 （２）入札の実態を把握すること 

    今回の監査では、入札に関するデータを調査･分析していく過程で、数多くの疑問

点にぶつかった。例えば、「部や工種によって平均落札率や落札率の分布状況に大き

な差が出ているのはなぜだろう」、「一般競争入札を実施しても、なぜ平均落札率は

下がらないのだろう」、「入札辞退者が多く発生しているのはなぜだろう」等々であ

る。 

    そして、これらの疑問点は、市の担当課も実感として持っていることではないだ

ろうか。 

    今後の課題としては、まず、様々な視点から市の入札の実態を把握することであ

ると考える。そして、「なぜだろう」という疑問を持つことが大切である。その結果、

市の抱える問題が明確になるはずであり、検討すべき改善策もおのずと見えてくる

ものと思われる。 

    入札制度改革を進めている先進自治体の状況を見ると、試行錯誤の連続のようで

ある。その意味で、入札制度改革は一筋縄ではいかない大変な作業であることが予

想されるが、今後の市の積極的な姿勢を期待したい。 

 （３）競争性に対する認識について 

    今回、主要な論点として、入札における競争性に着目して調査を行ったが、競争

性が有効に機能していない可能性があると主張する私たちと市との間には、認識の

ズレがあるように感じられた。その原因として、競争性を否定する確固たる事実（談

合等）を確認できないことや落札率等の数字だけで競争性を論じることはできない

といった考え方、市はルールどおりに入札･契約事務を行っており、競争性は業者側

の問題であるといった認識が、その主な理由として挙げられるのではないだろうか。

また、従来から工事の品質の確保に重点を置いてきた経緯から、競争性について論

じる機会が十分でなかったのではないかと感じる部分もあり、そのようなことがこ
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うした認識のズレとなって現れたように思われる。 

    このような考え方については理解できる部分もあるが、入札をとりまく世の中の

見方が大きく変化し、また入札制度そのものが激しい変革の波にさらされているこ

とを考えると、今後は、競争性についても十分に論議を尽くすことが必要ではない

かと考える。 

 （４）市の論理について（「ダンピング防止の制度」の検討から） 

    入札制度改革においては、競争性を確保しながら、工事の品質を確保していくこ

とが大きな課題となる。市は、従来から「品質の確保」について大変重視してきて

おり、ダンピング防止の制度の構築についても、十分な配慮のもとに対応して来た

ものと思われる。監査の過程でも、その点については十分に確認することができた

が、制度の内容については、前述（Ｐ84（４）ダンピング防止の制度について）し

たとおり、改善すべき点が多く見受けられた。 

    これら指摘した問題の背景の一つに、制度設計に当たって、実際の取引実態より

も市側の論理を優先させていることが挙げられるものと思われる。例えば、最低制

限価格は予定価格をベースに設定されているが、これは、まさに「予定価格は実態

を反映した正しい価格である」という市の論理に基づくものである。しかしながら、

実際の価格は業者間の入札競争の結果で決まる。その競争が適正であれば、入札の

結果決まった実際の価格が正しい。このように違った側面から考えることも大事で

はないだろうか。 

    何かを変えるためには、今まで当然と考えていた論理を見直すことがとても大切

なことである。入札制度改革に当たっては、この点に留意しながらその作業を進め

ることが必要と考える。 

第４ 調査結果の概要 

 Ａ 法令、指針等への準拠性 

 １ 最近の入札制度改革をめぐる法令等の概要 

   公共工事は国民の理解と信頼のもとに行われることが重要であり、国民の疑惑を招

かないように適正に行われることが必要である。ところが、「談合事件」や「ダンピン

グ受注」などの不正行為が後を絶たないことから、平成12年に「公共工事の入札及び

契約の適正化の促進に関する法律（入札契約適正化法）」（平成12年法律第127号）が制

定され、続いて「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令」（平成

13年政令第34号）が定められた。 
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   この法律は、公共工事の入札及び契約の適正化を促進するため、基本原則として「透

明性の確保」「公正な競争の促進」「適正な施工の確保」「不正行為の排除の徹底」を定

めている。 

   また、入札契約適正化法は、全ての公共工事の発注者を対象としているが、一律に

義務付けることが困難な事項については、一定の方向性を示して発注者に対し努力を

促すため、発注者が取り組むべきガイドラインを策定して示すこととしている。この

ガイドラインが「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（適

正化指針）」（平成18年５月23日閣議決定）である。 

   市においても、これらの法令等に基づき入札制度改革を進めている。 

   次頁からの「２ 法令により公表が義務付けられている事項」から「５ 指針に従

い措置を講ずるよう努めることが求められている事項」で記載した事項は、入札契約

適正化法及び施行令、並びに適正化指針に対する市の整備状況を調査した結果である。 

 ２ 法令により公表が義務付けられている事項 

① 公表が義務付けられている事項 

当該年度に発注することが見込まれる公共工事に関する事項（名称、場所、期間等） 

根拠法令等（注１） 令第５条 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等(注２) 情報公開要綱（注３）第２条 

実施の状況 公表している（上半期 ４月 下半期 10月）。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 （注１） 法…公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下同じ） 

      令…公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（以下同じ） 

      指針…公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針（以 

         下同じ） 

 （注２） 「法」「令」「指針」等の法律等に基づき、市が整備した要綱・要領等をいう。 

      （以下同じ） 

 （注３） 情報公開要綱…静岡市における建設工事の請負契約等に係る入札情報等の公

開に関する要綱（以下同じ） 
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② 公表が義務付けられている事項 

一般競争入札参加資格及び名簿、指名競争入札参加資格及び名簿 

指名競争入札における指名基準 

根拠法令等 令第７条第１項第１号、第２号、第３号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第３条 

静岡市建設工事の請負契約に係る入札参加者の選定に

関する基準 

実施の状況 公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 公表が義務付けられている事項 

一般競争入札を行った場合の当該入札における入札参加資格 

根拠法令等 令第７条第２項第１号 

市
の
対
応 

公表の方法 静岡市掲示場、契約課窓口、契約課ホームページ 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第３条 

実施の状況 公告により公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

④ 公表が義務付けられている事項 

一般競争入札を行った場合の以下の事項 

○イ 入札に参加しようとした者の商号等 

○ロ 当該入札に参加させなかった者の商号等及びその者を参加させなかった理由 

根拠法令等 令第７条第２項第２号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 入札後公表している（ただし、一般競争入札において、

入札に参加させなかった事例なし）。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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⑤ 公表が義務付けられている事項 

指名競争入札を行った場合における指名した者の商号又は名称及び指名した理由 

根拠法令等 令第７条第２項第３号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第４条 

実施の状況 指名後（入札前）速やかに公表している。 

今後の予定 平成19年８月1日から入札後の公表に変更 

調査の結果 指名理由が形式的記載にとどまっている。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

⑥ 公表が義務付けられている事項 

入札者の商号等及び入札金額 

根拠法令等 令第７条第２項第４号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 入札後公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑦ 公表が義務付けられている事項 

落札者の商号等及び落札金額 

根拠法令等 令第７条第２項第５号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 入札後公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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⑧ 公表が義務付けられている事項 

低入札価格調査の経緯（最低の価格をもって申込をしたものを落札者としなかったｹｰｽ） 

根拠法令等 令第７条第２項第６号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 平成18年度の事例はない。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑨ 公表が義務付けられている事項 

最低制限価格制度を採用した場合の最低制限価格未満の入札者の商号等 

根拠法令等 令第７条第２項第７号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、市政情報コーナー 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 入札後公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑩ 公表が義務付けられている事項 

総合評価一般競争入札を行った場合の以下の事項 

○イ  総合評価一般競争入札を行った理由   ○ロ  落札者の決定基準 

○ハ  低入札価格調査の適用となった場合に、その者を落札者とした理由 

根拠法令等 令第７条第２項第８号 

市
の
対
応 

公表の方法 静岡市掲示場、契約課窓口、契約課ホームページ、そ

の他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市総合評価競争入札試行要領 

情報公開要綱 第５条 

実施の状況 ○ロ  ○ハについては、公表している。 

○イについては、公表していない。 

今後の予定 － 

調査の結果 総合評価一般競争入札を行った理由について、公表さ

れていない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  
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⑪ 公表が義務付けられている事項 

以下の契約の内容 

○イ 契約の相手方の商号等        ○ロ 公共工事の名称、場所、種別及び概要 

○ハ 工事着手の時期及び工事完成の時期  ○ニ 契約金額 

根拠法令等 令第７条第２項第９号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第６条 

実施の状況 契約後、速やかに公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑫ 公表が義務付けられている事項 

随意契約を行った場合における契約の相手方を選定した理由 

根拠法令等 令第７条第２項第10号 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第４条 

実施の状況 発注後、速やかに公表している。（「随意契約の理由書」） 

今後の予定 － 

調査の結果 公表はしているものの、その内容は簡略な記載にとど

まっている。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

⑬ 公表が義務付けられている事項 

金額変更をした場合における変更後の契約に係る以下の事項 

○イ 公共工事の名称、場所、種別及び概要  ○ロ 工事着手の時期及び工事完成の時期 

○ハ 契約金額               ○ニ 変更の理由 

根拠法令等 令第７条第３項 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第６条 

実施の状況 ○イ ○ハ ○ニについては、契約変更後速やかに公表してい

る。 

○ロについては、要綱どおりに公表されていない。 

今後の予定 工事請負変更契約状況書式の見直しを検討 

調査の結果 工事着手の時期及び工事完成の時期については、公表

資料である「工事請負変更契約状況」にその記載がな

い。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  
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 ３ 法令により通知が義務付けられている事項 

① 通知が義務付けられている事項 

談合があると疑うに足りる事実がある場合の公正取引委員会への通知 

根拠法令等 法第10条 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札談合情報処理要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 通知が義務付けられている事項 

一括下請負等の建設業法違反と疑うに足りる事実がある場合の国土交通大臣への通知 

根拠法令等 法第11条 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 なし 

実施の状況 該当する事例なし 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 ４ その他法令によりその実施が義務付けられている事項 

① 実施が義務付けられている事項 

公共工事の受注者が施工体制台帳の写しを発注者に提出すること 

根拠法令等 法第13条 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 なし 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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② 実施が義務付けられている事項 

工事現場の施工体制が施工体制台帳の記載に合致しているかの点検等を行うこと 

根拠法令等 法第14条 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 ５ 適正化指針に従い措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

 （１）透明性の確保に関する事項 

   ア 情報の公表に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

競争参加者の評価に関する以下の事項の公表 

○イ  経営状況及び施工能力に関する評点（客観的事項） 

○ロ  工事成績その他の発注者による評点（主観的事項） 

○ハ  客観的事項と主観的事項の合計点 

○ニ  競争参加者の順位 

○ホ  等級区分を定めている場合の区分の基準 

根拠法令等 指針第２ １（１）イ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第３条 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

予定価格及びその積算内訳の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）ロ 

市
の
対
応 

公表の方法 指名通知、公告、契約課窓口、契約課ホームページ、

その他 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第４条、第５条 

実施の状況 予定価格は指名通知やホームページ等で事前公表して

いる。積算内訳については公表していない。（ただし、

静岡市情報公開条例に基づき、請求されたときは、入

札後であれば公開している。） 

今後の予定 － 

調査の結果 積算内訳の公表は消極的姿勢にとどまっている。（請求

がない限り公表しない） 

「指摘事項」又は「意見」の記載 意見  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

低入札価格調査の基準価格及び最低制限価格の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）ハ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 入札後、「入札（見積）結果」により公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

④ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

低入札価格調査の要領及び結果の概要の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）ニ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 「低入札価格調査結果」により公表している。 

今後の予定 － 

調査の結果 適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を

乱す恐れがないと判断した経緯についての記載は、形

式的な内容にとどまっている。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  123 

 

⑤ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

公募型指名競争入札を行った場合における以下の事項の公表 

○イ  入札に参加しようとした者の商号等 

○ロ  指名されなかった者の商号等 

○ハ  指名しなかった理由 

根拠法令等 指針第２ １（１）ホ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市の定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 公募型指名競争入札は実施していない。同じ効果を持

つ入札方法として、技術資料提出型一般競争入札を採

用している。 

今後の予定 － 

調査の結果 － 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑥ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

入札監視委員会に関する以下の事項の公表 

○イ  任務、委員構成、運営方法その他の当該機関の設置及び運営に関すること 

○ロ  当該機関において行った審議に係る議事の内容 

根拠法令等 指針第２ １（１）へ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会設置要綱 

静岡市入札監視委員会運営要領 第４ 外 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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⑦ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

苦情処理の方策に関する以下の事項の公表 

○イ 苦情の申出の窓口 

○ロ 苦情の処理手続その他の苦情処理の方策に関すること 

○ハ 苦情を申し出た者の名称、苦情の内容及びその処理の結果 

根拠法令等 指針第２ １（１）ト 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会運営要領 第３、第４ 

静岡市建設工事請負契約における入札及び契約の過程

並びに工事成績の評定に関する苦情処理要綱 

実施の状況 実施している。（○ハについては、事例なし）ただし、指

名されなかった者からの苦情申立の窓口が明確になっ

ていない。 

今後の予定 指名されなかった者からの苦情申出の窓口が明確にな

るように検討する。 

調査の結果 指名されなかった者からの苦情申出の窓口が明確にさ

れていない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

⑧ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名停止に関する以下の事項の公表 

○イ  指名停止を受けた者の商号等 

○ロ  指名停止の期間及び理由 

根拠法令等 指針第２ １(１)チ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第８条 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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⑨ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事の監督・検査に関する基準の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）リ 

市
の
対
応 

公表の方法 ホームページ（契約課、条例・例規集） 

市が定めた要綱・要領等 静岡市工事検査実施要綱 

静岡市建設工事監督規程 

実施の状況 平成15年4月1日から実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑩ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事の技術検査に関する要領の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）ヌ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市工事検査実施要綱 

静岡市請負工事成績評定要領 外 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑪ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事の成績の評定要領の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）ル 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課ホームページ 

市が定めた要綱・要領等 静岡市請負工事成績評定要領 

実施の状況 平成15年11月１日から実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  126 

 

⑫ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

談合情報を得た場合の取扱要領の公表 

根拠法令等 指針第２ １(１)ヲ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札談合情報処理要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

⑬ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

施工体制把握のための要領の公表 

根拠法令等 指針第２ １（１）ワ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   イ 入札監視委員会の意見を適切に反映する方策に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

入札及び契約手続の運用状況等について報告を受けること 

根拠法令等 指針第２ １（２）イ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会設置要綱 

静岡市入札監視委員会運営要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

入札監視委員会の構成員が抽出した工事等に関し、落札者決定までの経緯について審議を

行うこと 

根拠法令等 指針第２ １（２）ロ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会設置要綱 

静岡市入札監視委員会運営要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 静岡市入札監視委員会設置要綱第４条第７項で原則公

開とされているが、開催日時等についての情報が市民

に公開されていないこと等から、市民の会議への参加

実績はゼロである。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

上記①②の事務に関する以下の事項 

○イ  上記①②の結果、不適切な点等があった場合に市長に意見の具申を行うこと 

○ロ  意見の具申があった場合に、市長はこれを尊重し必要な措置を行うこと 

根拠法令等 指針第２ １（２）ハ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会設置要綱 

静岡市入札監視委員会運営要領 

実施の状況 平成17年３月28日付で意見の具申があったが、それに

対する措置の状況の報告は口頭による説明にとどまっ

ている。 

今後の予定 － 

調査の結果 入札監視委員会からの意見の具申に対する措置状況の

報告については、口頭説明のみによるため実施の有無

を確認できない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  
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 （２）公正な競争の促進に関する事項 

   ア 公正な競争を促進するための入札及び契約の方法の改善に関すること 

 【一般競争入札の拡大等】 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

一般競争入札を拡大すること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）① 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市制限付一般競争入札実施要綱 

静岡市建設工事の請負契約に係る入札参加者の選定に

関する基準 

実施の状況 競争入札全体のうち、件数で50％程度 

今後の予定 特に拡大する予定はない。 

調査の結果 市のルールでも一般競争入札が原則とされていること

を考えると、数値目標が50％でとまっている現状は疑

問である。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名基準の策定・公表を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ２（１）① 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事の請負契約に係る入札参加者の選定に

関する基準 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名業者の事後（入札後）公表を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ２（１）① 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 事前（入札前）公表 

今後の予定 平成19年８月１日から事後（入札後）公表とする。 

調査の結果 特に問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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 【総合評価の拡充等】 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

総合評価方式の導入を進め、その拡大を図ること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）② 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 平成18年度11件 

今後の予定 平成19年度は30件程度を予定しており、その結果を踏

まえて次年度以降の実施件数を検討する。 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

総合評価型結果の公表については、透明性・公正性の観点から徹底すること 

評価方法、落札者決定等について学識経験者の意見を反映するための方策を講ずること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）② 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市総合評価競争入札試行要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

以下のような入札・契約方式の導入を検討すること 

○イ  入札時ＶＥ方式 

○ロ  契約時ＶＥ方式 

○ハ  設計・施工一括発注方式 

根拠法令等 指針第２ ２（１）② 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 ○イ  ○ロについては実施していない。 

○ハについては平成18年度において実施済み 

今後の予定 ○イ  ○ロについては導入を検討する。 

調査の結果 特に問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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 【適切な競争参加資格の設定等】 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

競争参加資格の設定については、工事実績、工事成績等の企業情報を活用すること 

地域要件の設定は、過度に競争性を低下させるような運用とならないように留意すること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）③ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事の請負契約に係る入札参加者の選定に

関する基準 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 【共同企業体について】 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

共同企業体運用基準の策定及び公表を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ２（１）④ 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事共同企業体取扱要綱 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 【その他】 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

設備工事に係る分離発注の活用に努めること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）⑤ 

市
の
対
応 

公表の方法  

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 努めている。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  131 

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事完成保証人制度を廃止すること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）⑤ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 平成８年４月１日付で廃止している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

契約保証金等による履行保証を適切に行うこと 

根拠法令等 指針第２ ２（１）⑤ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市契約規則 第35条 

静岡市建設工事執行規則 第12条 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

④ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

入札時に工事費内訳書の提出を求めること 

談合の疑いがある場合には、原則として工事費内訳書の提出を求めること 

根拠法令等 指針第２ ２（１）⑤ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事入札心得 

静岡市入札談合情報処理要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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⑤ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

予定価格の設定に当たって、いわゆる歩切りを行わないこと 

根拠法令等 指針第２ ２（１）⑤ 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 歩切りはしていない。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   イ 入札及び契約の過程に関する苦情を適切に処理する方策に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

苦情処理に関する手続、体制等を明確に定め、それを公表すること 

根拠法令等 指針第２ ２（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事請負契約における入札及び契約の過程

並びに工事成績の評定に関する苦情処理要綱 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

一般競争入札の参加資格を得られなかった者から、その資格がある旨の申出があった場合

に、その内容を検討し、回答すること 

根拠法令等 指針第２ ２（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事請負契約における入札及び契約の過程

並びに工事成績の評定に関する苦情処理要綱 

実施の状況 事例としてはない。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名競争入札において、指名されなかった者から指名されなかったことについての苦情が

あった場合に、その申出の内容を検討し、回答すること 

根拠法令等 指針第２ ２（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事請負契約における入札及び契約の過程

並びに工事成績の評定に関する苦情処理要綱 

実施の状況 稀にあるが、その場での簡単な口頭説明で解決してい

る。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

④ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

総合評価方式において、落札者とならなかった者から落札者とならなかったことについて

の苦情があった場合に、その申出の内容を検討し、回答すること 

根拠法令等 指針第２ ２（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 なし 

実施の状況 制度として整備されていない。 

今後の予定 制度として整備することを今後検討する。 

調査の結果 総合評価方式における苦情処理の制度が整備されてい

ない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

⑤ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名停止措置を受けた者から、指名停止措置についての不服があるとの申出があった場合

に、その申出の内容を検討し、回答すること 

根拠法令等 指針第２ ２（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 なし 

実施の状況 制度として整備されていない。 

今後の予定 制度として整備することを今後検討する。 

調査の結果 指名停止措置における苦情処理の制度が整備されてい

ない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  
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⑥ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

上記②～⑤の説明等に不服がある場合には、入札監視委員会等が対応する仕組みとなって

いること 

根拠法令等 指針第２ ２（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会設置要綱 

静岡市入札監視委員会運営要領 

実施の状況 上記④⑤については、制度として整備されていない。 

今後の予定 制度として整備することを今後検討する。 

調査の結果 上記④⑤については、再苦情処理の制度が整備されて

いない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 （３）不正行為の排除の徹底に関する事項 

   ア 談合情報への対応に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

談合情報に対応するための処理手続、体制等についての要領を策定し、公表すること 

根拠法令等 指針第２ ３（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市公正入札調査委員会要領 

静岡市入札談合情報処理要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

談合情報があった場合に、次のような手続を実施するなどして、入札執行時及び入札後の

審査内容の充実に努めること 

○イ 工事費内訳書の確認 

○ロ 入札結果の事後的、統計的分析 外 

根拠法令等 指針第２ ３（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札談合情報処理要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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   イ 一括下請負等建設業法違反への対応に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

現場の施工体制の把握のための要領を策定し、公表すること 

根拠法令等 指針第２ ３（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   ウ 不正行為の排除のための捜査機関等との連携に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

暴力団関係企業の排除のために、警察本部との連携、情報交換を十分に行うこと 

根拠法令等 指針第２ ３（３） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市発注の公共工事等からの暴力団及びその関係者

排除連絡会議設置要領 

静岡市工事請負契約等に係る暴力団及び関係者排除措

置要領 

実施の状況 協定書を交わした時点で会議を開催して以来、会議の

開催実績はない。（定期的な交流はない） 

暴力団関係の情報の照会を警察に対して行っている。 

今後の予定 － 

調査の結果 平成12年12月12日を最後に、警察に対する情報の照会

も行われていない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  
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   エ 不正行為が起きた場合の厳正な対応に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名停止基準を策定し、公表すること 

根拠法令等 指針第２ ３（４） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市工事請負契約等に係る指名停止等措置要綱 

静岡市工事請負契約等に係る指名停止等措置要綱の取

扱について（通知） 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

指名停止措置を行った場合に以下の事項を公表すること 

○イ  指名停止を受けた者の商号等 

○ロ  指名停止の期間及び理由等 

根拠法令等 指針第２ ３（４） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第８条 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

契約締結時において、違約金特約条項を特約すること 

根拠法令等 指針第２ ３（４） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事執行規則第56条 

静岡市建設工事請負契約約款第43条 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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④ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

違約金特約条項の設定に当たっては、合理的な根拠に基づく適切な金額を定めること 

根拠法令等 指針第２ ３（４） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 契約金額の10／100に設定。設定当初、他の自治体の事

例等を参考に当該比率に決定した。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   オ 談合に対する発注者の関与の防止に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

職員に対し、入札及び契約に関する法令等についての知識を習得させるための教育・研修

を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ３（５） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 課長研修（年１回） 

事務取扱者に対する説明会（年１回） 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 (４) 適正な施工の確保に関する事項 

   ア 施工状況の評価の方策に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

技術検査や工事の施工状況の評価（工事成績評定）を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ４（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市工事検査実施要綱 

静岡市請負工事成績評定要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事成績評定について要領を定め、公表すること 

根拠法令等 指針第２ ４（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市請負工事成績評定要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事成績評定の結果について、通知・公表を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ４（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口 

市が定めた要綱・要領等 静岡市請負工事成績評定要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

④ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事成績評定の結果について苦情があった場合の処理手続、体制等を整備すること 

根拠法令等 指針第２ ４（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市入札監視委員会運営要領 第３ 

静岡市建設工事請負契約における入札及び契約の過程

並びに工事成績の評定に関する苦情処理要綱 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  139 

   イ ダンピング防止に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

低入札価格調査において、指針第２ ４(２)イ～リに関する調査を適切に行うこと 

根拠法令等 指針第２ ４（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市低入札価格調査試行要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 調査が詳細に、そして網羅的に行われていない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

低入札価格調査についての要領を策定し、公表すること 

根拠法令等 指針第２ ４（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市低入札価格調査試行要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

低入札価格調査の結果を公表すること 

根拠法令等 指針第２ ４（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課ホームページ 

市が定めた要綱・要領等 情報公開要綱 第５条 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 低入札価格調査の結果、何が問題点で、市がどのよう

な判断を下したかについての情報公開が不徹底 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  

 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  140 
 

④ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

入札辞退の自由を確保すること 

根拠法令等 指針第２ ４（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事入札心得 第３項 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   ウ 施工体制の把握の徹底に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事の監督又は検査の基準を策定し、公表すること 

根拠法令等 指針第２ ４（３） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事監督規程 

静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

上記①の基準は、指針第２ ４（３）イ～ハの内容を充足すること 

根拠法令等 指針第２ ４（３） 

市
の
対
応 

公表の方法 契約課窓口、契約課ホームページ、その他 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 請負代金が2,500万円以上の工事及び下請契約の請負

代金の合計額が3,000万円以上の工事について実施し

ている。 

今後の予定 － 

調査の結果 静岡市建設工事施工体制点検要領 第７項では、請負代

金額が2,500万円未満の工事については別に定める旨

を規定しているが、その定めはない。また、下請契約

の請負代金の合計額が3,000万円未満のものについて

は、何ら規定がない。 

「指摘事項」又は「意見」の記載 指摘事項  
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 （５）その他 

   ア 不良・不適格業者の排除に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

入札参加者の選定及び落札者の決定にあたって、発注者支援データベースの活用により技

術者の専任制の確認を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ５（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 必要に応じ確認している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

② 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事の施工に当たって、施工体制台帳の提出や施工体系図の掲示を確実に行わせること 

工事着手前に監理技術者資格者証の確認を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ５（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事執行規則 第22条 

静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

 

③ 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

工事現場の立入点検を行うこと 

根拠法令等 指針第２ ５（１） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事監督規程 

静岡市建設工事施工体制点検要領 

工事現場等における施工体制チェックリスト記入要領 

実施の状況 実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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   イ 受注者のＩＳＯ規格の活用に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

受注者のＩＳＯ規格の取得の促進を図ること 

根拠法令等 指針第２ ５（２） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 静岡市建設工事入札参加者取扱要綱 第４条 

実施の状況 入札参加者認定において、主観的事項の数値にISOの取

得状況を加点している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   ウ 入札及び契約のＩＴの推進に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

電子入札システムの導入等、入札及び契約事務のＩＴ化を推進すること 

根拠法令等 指針第２ ５（３） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 平成19年度から、随意契約を除く全ての入札で電子入

札を実施する。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

   エ 発注者間相互の連絡、協調体制の強化に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

発注者間相互の連絡、協調体制の強化に努めること 

根拠法令等 指針第２ ５（４） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 中部地方公共工事契約業務連絡協議会、静岡県公共工

事契約業務連絡協議会に参加し、定期的に調整会議を

実施している。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  
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   オ 企業選定のための情報サービスの活用に関すること 

① 措置を講ずるよう努めることが求められている事項 

発注者支援サービスを積極的に活用すること 

根拠法令等 指針第２ ５（５） 

市
の
対
応 

公表の方法 － 

市が定めた要綱・要領等 － 

実施の状況 発注の際、技術者や工事施工実績等の確認を実施して

いる。 

今後の予定 － 

調査の結果 問題なし 

「指摘事項」又は「意見」の記載 －  

Ｂ 各部における工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の状況 

 １ 農林水産部 

 （１）工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の契約件数及び金額の推移 

   ア 工事請負費 

    ① 工種別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の工種別の件数及び金額の推

移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
内容 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 土木工事一式 105 1,453,259 84 1,604,669 91 1,819,630 

２ 舗装工事 11 55,148 15 76,352 14 92,868 

３ 水道施設工事 － － － － 1 87,500 

４ その他 － － 2 16,700 2 39,330 

合 計 116 1,508,407 101 1,697,721 108 2,039,328 

     ○件数、金額共に「土木工事一式」が大きな割合を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の契約方法別の件数及び金額

の推移は、次のとおりである。 
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（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 20 155,702 14 97,689 19 135,696 

技術資料提出型 5 459,230 5 711,300 6 851,498 

総合評価型 － － － － 1 46,700 

小 計 25 614,932 19 808,989 26 1,033,894 

指名競争入札 91 893,475 81 886,932 79 962,654 

合 計 116 1,508,407 100 1,695,921 105 1,996,548 

単独随意契約 － － 1 1,800 3 42,780 

総合計 116 1,508,407 101 1,697,721 108 2,039,328 

     ○一般競争入札が行われる割合が増加しているものの、入札全体に占める割合

は25％程度である。（一般競争入札は積極的に行われていない。） 

     ○単独随意契約は、ほとんど行われていない。 

    ③ 農林水産部において、一般競争入札が少ない理由 

      治山林道課の主な工区となる静岡北部地区は、山間部のため、工区周辺に工

事を請け負うことができる業者が尐ない。そのため、一般競争入札を実施した

場合、工区の地理的遠隔性から入札に参加しようと考える業者が尐なく、場合

によっては入札が不成立になるケースがある（Ｐ152の①（ⅰ）のケースを参照）。 

      このように、工区によっては、一般競争入札では入札が成立しない状況が想

定され、一般競争入札を行うことにより、かえって入札業務が非効率になる可

能性がある。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 業務別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託業務の種類別の契約件数及び金額の

推移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
業 務 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 測量 15 26,104 11 27,528 5 17,142 
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２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
15 73,820 13 95,890 17 59,430 

３ その他 2 1,310 3 7,430 1 9,100 

合 計 32 101,234 27 130,848 23 85,672 

     ○件数、金額共に「土木関係建設コンサルタント」が大きな割合を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の契約方法別の件数及び金額の推

移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
契約方法 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一般競争入札 － － － － － － 

指名競争入札 24 68,174 18 93,628 22 80,672 

合 計 24 68,174 18 93,628 22 80,672 

単独随意契約 8 33,060 9 37,220 1 5,000 

総合計 32 101,234 27 130,848 23 85,672 

     ○一般競争入札は実施されていない。 

 （２）入札の状況の概要 

   ア 工事請負費 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における工事請負費の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の

状況は、次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 19 5.1 13 2 81.11 96.02 71.17 

技術資料提出型 6 5.3 9 3 86.19 94.83 56.21 

総合評価型 1 3.0 3 3 83.49 83.49 83.49 

小 計 26 5.0 13 2 82.37 96.02 56.21 

指名競争入札 79 7.0 12 2 94.53 98.10 72.90 

合 計 105 6.5 13 2 91.52 98.10 56.21 

単独随意契約 3    97.28 98.11 96.74 
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     ○平均落札率については、指名競争入札94.53％に対し、一般競争入札82.37％

と約12ポイントの開きがある。（一般競争入札の効果が顕著である。） 

     ○入札参加業者数の平均と落札率の平均について、一般競争入札と指名競争入

札を比較すると、次のとおりである。 

 一般競争入札 指名競争入札 

落札率の平均 82.37％ 94.53％ 

入札参加業者数の平均 5.0 7.0 

       指名競争入札よりも平均落札率の低い（競争の厳しい）一般競争入札の方

が、入札参加業者数の平均が尐ない。 

     ○単独随意契約の落札率は高い水準にある。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の落札率の推移は次のとおり

である。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

入 
札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 68.91 81.11 81.11 

技術資料提出型 88.51 90.08 86.19 

総合評価型 － － 83.49 

小 計 72.83 83.47 82.37 

指名競争入札 95.23 94.65 94.53 

合 計 90.41 92.52 91.52 

単独随意契約 － 95.94 97.28 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた契約方法別の契約

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

  格付等級指定型 19 1 2 2 3 11 － － － 
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入 
 

札 

 

一
般
競
争 

 
 

入
札 

技術資料提出型 6 － 3 2 － － － 1 － 

総合評価型 1 － － － 1 － － － － 

小 計 26 1 5 4 4 11 － 1 － 

指名競争入札 79 59 12 1 3 4 － － － 

合 計 105 60 17 5 7 15 － 1 － 

単独随意契約 3 3 － － － － － － － 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた工種別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 土木工事一式 88 49 16 5 7 11 － － － 

２ 舗装工事 14 10 － － － 4 － － － 

３ その他 3 1 1 － － － － 1 － 

合 計 105 60 17 5 7 15 － 1 － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○指名競争入札において79件中59件（約75％）が落札率95％以上の落札率であ

る。一方、一般競争入札においては、95％以上で落札された工事は26件中１

件のみである。一般競争入札を実施した効果が顕著である。 

     ○工種別では、主たる工事である「土木工事一式」について、88件中49件（約

55％）が落札率95％以上である。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      平成18年度において、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度が適用され

た建設工事の入札件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 件数 割合 

低入札価格調査制度 1 1.0％ 

最低制限価格制度 6 5.7％ 

計 7 6.7％ 
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入札合計（全体） 105  

     ○ダンピング防止制度が適用された入札の件数は全体の約６％である。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た建設工事の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 20 － － 20 

     ○実施した指名競争入札のうち、約25％（79件中20件）において、入札辞退者

が１～２者出ているが、入札不成立となった事例はなかった。 

    ⑥ 一般競争入札において入札参加業者が極端に少ない入札の件数 

      平成16年度から平成18年度における一般競争入札のうち、入札参加業者が極

端に尐ない入札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札参加業者数 
入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 

件  数 3 3 7 

     ○一般競争入札のうち約４割（26件中10件）が、入札参加業者数が２～３者で

ある。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における委託料の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の状況

は次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

指名競争入札 22 3.6 7 2 94.02 98.29 82.63 

単独随意契約 1    93.98 93.98 93.98 

     ○平均落札率は工事請負費（94.53％）とほぼ同じ水準である。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度の委託料の落札率の推移は次のとおりである。 
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（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

指名競争入札 93.56 94.74 94.02 

単独随意契約 98.48 96.77 93.98 

     ○指名競争入札の落札率は、ほぼ横ばいに推移している。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた契約方法別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

指名競争入札 51 20 6 7 1 7 4 1 5 

単独随意契約 1 1 － － － － － － － 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた業務別の契約件数は次

のとおりである。 

（単位：件）  

 
業  務 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
16 5 8 2 1 － － － － 

２ その他 6 5 1 － － － － － － 

合 計 22 10 9 2 1 － － － － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○指名競争入札51件中20件は落札率95％以上で落札されている一方、50％未満

の極めて低い落札率も５件ある。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度がない。 
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    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た委託業務の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 1 － － 1 

 （３）入札の状況 その１…「競争性」の有無の視点 

   ア 高い落札率 

     平成18年度に実施された競争入札について、高い落札率の上位10件の入札の状

況は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

（単位：千円）  

 
工種 

入札
方法 
(注1) 

工事名 
入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 
土木

一式 
指名 東（奥ノ山）治山工事 7 5,759 5,650 98.10 

ⅱ 
土木

一式 
指名 農道北中村線改良工事 6 5,620 5,500 97.86 

ⅲ 
土木

一式 
指名 林道大島沢線開設工事 9 17,193 16.800 97.71 

ⅳ 
土木

一式 
指名 市林道東俣線改良工事 12 28,566 27,900 97.66 

ⅴ 
土木

一式 
指名 農道コンヤド線外１改良工事 7 9.740 9,500 97.53 

ⅵ 
土木

一式 
指名 飯間水路外２改良工事 4 2,320 2,260 97.41 

ⅶ 舗装 指名 農道町田２号線舗装工事 4 1,530 1,490 97.38 

ⅷ 
土木

一式 
指名 用宗漁港東岸壁舗装工事 7 5,446 5,300 97.31 

ⅸ 
土木

一式 
指名 有東木（後山）治山工事 7 6,681 6,500 97.29 
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ⅹ 
土木

一式 
指名 農道舟川４号線外２改良工事 2 3,240 3,150 97.22 

  （注１）指名…指名競争入札 

  （注２）入札参加者数は、指名競争入札については、入札辞退者数を含む。（以下同

じ） 

     ○落札率上位10件は、すべて指名競争入札である。 

     ○落札率上位10件をみると、比較的予定価格が尐額な入札において、落札率が

高くなるという傾向が見られる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料（全て指名競争入札） 

（単位：千円）  

 業務 

(注1) 
業務名 

入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 建築 
静岡市清水区漁業環境整備実施計画

策定業務委託 
5 9,258 9,100 98.29 

ⅱ 土木 
農道畑総用宗１号線外５測量調査業

務委託 
3 2,360 2,290 97.03 

ⅲ 土木 用宗漁港道路設計業務委託 3 2,880 2,780 96.52 

ⅳ 土木 奥仙俣地区農道測量・設計業務委託 3 2,740 2,640 96.35 

ⅴ 土木 
仮称農道久能尾線測量・設計業務委

託 
5 7,040 6,750 95.88 

ⅵ 測量 治山工事測量業務委託 3 828 792 95.65 

ⅶ 土木 
農道長田北西畑総幹線２号線測量調

査業務委託 
2 1,820 1,740 95.60 

ⅷ 測量 
農道白沢線外３路線用地測量業務委

託 
3 4,590 4,380 95.42 

ⅸ 測量 林道川島線外２用地測量業務委託 5 7,370 7,020 95.25 

ⅹ 測量 農道逆川線用地測量業務委託 3 1,260 1,200 95.23 

  （注１）建築…建築関係建設コンサルタント 土木…土木関係建設コンサルタント 

      測量…測量調査 

     ○Ｐ149の「③ 落札率の分布状況」に見られるとおり、落札率95％以上の入札
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は22件中10件あり、その10件が上記表に見られるとおりである。 

   イ 分割発注工事又は業務（１つの事業箇所（一連の業務）を分割して発注）にお

ける競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事のうち、

サンプル抽出したものは次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）大原処理区管路施設工事 

（単位：千円）  

 第一工区 第二工区 第三工区 

入札方法 技術資料提出型 指名競争入札 指名競争入札 

契約者（落札者） ＳＳ建設(株) ＫＡ建設(株) ＩＨ建設(株) 

予定価格 38,180 4,520 46,110 

落札価格 33,598 4,370 43,900 

落札率 87.99％ 96.68％ 95.20％ 

【入札参加業者（指名業者）の状況（注１）】 

全工区 － － － 

２つの工区 1 － 1 

１つの工区 5 4 11 

業者数合計 6 4 12 

  （注１）複数の工区に重複して指名されている（入札参加している）状況（以下同じ） 

    （（例）「全工区」…全ての工区に重複して指名されている（入札参加している）） 

     ○大原処理区管路施設工事については、第１工区のみ一般競争入札を実施して

おり、その他の工区については指名競争入札を実施している。当該工事の工

区が静岡市北西部であり、近隣に業者が尐なく、一般競争入札を実施するこ

とにより入札が不成立となる可能性があった。そこで、工事の完成期限が

迫っている第２工区及び第３工区については、入札が不成立になり、工期が

遅延することを懸念して指名競争入札を採用した。 

     ○各工区において入札参加業者が重複しないように配慮がなされていることが

うかがえる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 
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      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、分割発注されて

いる工事はない。 

   ウ ２年以上の期間にわたって行われる建設工事（委託業務）のうち、毎年入札・

契約が行われる工事（業務）における競争性 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）林道桂山線開設工事 

（単位：千円）  

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 指名競争入札 

契約者（落札者） ＨＭ工業(株) ＨＭ工業(株) ＨＭ工業(株) 

予定価格 19,300 30,300 37,900 

落札価格 18,700 28,720 36,750 

落札率 96.89％ 94.78％ 96.96％ 

【入札参加業者（指名業者）の状況（注１）】 

全期間 1 1 1 

２年度 1 1 2 

単年度 8 10 9 

業者数合計 10 12 12 

  （注１）複数の年度に重複して指名されている状況（以下同じ） 

    （（例）「全期間」…全ての期間において指名されている） 

  （注２）一年に複数回の工事が行われているものは、主な工事のみを記載している。 

    （ⅱ）林道高山線開設工事 

（単位：千円）  

 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 指名競争入札 

契約者（落札者） (株)ＭＺ組 (株)ＭＺ組 (株)ＭＺ組 

予定価格 26,300 33,500 35,200 

落札価格 23,200 32,600 34,100 

落札率 88.21％ 97.31％ 96.87％ 

【入札参加業者（指名業者）の状況】 
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全期間 3 3 3 

２年度 1 5 4 

単年度 8 4 5 

業者数合計 12 12 12 

    （（ⅰ）及び（ⅱ）について） 

     ○（ⅰ）及び（ⅱ）の工事については、指名競争入札を実施しているものの、

落札者が３年連続重複しているケースであり、入札における競争原理が適切

に機能していない可能性がある。そこで、指名競争入札を実施するにあたり、

競争原理を機能させるべく適切な指名業者選定作業を行っているか調査を

行った。 

 

     【指名業者選定の状況】 

      治山林道課における指名業者選定方法を簡便的に示すと以下のとおりであ

る。 

      ＳＴＥＰ１：一定のルールに基づき、建設工事の種類と予定価格の金額に

よって形式的に選定すべき業者数と業者の等級を決定する。 

      ＳＴＥＰ２：静岡市一円を７地区（平成19年度からは８地区）に区分し地区

内発注の選定軸とし、農林水産部において予め定められた各地

区選定割合表を用いて、ＳＴＥＰ１で決定した業者数をどの発

注地区から選定するか決定する。 

      ＳＴＥＰ３：発注地区における発注可能業者が複数存在する場合には、業者

の指名回数、技術員の人数、地域特性等の実質的な要件を勘案

し指名業者を選定する。 

      この方法によると、山間部の工事になると指名可能業者が尐ないため、等級

によっては毎年同一業者が指名業者として選定される可能性が高い。そのため、

（ⅰ）や（ⅱ）のケースのように毎年同一業者が指名され落札者となるケース

も存在するとのことである。 

      今回の事例については、業者の選定方法について競争原理を働かせるべく、

一定の配慮がなされているものの、結果的に３年連続同一業者が落札しており、

競争原理が有効に機能しているのかについて疑問の残るケースである。 
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 （４）入札の状況 その２…「過度の競争性」の有無の視点 

   ア 低入札価格調査の対象となった入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、入札価格が低入札価格調査制度におけ

る調査基準価格を下回り、調査の対象となった工事は次のとおりである。なお、

調査結果は「施工可能」である。 

   （ⅰ）大原処理区汚水処理施設機械設備工事 

（単位：円）  

入札の順位（注１） 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 87,500,000 56.21％ 

２位 103,000,000 66.16％ 

調査基準価格 103,774,000 66.66％ 

３位 148,000,000  

予定価格 155,660,000 

入札参加業者数 3者 
 

【低入札価格で入札した理由（注２）】 

（１）全国的に農業集落排水事業における処理施設（ＪＡＲＵＳ－ＸＩＶ）の実績

があり、静岡県内におけるシェアを伸ばしたかった。 

（２）継続して取引している代理店から、機械はある程度安く購入できるため、機

器費は静岡市設計金額より削減できる。 

（３）設計技術費、現場管理費、一般管理費の経費節減に努めた。安全費、品質管

理費についてはこの限りではない。 

  （注１）入札の順位は、入札金額の低い順である。（以下同じ） 

  （注２）インターネット等で公開されている内容である。（以下同じ） 

     ○低入札価格調査基準価格は予定価格の２/３となっていた。 

   イ 最低制限価格を下回る価格の入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、最低制限価格を下回る価格の入札が

あったケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）平成18年度 林道高山線改良（その２）工事 
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（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 11,829 71.98％ 

最低制限価格 11,836 72.03％ 

２位（落札価格） 12,240 74.48％ 

３位 12,324  

４位以下 （省略） 

予定価格 16,432 

入札価格の平均 13,624 

入札参加業者数 11者 

   （ⅱ）平成18年度 農道尾羽線改良工事 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 8,447 72.19％ 

２位～５位 （省略）  

６位 8,775 75.00％ 

最低制限価格 8,786 75.09％ 

７位（落札価格） 8,846 75.60％ 

８位以下 （省略）  

予定価格 11,700 

入札価格の平均 9,230 

入札参加業者数 13者 

 

   （ⅲ）平成18年度 農道尾羽線舗装工事 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 16,900 74.48％ 

最低制限価格 17,159 75.62％ 

２位（落札価格） 17,920 78.97％ 
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３位以下 （省略）  

予定価格 22,690 

入札価格の平均 20,060 

入札参加業者数 10者 

   （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

    ○最低制限価格は予定価格の70％台の水準に設定されている。 

     （低入札価格調査基準価格と異なり、その金額は変動する。） 

    ○落札価格、入札価格の平均、最低制限価格の関係は次のとおりである。 

ケース 入札価格の平均  落札価格  最低制限価格 

（ⅰ） 13,624,000 > 12,240,000 > 11,836,000 

（ⅱ） 9,230,000 > 8,846,000 > 8,786,000 

（ⅲ） 20,060,000 > 17,920,000 > 17,159,000 

     ・３ケースとも、「入札価格の平均」＞「落札価格」＞「最低制限価格」である。 

   ウ 極端に低い価格で入札があったケース…委託料のみ 

     委託料については、平成18年度に実施された指名競争入札において、落札率は

すべて80％を超えており、極端に低い価格で入札があったケースはなかった。 

 （５）入札の状況 その３…「その他の視点」 

   ア 多数の入札辞退者の出たケース（指名競争入札） 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、入札辞退者の出たケースはす

べて１～２者であり、多数の入札辞退者が出た事例はなかった。 

   イ 入札参加者が極端に少ないケース（一般競争入札）…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐ない

ケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）平成18年度 谷田（西山沢）治山工事 

予定価格 8,725,000円  
 

入札参加業者数 － 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

   （ⅱ）平成18年度 農道寺崎１号線外１舗装工事 
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予定価格 3,200,000円  
 

入札参加業者数 － 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

   （ⅲ）平成18年度 農道新田屋敷裏線改良工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 3,727,000 74.54％ 

１位 4,200,000 84.00％ 

２位 4,760,000  

予定価格 5,000,000 
 

入札参加業者数 2者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○入札参加者が尐なかったことについて、特に調査を実施していないため、不明

である。 

 （６）単独随意契約 

   ア 単独随意契約の理由等 

     農林水産部において、平成18年度の単独随意契約は工事請負費３件、委託料１

件であり、特に留意すべきものはなかったため、記載は省略する。 

 （７）契約変更 

   ア 契約変更の概要 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における契約方法別の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

  格付等級指定型 19 136 17 128 143 15 
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入 

札 

一
般
競
争 

 

入
札 

技術資料提出型 6 851 5 728 765 37 

総合評価型 1 47 － － － － 

小 計 26 1,034 22 856 908 52 

指名競争入札 79 963 72 922 981 59 

合 計 105 1,997 94 1,778 1,889 111 

単独随意契約 3 42 2 42 45 3 

総合計 108 2,039 96 1,820 1,934 114 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における主な工種の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 工  種 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 土木工事一式 91 1,820 80 1,610 1,709 99 

２ 舗装工事 14 93 14 93 105 12 

３ その他 3 126 2 117 120 3 

合 計 108 2,039 96 1,820 1,934 114 

     ○設計変更に伴う契約変更は、特に必要な場合等のほか行うことができないと

されているが（静岡市設計変更事務取扱要領）、上記のデータを見る限り、

相当の頻度で行われている。すなわち、契約変更が避けられない状況が頻繁

に発生していることが分かる。 

     ○入札を実施した案件のうち、89.5％（105件中94件）が設計変更を実施してい

る。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

指名競争入札 22 81 3 18 20 2 
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単独随意契約 1 5 － － － － 

合 計 23 86 3 18 20 2 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度の委託料の主な業務の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 測量 5 17 1 7 6 △1 

２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
17 60 2 11 14 3 

３ その他 1 9 － － － － 

合 計 23 86 3 18 20 2 

   イ 契約変更の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものか

らサンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）林道横山線開設工事 

（単位：円）  

当初契約金額（Ａ） 19,500,000  

変更後契約金額（Ｂ） 26,300,000 

変更増減額（Ｃ＝Ｂ－Ａ） 6,800,000 

増減率（Ｃ／Ｂ） 34.87％ 

【契約変更の理由】 

（第１回目…増減額6,800,000円（34.87％）） 

 実施にあたり掘削したところ、NO.74＋11.90からNO.79＋4.80付近において、岩塊

が多数確認され、施工の安全を考慮し計画線を変更する。また、Ｈ18年度道整備交

付金事業補助金の追加交付が承認されたことに伴い、工事延長を増工する。 

（第２回目） 

 工期の変更（内容については記載を省略） 

（第３回目） 
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 残土処分地として２箇所を予定していたが、１箇所地主の承諾が得られなかった

ため、処分地を変更し、残土運搬距離の延長に伴い工事延長を減工する。また、

NO.78＋5.4付近において谷川に待避所を施工する予定であったが、路肩が急峻であ

る通行の安全を確保し、待避所施工箇所を山側に変更する。 

     ○増減率が30％を超えていることから、原則は別途契約である。 

     ○林道の開設工事であり、毎年補助金の交付を受け林道の増長工事を行ってい

る。年度をまたぐ場合には、毎年入札を実施しているが、期中に追加交付を

行った場合は別途契約とすることなく、契約変更により対応している。 

    （ⅱ）林道楢尾智者山線開設工事 

（単位：円）  

当初契約金額（Ａ） 20,000,000  

変更後契約金額（Ｂ） 26,300,000 

変更増減額（Ｃ＝Ｂ－Ａ） 6,300,000 

増減率（Ｃ／Ｂ） 31.50％ 

【契約変更の理由】 

（第１回目…増減額5,533,000円（27.67％）） 

 平成18年度道整備交付金事業補助金の追加交付が承認されたことに伴い、工事延

長を増工する。 

（第２回目） 

 残土処分にあたり地権者と協議した結果、残土処分地の面積を広げることが可能

になったことに伴い、法尻に篭擁壁工、丸太柵工を施工し法面の安定を図る。 

（第３回目） 

 記載を省略 

（第４回目） 

 切土工実施にあたりNO.103＋10.8付近において崩土が発生したため、崩土処理工

を増設する。これに伴い、工事延長を減工する。また、種子吹付工について、切土

法面勾配が８分の箇所においては緩勾配であるため、在来種による緑地化が期待で

きることから、急勾配な崩土部のみ吹付を行う。 

    ○増減率が30％を超えていることから、原則は別途契約である。 
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    ○林道の開設工事であり、毎年補助金の交付を受け林道の増長工事を行っている。

年度をまたぐ場合には、毎年入札を実施しているが、期中に追加交付を行った

場合は別途契約とすることなく、契約変更により対応している。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      サンプル抽出した事例の中に、特に留意すべき事項がなかったことから、記

載を省略する。 

 ２ 都市計画部 

 （１）工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の契約件数及び金額の推移 

   ア 工事請負費 

    ① 工種別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の工種別の件数及び金額の推

移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
内容 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 土木工事一式 60 4,047,159 45 2,984,676 50 2,010,636 

２ 建築工事一式 5 143,345 1 17,700 4 1,017,250 

３ 舗装工事 12 571,424 8 280,790 11 339,190 

４ 造園工事 12 118,914 7 67,518 11 247,000 

５ その他 17 318,989 8 104,023 15 321,335 

合 計 106 5,199,831 69 3,454,707 91 3,935,411 

     ○件数、金額共に「土木工事一式」が大きな割合を占めている。（平成18年度は、

「建築工事一式」が金額的に大きな割合を占めている。） 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の契約方法別の件数及び金額

の推移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

  格付等級指定型 45 1,014,640 20 197,784 28 309,447 
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入 

札 

一
般
競
争 

 

入
札 

技術資料提出型 20 3,513,115 29 3,063,597 35 3,354,599 

総合評価型 － － － － 1 37,500 

小 計 65 4,527,755 49 3,261,381 64 3,701,546 

指名競争入札 38 622,376 17 186,036 27 233,865 

合 計 103 5,150,131 66 3,447,417 91 3,935,411 

単独随意契約 3 49,700 3 7,290 － － 

総合計 106 5,199,831 69 3,454,707 91 3,935,411 

     ○件数、金額共に、一般競争入札の割合が高い。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 業務別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託業務の種類別の契約件数及び金額の

推移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

 業 務 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 
補償関係 

コンサルタント 
58 204,380 56 193,060 67 206,771 

２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
38 356,560 25 294,790 22 159,370 

３ 測量 10 35,150 8 47,330 10 45,470 

４ その他 3 19,840 7 33,880 4 7,104 

合 計 109 615,930 96 569,060 103 418,715 

     ○件数、金額共に「土木関係建設コンサルタント」及び「補償関係コンサルタ

ント」が大きな割合を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の契約方法別の件数及び金額の推

移は次のとおりである。 
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（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一般競争入札 － － － － － － 

指名競争入札 103 570,780 88 444,470 98 409,095 

合 計 103 570,780 88 444,470 98 409,095 

単独随意契約 6 45,150 8 124,590 5 9,620 

総合計 109 615,930 96 569,060 103 418,715 

     ○一般競争入札は実施されていない。 

 （２）入札の状況の概要 

   ア 工事請負費 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における工事請負費の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の

状況は、次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

入 

札 
一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 28 8.2 22 2 78.98 96.54 69.99 

技術資料提出型 35 11.2 21 3 84.70 99.92 66.66 

総合評価型 1 5.0 5 5 69.97 69.97 69.97 

小 計 64 9.8 22 2 81.97 99.92 66.66 

指名競争入札 27 5.1 12 2 89.38 97.95 43.80 

合 計 91 8.4 22 2 84.16 99.92 43.80 

単独随意契約 －    － － － 

     ○平均落札率については、一般競争入札、指名競争入札ともに90％を下回る低

い水準となっている。（特に一般競争入札は、80％以下） 

     ○入札参加業者数の平均と落札率の平均について、一般競争入札と指名競争入

札を比較すると、次のとおりである。 

 一般競争入札 指名競争入札 

落札率の平均 81.97％ 89.38％ 

入札参加業者数の平均 9.8 5.1 
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      指名競争入札よりも平均落札率の低い（競争の厳しい）一般競争入札の方が、

入札参加業者数の平均が多い。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の落札率の状況は、次のとお

りである。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 74.77 78.57 78.98 

技術資料提出型 81.16 84.79 84.70 

総合評価型 － － 69.97 

小 計 76.73 80.65 81.97 

指名競争入札 93.00 90.43 89.38 

合 計 82.73 83.17 84.16 

単独随意契約 98.75 96.40 － 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた契約方法別の契約

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

入 
 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 28 1 2 2 6 16 1 － － 

技術資料提出型 35 4 11 2 4 13 1 － － 

総合評価型 1 － － － － － 1 － － 

小 計 64 5 13 4 10 29 3 － － 

指名競争入札 27 12 6 2 3 2 1 － 1 

合 計 91 17 19 6 13 31 4 － 1 

単独随意契約 － － － － － － － － － 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた工種別の契約件数
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は次のとおりである。（ただし、単独随意契約は除く。） 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 土木一式工事 50 4 5 1 8 29 3 － － 

２ 建築一式工事 4 － 3 1 － － － － － 

３ 舗装工事 11 3 4 1 1 1 1 － － 

４ 造園工事 11 6 4 － － 1 － － － 

５ その他 15 4 3 3 4 － － － 1 

合 計 91 17 19 6 13 31 4 － 1 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○工種別には、件数、金額ともに大きな割合を占める「土木工事一式」の落札

率（一般競争入札及び指名競争入札の合計）が60％～84.9％の間に集中して

いる（50件中40件）。「土木工事一式」以外の工事については、殆ど（41件中

27件）が90％以上の落札率となっている。（「土木工事一式」については、厳

しい競争が行われている状況がうかがえる。） 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      平成18年度において、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度が適用され

た建設工事の入札件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 件数 割合 

低入札価格調査制度 1 1.0％ 

最低制限価格制度 21 23.0％ 

計 22 24.1％ 

入札合計（全体） 91  

     ○ダンピング防止の制度が適用された入札の件数の割合は約25％にのぼり、こ

こでも厳しい競争が行われている状況がうかがえる。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た建設工事の入

札の件数は次のとおりである。 
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（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 8 1 － 9 

    ⑥ 一般競争入札において入札参加業者が極端に少ない入札の件数 

      平成16年度から平成18年度における一般競争入札のうち、入札参加業者が極

端に尐ない入札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札参加業者数 
入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 

件  数 2 1 3 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における委託料の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の状況

は次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

指名競争入札 98 3.84 7 2 92.39 98.79 24.65 

単独随意契約 5    96.68 99.62 94.81 

     ○指名競争入札の平均落札率は90％を超える水準となっている。（工事請負費と

比べて高い水準） 

     ○単独随意契約の平均落札率は高い。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度の委託料の落札率の状況は次のとおりである。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

指名競争入札 94.92 94.87 92.39 

単独随意契約 98.04 97.77 96.68 

     ○指名競争入札の落札率は、過去３年間下落傾向にある。 
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    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた契約方法別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

指名競争入札 98 55 32 1 4 1 3 1 1 

単独随意契約 5 4 1 － － － － － － 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた業務別の契約件数は次

のとおりである。（ただし、単独随意契約は除く。） 

（単位：件）  

 
業務 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 
補償関係 

コンサルタント 
63 32 22 1 4 1 3 － － 

２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
22 15 7 － － － － － － 

３ 測量 9 7 2 － － － － － － 

４ その他 4 1 1 － － － － 1 1 

合 計 98 55 32 1 4 1 3 1 1 

     ○落札率95％以上の入札件数が55件（約５割）ある。（競争性が有効に働いてい

るのか疑問である。） 

     ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度がない。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た委託業務の入

札の件数は次のとおりである。 
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（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 3 － － 3 

 （３）入札の状況 その１…「競争性」の有無の視点 

   ア 高い落札率 

     平成18年度に実施された競争入札について、高い落札率の上位10件の入札の状

況は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

（単位：千円）  

 
工種 

入札
方法 
(注1) 

工事名 
入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 管 技術 
静岡駅北口駅前広場機械設

備工事 
3 27,920 27,900 99.92 

ⅱ 造園 指名 
(仮称)丸子元宿緑地整備工

事 
7 6,666 6,530 97.95 

ⅲ 造園 指名 
賤機山公園転落防止柵設置

工事 
4 2,625 2,550 97.14 

ⅳ 舗装 格付 

大谷土地区画整理事業大谷

不動山前線外２路線舗装工

事 

5 4,858 4,690 96.54 

ⅴ 管 指名 
清水港線自転車歩行者専用

道花壇散水装置設置工事 
4 1,301 1,255 96.46 

ⅵ 造園 指名 (仮称)八幡公園整備工事 4 3,063 2,950 96.31 

ⅶ 造園 指名 
史跡片山廃寺跡環境整備工

事 
7 9,087 8,700 95.74 

ⅷ 造園 技術 (仮称)西川原公園整備工事 15 36,911 35,300 95.63 

ⅸ 舗装 技術 
静岡下島線(石田)街路築造

工事 
14 46,155 43,900 95.11 

ⅹ 

とび･

土木･

ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ 

指名 秋葉山公園整備その13工事 4 1,399 1,330 95.06 
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  （注１）指名…指名競争入札 技術…技術資料提出型制限付一般競争入札 

      格付…格付等級指定型制限付一般競争入札 

     ○「（２）入札の状況の概要」に見られるとおり、平均落札率は一般競争入札に

おいては81％台、指名競争入札においても89％台となっており低い水準にあ

ると思われるが、個別に見ていくと95％を超えるような高い落札率のものも

上記のとおり見受けられる。 

     ○落札率１位の工事は、３者による制限付一般競争入札の結果であるが、入札

参加業者３者のうち、１者の入札価格は予定価格に一致した金額である。予

定価格が事前公表されている状況を考えると、落札の意思について疑問を持

たざるを得ない。（詳細は、Ｐ175の「イ 入札参加者が極端に尐ないケース」

を参照） 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料（全て指名競争入札） 

（単位：千円）  

 業務 

(注1) 
業務名 

入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 測量 あさはた線用地測量業務委託 5 7,460 7,370 98.79 

ⅱ 補償 （都）羽衣海岸線物件調査業務委託 5 6,120 5,980 97.71 

ⅲ 補償 
市道昭府町８号線物件調査等業務委

託 
3 1,650 1,610 97.57 

ⅳ 補償 
辻町北脇線（八坂南）物件調査等業

務委託 
3 1,948 1,900 97.53 

ⅴ 土木 
日の出町押切線(大坪)測量及び設計

業務委託 
5 7,905 7,700 97.40 

ⅵ 測量 
大谷土地区画整理事業仮換地指定画

地標識杭設置業務委託 
3 3,807 3,700 97.18 

ⅶ 補償 
大谷土地区画整理事業建物等調査算

定(その２)業務委託 
5 7,226 7,000 96.87 

ⅷ 補償 
東静岡駅周辺土地区画整理事業建物

等調査(その５)業務委託 
5 8,571 8,300 96.83 
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ⅸ 土木 
大谷土地区画整理事業仮換地造成測

量設計業務委託 
7 10,940 10,580 96.70 

ⅹ 地質 
大谷土地区画整理事業土質調査業務

委託 
3 1,253 1,210 96.56 

  （注１）土木…土木関係建設コンサルタント 補償…補償関係コンサルタント 

      地質…地質調査 測量…測量調査 

     ○Ｐ168の「③ 落札率の分布状況」に見られるとおり、落札率95％以上の入札

は全体の約５割強あり、その内上位10件が上記表に見られるとおりである。

例えば、落札率１位はその率が98％を超えており、競争性が有効に働いてい

るか疑問が持たれるケースである。 

   イ 分割発注工事（業務）（１つの事業箇所（一連の業務）を分割して発注）におけ

る競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事（委託業

務）のうち、サンプル抽出したものは次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

      平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事は、工

事請負費で３件が該当したが、特に留意すべき事項は見受けられなかったこと

から記載を省略した。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）日の出町押切線（大坪）工損調査業務委託 

（単位：円）  

 その１業務 その２業務 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 

業務の種類 補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ 

契約者（落札者） (株)ＫＫセンター (株)ＫＫセンター 

予定価格 5,090,000 2,124,000 

落札価格 4,900,000 2,050,000 

落札率 96.27％ 96.52％ 

指名業者数 5者 3者 

     ○「その１」業務を落札した者が「その２」業務も落札している。 
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     ○落札率はいずれも96％以上という高い落札率である。 

     ○「その２」業務の指名業者３者は、「その１」業務の指名業者５者の中に含ま

れている。 

   ウ ２年以上の期間にわたって行われる建設工事（委託業務）のうち、毎年入札・

契約が行われる工事（業務）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、１つの工事箇所（業務）を２年以

上にわたって行う建設工事（委託業務）（毎年 入札・契約）についてサンプル調

査を実施したが、特に留意すべき事項がなかったことから記載を省略した。 

 （４）入札の状況 その２…「過度の競争性」の有無の視点 

   ア 低入札価格調査の対象となった入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、入札価格が低入札価格調査制度におけ

る調査基準価格を下回り調査の対象となった工事のうち、サンプル抽出した事例

（１件）は次のとおりである。なお、調査の対象となった工事の調査結果は「施

工可能」である。 

   （ⅰ）静岡駅北口駅前広場昇降機工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 64,700,000 43.80％ 

調査基準価格 98,467,000 66.66％ 

２位 118,150,000  

３位 147,700,000 

他3者辞退、1者棄権 

予定価格 147,700,000 

入札参加業者数 7者 
 

【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事について、ＭＢ電機株式会社静岡支店を落札者

として決定した。 

     ○低入札価格調査基準価格は予定価格の２/３となっていた。 

     ○インターネット等で公開されている低入札価格調査結果は形式的な内容にと
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どまっている。 

   イ 最低制限価格を下回る価格の入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、最低制限価格を下回る価格の入札が

あったケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）静岡駅豊原町線水路付替工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 14,000,000 73.22％ 

２位 14,190,000 74.21％ 

最低制限価格 14,324,000 74.92％ 

３位（落札価格） 16,251,000 84.99％ 

４位以下 （省略）  

予定価格 19,119,000 

入札価格の平均 15,410,250 

入札参加業者数 4者 

   （ⅱ）渋川妙音寺線（上力）街路築造工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 45,110,000 72.96％ 

２位～３位 （省略）  

最低制限価格 47,265,000 76.45％ 

４位（落札価格） 51,930,000 83.99％ 

５位以下 （省略）  

予定価格 61,824,000 

入札価格の平均 52,737,750 

入札参加業者数 8者 

   （（ⅰ）～（ⅱ）について） 

    ○最低制限価格は予定価格の70％台の水準に設定されている。 

     （低入札価格調査基準価格と異なり、その金額は変動する。） 

    ○両ケースとも、最低制限価格を下回るような価格競争が行われているにも拘ら
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ず、落札価格は最低制限価格を大幅に上回っている。（予定価格に対する比率で

は、両ケースとも７ポイントから10ポイント上回っている。） 

   ウ 極端に低い価格で入札があったケース…委託料のみ 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、落札率が低いものからサンプ

ル抽出した事例（３件）は次のとおりである。 

   （ⅰ）（仮称）三保街道アクセス線土地評価業務委託 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 950,000 76.86％ 

１位 950,000 76.86％ 

３位 1,170,000  

予定価格 1,236,000 

入札価格の平均 1,023,333 82.79％ 

指名業者数 3者  

   （ⅱ）駿府公園第４工区坤櫓石垣復原工事現場監理業務委託 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 1,944,000 24.65％ 

２位 3,400,000  

予定価格 7,884,000 

指名業者数 2者 

   （ⅲ）駿府公園第４工区坤櫓石垣復原図作成業務委託 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 2,800,000 54.71％ 

２位 5,117,000  

予定価格 5,117,000 

指名業者数 2者 

 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  175 

   （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

    ○最低制限価格制度等のダンピング防止の制度のない委託業務については、激し

い価格競争が行われた場合、極端に低い価格での落札結果となる。 

 （５）入札の状況 その３…「その他の視点」 

   ア 多数の入札辞退者の出たケース（指名競争入札） 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の入札辞退者が出たケー

スのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）静岡駅北口駅前広場昇降機工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

調査基準価格 98,467,000 66.66％ 

１位（落札価格） 64,700,000 43.80％ 

予定価格 147,700,000  
 

入札辞退者数 3者  

入札棄権者数 1者  

指名業者数 7者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

     ○多数の入札辞退者が出た理由については、特に調査を実施していないため不

明である。 

     ○今回調査の対象とした平成18年度の都市計画部の入札では、多数の入札辞退

者が出たことによる入札不成立のケースはなかったが、入札辞退者が多数出

るような状況では、入札不成立の危険がつきまとうことになる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      設計、測量等の関連業務に係る委託料については、入札辞退者がでたケース

はなかった。 

   イ 入札参加者が極端に少ないケース（一般競争入札）…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐ない

ケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 
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   （ⅰ）静岡駅北口駅前広場機械設備工事（技術資料提出型制限付一般競争入札） 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 21,770,000 77.97％ 

１位 27,900,000 99.92％ 

２位 27,915,000 99.98％ 

３位 27,920,000 100.00％ 

予定価格 27,920,000  
 

入札参加業者数 3者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○入札参加者数が尐ない理由については、特に調査を実施していないため不明で

ある。 

    ○入札の順位３位の業者の入札価格は予定価格に一致している。現在、予定価格

が事前公表されていることを考えると、入札に参加した業者の落札の意思に疑

問を持たざるを得ない。（なお、入札順位２位の業者についても、入札価格の予

定価格に対する比率は99.98％であり、ほぼ100％である。） 

     ⇒競争性が有効に機能していない可能性が高い。 

 （６）単独随意契約 

   ア 単独随意契約の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものか

らサンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

      平成18年度において、単独随意契約は行われていなかった。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      サンプル抽出した事例の中に、特に留意すべき事項がなかったことから、記

載を省略する。 
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 （７）契約変更 

   ア 契約変更の概要 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の契約方法別の契約変更の状況は次のとお

りである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 28 309 25 266 278 12 

技術資料提出型 35 3,355 24 1,719 1,893 174 

総合評価型 1 38 1 38 36 △2 

小 計 64 3,702 50 2,023 2,207 184 

指名競争入札 27 233 15 91 94 3 

合 計 91 3,935 65 2,114 2,301 187 

単独随意契約 － － － － － － 

総合計 91 3,935 65 2,114 2,301 187 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の主な工種の契約変更の状況は次のとおり

である。 

（単位：百万円）  

 工  種 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 土木一式工事 50 2,011 40 1,715 1,883 168 

２ 建築一式工事 4 1,017 1 9 10 1 

３ 舗装工事 11 339 10 260 274 14 

４ その他 26 568 14 130 134 4 

合 計 91 3,935 65 2,114 2,301 187 

     ○設計変更に伴う契約変更は、特に必要な場合等のほか行うことができないと

されているが（静岡市設計変更事務取扱要領）、上記のデータを見る限り、
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相当の頻度で行われている。すなわち、契約変更が避けられない状況が頻繁

に発生していることが分かる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

指名競争入札 98 409 16 99 101 2 

単独随意契約 5 10 － － － － 

合 計 103 419 16 99 101 2 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の、主な業務の契約変更の状況は次のとおりで

ある。 

（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 
補償関係 

コンサルタント 
67 207 7 31 32 1 

２ 
土木関係建設 

コンサルタン 
22 159 5 40 39 △1 

３ 測量 10 46 3 27 28 1 

４ その他 4 7 1 1 2 1 

合 計 103 419 16 99 101 2 

     ○ 設計変更に伴う契約変更は、工事請負費に比べるとその頻度は低い。 

   イ 契約変更の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものか

らサンプル抽出して調査を実施したが、特に留意すべき事項がなかったことから、

記載を省略する。 
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 ３ 建築部 

 （１）工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の契約件数及び金額の推移 

   ア 工事請負費 

    ① 工種別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の工種別の件数及び金額の推

移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
内容 

平成16年度(注１) 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 建築工事一式 － － 68 4,839,771 66 5,177,629 

２ 管工事 － － 47 1,083,534 50 1,074,586 

３ 電気工事 － － 56 959,602 48 946,976 

４ 
とび・土工・ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ工事 
－ － 15 258,670 15 215,164 

５ 電気通信工事 － － 5 153,180 4 239,710 

６ その他 － － 23 199,525 23 213,923 

合 計 － － 214 7,494,282 206 7,867,988 

  （注１）16年度は、現土木部、現道路部と合わせて建設部として集計されており、該

当するデータを集計することができないため、記載を省略する。（以下同じ） 

     ○件数、金額共に「建築工事一式」「管工事」「電気工事」が大きな割合を占め

ている。（３工種の合計が全体に占める割合は、18年度においては、件数で

79.6％、金額で91.5％である。）なかでも、「建築工事一式」が全体に占める

割合は、件数で32.0％、金額で65.8％とその比重は大きい。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の契約方法別の件数及び金額

の推移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

  格付等級指定型 － － 58 593,295 57 666,375 
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入 

札 

一
般
競
争 

 

入
札 

技術資料提出型 － － 71 5,315,682 72 6,334,533 

総合評価型 － － － － 3 335,560 

小 計 － － 129 5,908,977 132 7,336,468 

指名競争入札 － － 74 1,484,677 67 497,520 

合 計 － － 203 7,393,654 199 7,833,988 

単独随意契約 － － 11 100,628 7 34,000 

総合計 － － 214 7,494,282 206 7,867,988 

     ○件数、金額ともに、一般競争入札の割合が高い。（一般競争入札が全体に占め

る割合は、18年度においては、件数で64.1％、金額で93.2％である。） 

     ○単独随意契約は、件数、金額ともに実施割合は極めて低い。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 業務別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託業務の種類別の契約件数及び金額の

推移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
業 務 

平成16年度(注１) 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 
建築関係建設 

コンサルタント 
－ － 28 193,207 41 173,653 

２ その他 － － 6 11,800 5 8,240 

合 計 － － 34 205,007 46 181,893 

     ○件数、金額共に「建築関係建設コンサルタント」が大きな割合を占めている。

（「建築関係建設コンサルタント」が全体に占める割合は、18年度において

は、件数で89.1％、金額で95.5％である。） 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の契約方法別の件数及び金額の推

移は次のとおりである。 
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（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一般競争入札 － － － － － － 

指名競争入札 － － 31 198,007 42 162,573 

合 計 － － 31 198,007 42 162,573 

単独随意契約 － － 3 7,000 4 19,320 

総合計 － － 34 205,007 46 181,893 

     ○一般競争入札は実施されていない。 

 （２）入札の状況の概要 

   ア 工事請負費 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における工事請負費の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の

状況は、次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

入 

札 
一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 57 7.2 17 2 90.66 97.60 76.46 

技術資料提出型 72 7.0 25 2 89.49 97.34 47.84 

総合評価型 3 3.7 6 2 83.32 95.55 59.46 

小 計 132 7.0 25 2 89.86 97.60 47.84 

指名競争入札 67 5.0 12 2 90.85 99.96 76.60 

合 計 199 6.4 25 2 90.19 99.96 47.84 

単独随意契約 7    95.80 99.69 82.19 

     ○一般競争入札の方が、入札参加業者は多い（入札参加業者数の平均は、一般

競争入札が7.0者、指名競争入札が5.0者である。）が、一般競争入札と指名

競争入札の平均落札率は、ともに約90％で、両者における平均落札率に差は

生じていない。 

     ○単独随意契約の平均落札率は、95.8％と極めて高い水準にある。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の落札率の状況については、
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平成16年度のデータがないため、記載を省略した。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた契約方法別の契約

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

入 
 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 57 13 25 7 4 8 － － － 

技術資料提出型 72 19 24 9 10 9 － － 1 

総合評価型 3 1 1 － － － － 1 － 

小 計 132 33 50 16 14 － － 1 1 

指名競争入札 67 22 22 6 6 11 － － － 

合 計 199 55 72 22 20 28 － 1 1 

単独随意契約 7 5 1 － 1 － － － － 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた工種別の契約件数

は次のとおりである。（ただし、単独随意契約は除く。） 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 建築工事一式 66 3 14 18 14 17 － － － 

２ 管工事 50 25 23 2 － － － － － 

３ 電気工事 48 17 25 1 2 3 － － － 

４ 
とび・土工・ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ工事 
15 3 6 1 2 3 － － － 

５ 電気通信工事 2 － － － － － － 1 1 

６ その他 18 7 4  2 5 － － － 

合 計 199 55 72 22 20 28 － 1 1 

  （注）単独随意契約は除く。 
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      ○一般競争入札、指名競争入札ともに、落札率90％以上のケースが３分の２

近くを占めている。（一般競争入札では、入札件数の62.9％、指名競争入札

では65.7％が、落札率90％以上である。） 

      ○「建築工事一式」の落札率は、95％以上が３件と尐なく、70％～94.9％の

間に満遍なく分散している。 

      ○「管工事」「電気工事」の落札率は、90％以上に集中している。（「管工事」

では、入札件数の96.0％、「電気工事」では87.5％が、落札率90％以上であ

る。） 

      ○「電気通信工事」の２件の落札率は、ともに59.9％以下である。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      平成18年度において、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度が適用され

た建設工事の入札件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 件数 割合 

低入札価格調査制度 2 1.0％ 

最低制限価格制度 14 7.0％ 

計 16 8.0％ 

入札合計（全体） 199  

     ○ダンピング防止の制度が適用された入札の件数は、１割に満たない割合であ

る。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た建設工事の入

札の件数は次のとおりである。（但し、以下の数字は、入札成立の件数であり、

入札不成立の件数を含まない。） 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 24 5 － 29 

 

    ⑥ 一般競争入札において入札参加業者が極端に少ない入札の件数 

      平成18年度における一般競争入札のうち、入札参加業者が極端に尐ない入札
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の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札参加業者数 
入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 

件  数 6 11 17 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における委託料の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の状況

は次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札価格／予定価格（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

指名競争入札 42 3.8 7 2 94.13 99.57 63.85 

単独随意契約 4    97.56 99.34 93.39 

     ○入札参加業者数の平均は、3.8者と尐ない。 

     ○指名競争入札の平均落札率は94.13％であり、高い水準にある。 

     ○単独随意契約の平均落札率は極めて高い。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の落札率の状況については、平成

16年度のデータがないため、記載を省略した。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた契約方法別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

指名競争入札 42 30 7 2 1 1 1 － － 

単独随意契約 4 3 1 － － － － － － 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた業務別の契約件数は次
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のとおりである。（ただし、単独随意契約は除く。） 

（単位：件）  

 
業務 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 
建築関係建設 

コンサルタント 
37 27 5 2 1 1 1 － － 

２ 地質調査 5 3 2 － － － － － － 

合 計 42 30 7 2 1 1 1 － － 

     ○入札件数42件中、30件が落札率95％以上に集中しており、落札率90％以上の

件数を合わせると、37件（全件数の88.1％）に達する。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度がない。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た委託業務の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 5 1 － 6 

 （３）入札の状況 その１…「競争性」の有無の視点 

   ア 高い落札率 

     平成18年度に実施された競争入札について、高い落札率の上位10件の入札の状

況は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

（単位：千円）  

 
工種 

入札
方法 
(注1) 

工事名 
入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 
建築 

一式 
指名 森下児童クラブ室設置工事 7 7,843 7,840 99.96 
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ⅱ 管 指名 
清水有度北保育園園舎耐震

補強衛生等工事 
4 2,792 2,780 99.57 

ⅲ 管 指名 

清水中矢部団地２号棟、清

水宮加三団地１号棟公共下

水切替工事 

4 3,159 3,100 98.13 

ⅳ 管 指名 

清水能島団地１、２、３、

４号棟・集会所ガス配管改

修工事 

12 24,680 24,200 98.05 

ⅴ 管 指名 
瀬名団地東新田西団地公共

下水切替工事 
4 2,062 2,020 97.96 

ⅵ 管 指名 梅ヶ島診療所空調改修工事 4 2,316 2,263 97.71 

ⅶ 電気 格付 
宮前岳美線外１路線照明灯

設置工事 
5 1,834 1,790 97.60 

ⅷ 
建築 

一式 
指名 

大里東児童クラブ室設置工

事 
4 3,684 3,593 97.55 

ⅸ 電気 格付 
中吉田瀬名線（玉木田）照

明灯設置工事 
7 1,267 1,235 97.47 

ⅹ 管 技術 
清水第六中学校体育館衛生

等工事 
3 4,213 4,101 97.34 

  （注１）指名…指名競争入札 技術…技術資料提出型制限付一般競争入札 

      格付…格付等級指定型制限付一般競争入札 

     ○「（２）入札の状況の概要」に見られるとおり、平均落札率は90％程度の水準

にあり、個別には、95％を超えるような高い落札率のものも見受けられる。 

     ○このような高い落札率が発生している状況は、競争性の視点から問題がある

ものと思われる。 

     ○（ⅰ）のケースでは、当初の指名業者数は７者であったが、その内の５者が

辞退したために、２者で入札が行われている。そして、その２者の内、第２

位の業者の入札価格は予定価格と同一の金額であった。この経緯から、第２

位の業者に落札の意思があったかについて、疑問を感じざるを得ない。（詳

細については、Ｐ191（ⅱ）を参照） 
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    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料（全て指名競争入札） 

（単位：千円）  

 業務 

(注1) 
業務名 

入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 建築 
西ヶ谷収集ｾﾝﾀｰ車庫棟耐震診断業務

委託 
3 467 465 99.57 

ⅱ 建築 
仮称 麻機地区複合施設建設工事設

計業務委託 
5 6,992 6,900 98.68 

ⅲ 建築 
清水天神町別館書庫耐震診断業務委

託 
3 1,730 1,700 98.27 

ⅳ 建築 
清水第四中学校校舎耐震補強工事設

計業務委託 
5 4,795 4,700 98.02 

ⅴ 建築 
農村環境改善センター耐震診断業務

委託 
3 491 480 97.76 

ⅵ 建築 
清水高部小学校校舎耐震補強工事設

計業務委託 
7 12,122 11,850 97.76 

ⅶ 建築 
中央公民館田代分館・中吉田分館耐

震診断業務 
3 1,091 1,065 97.62 

ⅷ 建築 
清水有度第一小学校校舎耐震補強工

事設計業務 
5 4,858 4,720 97.16 

ⅸ 建築 
清水総合運動場陸上競技場スタン

ド･水泳場管理棟耐震診断業務委託 
3 1,083 1,050 96.95 

ⅹ 建築 
大岩本町自動車車庫･緑ヶ丘町庁用

倉庫耐震診断業務委託 
3 1,394 1,350 96.84 

  （注１）建築…建築関係建設コンサルタント 

     ○既に述べたように、委託料の平均落札率は、指名競争入札において94.13％と

高く、上記のとおり、落札率上位10件の落札率は高い水準にある。 

   イ 分割発注工事（業務）（１つの事業箇所を分割して発注）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事（委託業

務）はなかった。 
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   ウ ２年以上の期間にわたって行われる建設工事（委託業務）のうち、毎年入札・

契約が行われる工事（業務）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、１つの工事箇所（業務）を２年以

上にわたって行う建設工事（委託業務）（毎年 入札・契約）はなかった。 

 （４）入札の状況 その２…「過度の競争性」の有無の視点 

   ア 低入札価格調査の対象となった入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、入札価格が低入札価格調査制度（予定

価格が１億５千万円以上の建設工事）における調査基準価格を下回り調査の対象

となった工事のうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。なお、調査の

対象となった工事の調査結果は全て「施工可能」であった。 

   （ⅰ）清水日本平運動公園球技場大型映像装置設置工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 196,900,000 47.84％ 

２位 230,000,000  

調査基準価格 274,334,000 66.66％ 

３位 287,000,000  

予定価格 411,500,000 

入札参加業者数 3者 
 

【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事についてＰＳＳ株式会社を落札者として決定し

た。 

   （ⅱ）静岡庁舎中央監視制御装置更新工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 37,760,000 59.46％ 

２位 38,100,000  

調査基準価格 42,334,000 66.66％ 
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予定価格 63,500,000  

入札参加業者数 2者 
 

【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事についてＦＴ株式会社静岡支社を落札者として

決定した。 

   （（ⅰ）～（ⅱ）について） 

    ○低入札価格調査基準価格は予定価格の２/３となっていた。 

    ○インターネット等で公開されている低入札価格調査結果の内容は、いずれの

ケースでも形式的であり、同じ内容にとどまっている。 

   イ 最低制限価格を下回る価格の入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、最低制限価格を下回る価格の入札が

あったケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）養護老人ホーム清水松風荘昇降機工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 18,320,000 71.98％ 

２位～３位 （省略）  

４位 20,300,000 

最低制限価格 20,358,000 79.99％ 

５位（落札価格） 21,600,000 84.87％ 

６位 22,900,000  

予定価格 25,450,000 

入札価格の平均 20,607,166 

入札参加業者数 6者 

入札辞退者数 1者 

    ○昇降機工事は他に２例ほどあったが、最低制限価格の予定価格に対する比率は

すべて79.99％であった。 
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   （ⅱ）清水第三中学校・清水袖師中学校防球ネット改修工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 17,759,000 70.00％ 

２位 19,790,000 78.00％ 

最低制限価格 20,294,000 79.99％ 

３位（落札価格） 22,000,000 86.71％ 

４位 24,500,000  

予定価格 25,370,000 

入札価格の平均 21,012,550 

入札参加業者数 4者 

    ○４者中２者が低い価格で入札しているにもかかわらず、最低制限価格以下で

あったことから、落札率は、最低制限価格の予定価格に対する比率を6.7％上回

る結果となっている。（最低制限価格を下回る入札を行う業者が複数存在するよ

うな厳しい価格競争の下にあっても、結果として高い落札率となるケースがあ

る。） 

   ウ 極端に低い価格で入札があったケース…委託料のみ 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、落札率が低いもの（落札率60％

以下）はなかった。 

 （５）入札の状況 その３…「その他の視点」 

   ア 多数の入札辞退者の出たケース（指名競争入札） 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の入札辞退者が出たケー

スのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）玉川キャンプセンター宿泊棟耐震補強工事 

指名業者すべてが入札辞退したため、入札不成立 
 

入札辞退者数 7者  

指名業者数 7者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 
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       この入札結果は、３回の発注が入札不成立になり、４回目の指名競争入札

で入札が成立したケースの２回目の指名競争入札の結果である。４回の入札

結果の状況は次のとおりである。 

      【第１回目】 

       技術資料提出型制限付一般競争入札を実施したが、入札参加者が１者で入

札不成立 

       予定価格…23,330,000円 

      【第２回目】 

       当初設計を変えず、第１回目に参加した１者を含めた７者を選定し、指名

競争入札で実施（上記表参照） 

      【第３回目】 

       設計内容を一部変更して、技術資料提出型制限付一般競争入札を実施した

が、入札参加者が１者で入札不成立 

       予定価格･･･24,530,000円 

      【第４回目】 

       ３回目の設計を変えず、前回参加した１者を含めた７者を選定し、指名競

争入札を実施した。その結果は、次のとおりである。 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 22,567,000 91.99％ 

予定価格 24,530,000  

入札参加業者数 7者 

     ○４回目の発注で入札が成立したケースである。業者にとって入札に参加する

魅力に乏しい工事であったことが理解できる。 

     ○全体として、競争性が働いていないとの印象が拭いきれない。 

    （ⅱ）森下児童クラブ室設置工事（指名競争入札） 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 7,840,000 99.96％ 

２位 7,843,000 100.00％ 
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予定価格 7,843,000  
 

入札辞退者数 5者  

指名業者数 7者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

     ○７者中、５者が入札辞退したため、２者による入札となっている。（入札不成

立となる可能性があった。） 

     ○２位の入札価格の予定価格に対する比率は100％である。（予定価格が事前に

公表されている状況では、２位の者に落札の意思があったかについて、疑問

を感じざるを得ない。） 

     ○結果として、落札率は99.96％と極めて高い水準にある。 

     ○全体として、競争性が働いていないとの印象が拭いきれない。 

    （ⅲ）大里東児童クラブ室設置工事（指名競争入札） 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 3,593,895 97.55％ 

２位 3,624,000 98.37％ 

予定価格 3,684,000  
 

入札辞退者数 2者  

指名業者数 4者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

     ○入札辞退による２者による入札、高い落札率等、（ⅱ）と同様の状況が見られ

るケースである。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）広野保育園耐震補強工事設計業務委託 

入札参加業者１者のため入札不成立 
 

入札辞退者数 2者  

指名業者数 3者  
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【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    （ⅱ）静岡衛生ｾﾝﾀｰ南部中継所投入棟上屋耐震補強計画策定業務委託 

入札参加業者１者のため入札不成立 
 

入札辞退者数 2者  

指名業者数 3者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

   イ 入札参加者が極端に少ないケース（一般競争入札）…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐ない

ケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）玉川キャンプセンター宿泊棟耐震補強電気工事（制限付一般競争入札） 

入札参加業者０者のため入札不成立 
 

予定価格 2,646,000円  
 

入札参加業者数 0者  
 

【入札不成立となった理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

     上記工事については、入札不成立後、指名競争入札が行われている。 

（単位：円）  

入札の順位等 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 2,540,000 95.99％ 

２位 2,580,000 97.50％ 

予定価格 2,646,000  
 

入札辞退者数 3者  

指名業者数 5者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○制限付一般競争入札を実施⇒入札不成立 

     その後、指名競争入札を実施 ⇒ ５者中３者辞退のケースである。 
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   （ⅱ）清水第六中学校体育館建築工事 

（単位：円）  

入札の順位等 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 188,000,000 86.40％ 

２位 215,000,000 98.81％ 

予定価格 217,600,000  
 

入札参加業者数 2者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○予定価格が２億円を超えるような大型工事でも、入札参加業者数が極めて尐な

い状況となっている。 

 （６）単独随意契約 

   ア 単独随意契約の理由等 

    ① 工事請負費 

      サンプル抽出した事例の中に、特に留意すべき事項がなかったことから、事

例としての記載を省略した。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      件数が４件と尐なく、また調査の結果、単独随意契約の理由も妥当と考えら

れるため、記載を省略した。 

 （７）契約変更 

   ア 契約変更の概要 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における契約方法別の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

 

一
般 入 

格付等級指定型 57 666 14 270 282 12 

技術資料提出型 72 6,334 20 2,278 2,314 36 
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入 

札 

競
争 

札 総合評価型 3 336 1 132 134 2 

小 計 132 7,336 35 2,680 2,730 50 

指名競争入札 67 498 16 179 187 8 

合 計 199 7,834 51 2,859 2,917 58 

単独随意契約 7 34 － － － － 

総合計 206 7,868 51 2,859 2,917 58 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における主な工種の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 工 種 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 建築工事一式 66 5,178 28 2,537 2,579 42 

２ 管工事 50 1,074 7 130 138 8 

３ 電気工事 48 947 6 67 69 2 

４ とび･土工･ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 15 215 5 60 63 3 

５ その他 27 454 5 65 68 3 

合 計 206 7,868 51 2,859 2,917 58 

      ○設計変更に伴う契約変更は、特に必要な場合等のほかは行うことができな

いとされているが（静岡市設計変更事務取扱要領）、平成18年度においては、

工事件数206件の内51件（24.8％）と相当の頻度で行われている。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

指名競争入札 42 163 5 30 25 △5 

単独随意契約 4 19 － － － － 

合 計 46 182 5 30 25 △5 
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    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における主な業務の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 
建築関係建設 

コンサルタント 
41 174 3 27 21 △6 

２ 地質調査 5 8 2 3 4 1 

合 計 46 182 5 30 25 △5 

     ○契約変更が行われている割合は、工事請負費と比べて低い水準にある。 

   イ 契約変更の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものに

ついてサンプル調査を行ったが、変更理由等に関して特に問題がなかったことか

ら、その内容等の記載を省略した。 

 ４ 道路部 

 （１）工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の契約件数及び金額の推移 

   ア 工事請負費 

    ① 工種別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の工種別の件数及び金額の推

移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
内  容 

平成16年度(注１) 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 土木工事一式 － － 213 5,185,112 217 7,727,154 

２ 
とび・土工・ｺﾝ

ｸﾘｰﾄ工事 
－ － 8 73,759 12 344,187 

３ 電気工事 － － 7 92,020 7 65,590 

４ 鋼構造物工事 － － 12 1,019,097 5 245,398 

５ 舗装工事 － － 87 1,021,213 112 1,620,430 

６ その他 － － 6 26,086 6 85,640 
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合 計 － － 333 7,417,287 359 10,088,399 

  （注１）平成16年度は、現土木部、現建築部と合わせて建設部として集計されており、

該当するデータを集計することができないため、記載を省略する。（以下同じ） 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の契約方法別の件数及び金額

の推移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 － － 97 822,460 33 244,417 

技術資料提出型 － － 43 3,172,213 17 3,716,088 

総合評価型 － － － － 2 111,500 

小 計 － － 140 3,994,673 52 4,072,005 

指名競争入札 － － 188 3,392,735 303 5,978,214 

合 計 － － 328 7,387,408 355 10,050,219 

単独随意契約 － － 5 29,879 4 38,180 

総合計 － － 333 7,417,287 359 10,088,399 

     ○単独随意契約の実施件数は、極めて尐ない。 

     ○平成18年度の一般競争入札の件数が、平成17年度に比べて著しく減尐（対前

年度比62.8ポイント減）している。ただし、金額的には、横ばい状態である。 

     ○指名競争入札は、件数、金額ともに著しく増加している。（件数の対前年度比

61.1ポイント増、金額の対前年度比76.２ポイント増） 

     ○一般競争入札と指名競争入札の２年間の件数の比較は次のとおりである。 

契約方法 
平成17年度 平成18年度 

件数 割合（％） 件数 割合（％） 

一般競争入札 140 42.7 52 14.6 

指名競争入札 188 57.3 303 85.4 

合 計 328 100.0 355 100.0 
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    ③ 一般競争入札の件数が大幅減、指名競争入札の件数が大幅増の理由 

     〈平成17年度の一般競争入札の状況〉 

       平成17年度の一般競争入札において、次のような状況が多く発生した。 

       ・入札参加業者が１者以下のため入札不成立となり、指名競争入札に変え

た事例など、入札参加業者数が尐ないケース 

        なお、平成17年度と平成18年度における入札参加者数が尐ないケース（入

札参加者数が０～３者）の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 合計 

平成17年度 7 11 20 38 

平成18年度 2 5 3 10 

       ・市道の工事では、仕様書に定める出来型管理図等の作成もできない業者

がいたケース 

       ・工事施工時において、地元とのトラブルに適切に対応できない業者がい

て、その対応に発注者が苦慮したケース 

 

     〈平成18年度での対応〉 

       比較的小規模な道路工事・舗装工事であっても高い管理体制が求められる

工事（注１）については、現場の安全管理･工程管理に信頼のおける業者を

指名することができる指名競争入札に移行した。 

      （注１）具体的には次のような工事 

        ・現場が複数工事等で集中し施工業者が錯綜する。 

        ・車両の交通量が多い、あるいは市街地にあっては人の通行量が多い。 

        ・地元調整が求められる。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 業務別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託業務の種類別の契約件数及び金額の

推移は次のとおりである。 
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（単位：千円）  

 
業  務 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
－ － 145 1,024,462 146 782,705 

２ 測量 － － 39 123,401 66 182,143 

３ 地質調査 － － 25 106,720 34 118,430 

４ 
補償関係 

コンサルタント 
－ － 36 141,061 35 185,618 

合 計 － － 245 1,395,644 281 1,268,896 

     ○件数、金額共に「土木関係建設コンサルタント」が大きな割合を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の契約方法別の件数及び金額の推

移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 
一般競争入札 － － － － － － 

指名競争入札 － － 238 1,378,021 276 1,073,346 

小 計 － － 238 1,378,021 276 1,073,346 

単独随意契約 － － 7 17,623 5 195,550 

合 計 － － 245 1,395,644 281 1,268,896 

     ○一般競争入札は実施されていない。 

 （２）入札の状況の概要 

   ア 工事請負費 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における工事請負費の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の

状況は、次のとおりである。 
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契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 33 7.9 25 2 77.99 98.01 70.00 

技術資料提出型 17 9.5 27 3 76.58 94.05 54.48 

総合評価型 2 5.5 9 2 93.90 94.60 93.21 

小 計 52 8.4 27 2 78.14 98.01 54.48 

指名競争入札 303 8.1 12 2 93.55 99.68 70.01 

合 計 355 8.2 27 2 91.29 99.68 54.48 

単独随意契約 4    97.74 99.59 94.67 

     ○指名競争入札の平均落札率は、93.55％と比較的高い水準にあるが、一般競争

入札の平均落札率は80％を下回る極めて低い水準となっている。 

     ○単独随意契約の平均落札率は、95％を上回る高い水準にある。 

     ○入札参加業者数の平均は、一般競争入札と指名競争入札との間で特に大きな

違いはない。 

    ② 落札率の推移 

      平成17年度及び平成18年度における工事請負費の落札率の状況は、次のとお

りである。なお、平成16年度についてはデータがないため記載を省略した。 

（単位：％）          

契約方法 平成17年度 平成18年度 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 79.96 77.99 

技術資料提出型 81.47 76.58 

総合評価型 － 93.90 

小 計 80.43 78.14 

指名競争入札 92.54 93.55 

合 計 87.37 91.29 

単独随意契約 95.46 97.74 

     ○一般競争入札は下落傾向に、指名競争入札は高い傾向に、落札率が推移して

いる。 
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    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた契約方法別の契約

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

入 
 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 33 2 － 5 3 23 － － － 

技術資料提出型 17 － 4 1 2 4 5 1 － 

総合評価型 2 － 2 － － － － － － 

小 計 52 2 6 6 5 27 5 1 － 

指名競争入札 303 161 103 10 8 21 － － － 

合 計 355 163 109 16 13 48 5 1 － 

単独随意契約 4 3 1 － － － － － － 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた工種別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 土木工事一式 214 109  53 8 5 34 4 1 － 

２ 
とび・土工・ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ工事 
12 1 6 1 2 2 － － － 

３ 電気工事 6 1 1 2 2 － － － － 

４ 鋼構造物工事 5 2 1 1 － － 1 － － 

５ 舗装工事 112 47 47 2 4 12 － － － 

６ その他 6 3 1 2 － － － － － 

合 計 355 163 109 16 13 48 5 1 － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○指名競争入札については、303件中161件（53.1％）が落札率95％以上である。 

     ○一般競争入札については、52件中33件（63.5％）が落札率80％未満に集中し
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ている。 

     ○工種別には、件数、金額ともに大きな割合を占める「土木工事一式」と「舗

装工事」の落札率（一般競争入札及び指名競争入札の合計）は、90.0％以上

の割合が高い。（落札率が90.0％以上の割合 土木工事一式：214件中162件

（75.7％）、舗装工事：112件中94件（83.9％）） 

     ○「土木工事一式」は、落札率90.0％以上のものが、75.7％ある一方で、落札

率が70.0％～79.9％と競争が厳しいものが、214件中34件（15.8％）もある。

（競争が厳しいものと、そうでないものとが二極化している。） 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      平成18年度において、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度が適用され

た建設工事の入札件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 件数 割合 

低入札価格調査制度 5 1.4％ 

最低制限価格制度 31 8.7％ 

計 36 10.1％ 

入札合計（全体） 355  

     ○ダンピング防止の制度が適用された入札の件数は、１割程度である。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た建設工事の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 48 5 1 54 

    ⑥ 一般競争入札において入札参加業者が極端に少ない入札の件数 

      平成18年度における一般競争入札のうち、入札参加業者が極端に尐ない入札

の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札参加業者数 
入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 

件  数 2 5 3 
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   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における委託料の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の状況

は次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

指名競争入札 276 3.6 10 2 94.99 98.59 57.91 

単独随意契約 5    93.96 96.43 91.30 

     ○指名競争入札の平均落札率は約95％であり、高い水準にある。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の落札率の状況については、

平成16年度のデータがないため、記載を省略した。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた契約方法別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

指名競争入札 276 179 86 8 － 1 1 1 － 

単独随意契約 5 3 2 － － － － － － 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた業務別の契約件数は次

のとおりである。 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 測量 65 46 18 1 － － － － － 

２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
143 98 39 4 － － 1 1 － 
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３ 地質調査 33 14 18 － － 1 － － － 

４ 
補償関係 

コンサルタント 
35 21 11 3 － － － － － 

合計 276 179 86 8 － 1 1 1 － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○指名競争入札においては、入札件数276件中179件（約65％）が落札率95％以

上に集中している。 

     ○いずれの業務でも、落札率90.0％以上の入札件数が、90％を超えている。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度がない。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た委託業務の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 2 － － 2 

 （３）入札の状況 その１…「競争性」の有無の視点 

   ア 高い落札率 

     平成18年度に実施された競争入札について、高い落札率の上位10件の入札の状

況は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

（単位：千円）  

 
工種 

入札
方法 
(注1) 

工事名 
入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 
土木

一式 
指名 

横砂東町横砂本町線地域環

境整備工事 
2 963 960 99.68 

ⅱ 
土木

一式 
指名 

大谷久能線外１道路改良工

事 
7 8,622 8,500 98.58 
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ⅲ 
土木

一式 
指名 

上土長尾線外２道路改良工

事 
9 14,748 14,500 98.31 

ⅳ 
土木

一式 
指名 

南大曲下２号線外１道路改

良工事 
7 13,735 13,500 98.28 

ⅴ 舗装 指名 仙俣線舗装工事 7 6,616 6,500 98.24 

ⅵ 
土木

一式 
指名 閑蔵線道路改良工事 7 9,881 9,700 98.16 

ⅶ 
土木

一式 
指名 

日立13号線外１道路改良工

事 
3 4,126 4,050 98.15 

ⅷ 
鋼構

造物 
指名 

（一）高瀬福士線歩道橋設

置工事 
3 4,739 4,650 98.12 

ⅸ 舗装 指名 曲金小鹿線舗装工事 6 10,299 10,100 98.06 

ⅹ 舗装 指名 
港町二丁目築地町１号線外

１舗装工事 
4 4,691 4,600 98.06 

  （注１）指名…指名競争入札 

     ○落札率上位10件は、すべて指名競争入札である。 

     ○予定価格が事前公表されている制度のもとで、98％を超えるような高い落札

率が発生している状況については、競争性の視点から疑問である。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料（全て指名競争入札） 

（単位：千円）  

 業務 

(注1) 
業務名 

入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 測量 有東木１号線外１測量業務委託 3 4,564 4,500 98.59 

ⅱ 土木 
興津東町谷津町二丁目線測量設計業

務委託 
3 2,040 2,010 98.52 

ⅲ 補償 
国吉田瀬名線建物調査その２業務委

託 
3 4,647 4,570 98.34 

ⅳ 測量 （主）山脇大谷線用地測量業務委託 5 6,104 5,980 97.96 

ⅴ 土木 
当初・変更・精算設計数量表及び図

面修正業務委託（その１） 
3 3,982 3,900 97.94 
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ⅵ 土木 
当初・変更・精算設計数量表及び図

面修正業務委託（その２） 
3 3,982 3,900 97.94 

ⅶ 土木 
船原二丁目一丁目１号線外２測量設

計業務委託 
3 1,675 1,640 97.91 

ⅷ 土木 
興津中町東町２号線外３測量設計業

務委託 
3 1,809 1,770 97.84 

ⅸ 測量 
長崎東名側道３号線外３用地測量業

務委託 
3 3,199 3,130 97.84 

ⅹ 土木 
（主）梅ヶ島温泉昭和線（中ノ郷工

区）測量設計業務委託 
5 6,950 6,800 97.84 

  （注１）土木…土木関係建設コンサルタント  測量…測量調査 

      補償…補償関係コンサルタント 

     ○落札率上位10件の落札率も高い水準にある。 

   イ 分割発注工事（業務）（１つの事業箇所を分割して発注）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事のうち、

サンプル抽出したものは次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）（主）南アルプス公園線（田代１号トンネル）緊急地方道災害防除工事 

（単位：千円）  

 平成17年度の国の補助事業

の未契約の繰越分 

平成18年度の補助事業 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 

入札時期 H18.8.25 H19.9.13 

契約者（落札者） (株)ＨＺ組 (株)ＨＺ組 

予定価格 53,992 62,619 

落札価格 50,100 58,200 

落札率 92.79％ 92.94％ 

業者数 12 12 

【指名業者の状況】 

２つの指名競争入札について、重複して指名されている業者は11者である。 
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【分割発注した理由】 

補助事業は、１年は繰り越せるが、両者を合算して大規模工事とした場合、工事進

捗に遅れが生じ事故による工事繰越が危惧されたため、予算年度別に工事発注し

た。 

     ○工事の進捗遅れを防ぐ観点から、分割発注しているが、２つの工事を、同一

業者が落札している。 

     ○２工区ともに指名されている業者が12者のうち11者である。 

      指名業者選定資料における、指名に際し考慮した点として、「本工事は、トン

ネル内部補修工という特殊資材を使用する特殊工事である。市内には施工実

績のある業者がいないので、トンネル補修工若しくは、トンネル工事に実績

のある大手業者から12者を選定する。」とされている。しかし、トンネル補

修工もしくは、トンネル工事に実績のある業者が、この12者しか存在しない

のかについては、具体的な選定過程の資料がないため、確認できない。 

    （ⅱ）（国）150号浜川大橋橋梁耐震補強工事 

（単位：千円）  

 その１ その２ 

入札方法 指名競争入札 単独随意契約 

入札時期 H18.9.22 H19.2.8 

契約者（落札者） ＳＷ工業(株) ＳＷ工業(株) 

予定価格 67,244 21,788 

落札価格 63,500 21,700 

落札率 94.43％ 99.59％ 

指名業者数 12  

【分割発注した理由】 

「その１」は、平成17年度繰越予算に基づく工事であるが、橋梁耐震補強工事の土

留、仮締切設置施工において、鋼矢板を圧入したところ、土質が予想以上に硬く、

打ち込み機械の変更が必要になったことにより、大幅な変更増となり、平成17年度

繰越予算額の中での執行が難しくなったこと、工期的に年度内までの完了が見込め

なくなったことにより、予算内で執行できる部分について、完成させることにした。

「その２」は、平成18年度予算により、平成17年度繰越予算執行以外の部分につい 
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て発注した。 

     ○本来であれば分割発注する必要のない工事であるが、大幅な変更工事となっ

たことから、予算内での執行が不可能となり、別予算での執行分について単

独随意契約で発注したものである。大幅な金額変更があった場合の変更工事

においても、通常、契約変更で対応しているが、下記の理由等により別途契

約での発注となった。（なお、単独随意契約の理由については、Ｐ220①（ⅰ）

を参照） 

     【契約変更で対応できなかった理由】 

      ・契約変更は平成17年度繰越予算の枠内でなければ執行できない。 

      ・契約変更で対応するためには、平成18年度中（平成17年度繰越予算の執行

期間）に工事が完了することが必要であったが、平成19年度まで工期が延

長することが確実であったため。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）（国）362号 羽鳥・安西拡幅工区（２期工区）物件調査業務委託 

（単位：千円）  

 その１ その２ その３ 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 指名競争入札 

入札時期 H18.5.11 H18.8.24 H19.3.8 

契約者（落札者） ＨＴエンジニア(株) ＨＴエンジニア(株) ＨＴエンジニア(株) 

予定価格 11,317 3,930 44,195 

落札価格 10,800 3,750 42,500 

落札率 95.43％ 95.41％ 96.16％ 

【指名業者の状況】 

全工区 3 3 3 

2つの工区 3 － 3 

1つの工区 1 － 4 

業者数合計 7 3 10 

【分割発注した理由】 

当初大型工場１件の建物調査･営業調査を最初に発注し、調査に入ったところ関係す

る権利者（借家人等）が３人いることが判明したため「その２」として営業調査他 
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を発注した。その後、他の箇所から予算が追加されることとなり、事業の進捗を図

るため「その３」として未調査箇所の物件調査を発注した。 

     ○３つの業務を、すべて同一業者が落札している。 

     ○３つの業務すべてに指名されている業者が、３者ある。 

     ○いずれの落札率も95％を超えており、高い水準にある。 

    （ⅱ）（国）362号 羽鳥・安西拡幅工区（２期工区）設計業務委託 

（単位：千円）  

 その１ その２ 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 

入札時期 H18.4.27 H18.9.15 

契約者（落札者） ＨＴエンジニア(株) ＨＴエンジニア(株) 

予定価格 9,353 10,369 

落札価格 9,000 9,850 

落札率 96.22％ 94.99％ 

【入札参加業者（指名業者）の状況】 

全工区 5 5 

1つの工区 － 2 

業者数合計 5 7 

【分割発注した理由】 

一般的な道路設計として発注後、構造計算が必要な道路構造物設計が必要であるこ

とが判明したため「その２」として発注した。 

     ○２つの業務を、同一業者が落札している。 

     ○２つの業務いずれも指名されている業者が５者ある。 

     ○落札率は95％程度又は95％を超えており、高い水準にある。 

    （ⅲ）静岡下島線物件補償調査業務委託 

（単位：千円）  

 その１ その２ その３ 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 指名競争入札 

入札時期 H18.6.22 H18.6.22 H18.6.22 

契約者（落札者） (株)ＳＲコンサル (株)ＳＲコンサル (株)ＳＲコンサル 
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予定価格 21,139 15,082 10,916 

落札価格 20,450 14,500 10,450 

落札率 96.74％ 96.14％ 95.73％ 

【入札参加業者（指名業者）の状況】 

全工区 3 3 3 

2つの工区 2 2 2 

1つの工区 2 2 2 

業者数合計 7 7 7 

【分割発注した理由】 

事業スケジュールの中で、同一年度内に用地補償費も執行しなければならず、早期

の用地交渉着手、契約へと進めたかったため、業務の早期完了を目的として、分割

発注をした。 

     ○業務の早期完了を目的として分割発注したものの、全ての業務を同一業者が

落札したケースである。しかも、落札率はいずれも95％を超えている。 

     （競争性が有効に働いたのか疑問である。） 

     ○指名業者の選定については次のような状況にある。 

      ・近隣地域に当該業務を受注できる業者数が限られているため、分割発注し

ても、結局、各工区に重複して指名される業者数が多くなる。 

      ・全工区にわたって指名する業者については、仮に全工区を受注しても業務

の遂行に問題ない業者を選定するなど、指名業者の選定に当たっては一定

の配慮がなされている。 

   ウ ２年以上の期間にわたって行われる建設工事（委託業務）のうち、毎年入札・

契約が行われる工事（業務）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、１つの工事箇所（業務）を２年以

上にわたって行う建設工事（委託業務）（毎年 入札・契約）のうち、サンプル抽

出したものは次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

      工事請負費についてサンプル調査を実施した結果、特に留意すべき事項は見

受けられなかったことから記載を省略した。 
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    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）静岡清水線物件（用地）調査業務委託 

（単位：千円）  

 平成17年度 

保交特委 第３号 

平成18年度 

保交特委 第１号 

平成18年度 

保交特委 第7号 

入札方法 指名競争入札 指名競争入札 指名競争入札 

入札時期 H17.10.13 H18.6.22 H19.3.22 

契約者（落札者） (株)ＫＣセンター (株)ＫＣセンター (株)ＫＣセンター 

予定価格 2,478 7,299 20,115 

落札価格 2,400 7,000 19,300 

落札率 96.85％ 95.90％ 95.94％ 

指名業者数 3 5 7 

【入札参加業者（指名業者）の状況】 

全業務 1 1 1 

２業務 1 5 4 

１業務 1 1 － 

業者数合計 3 7 5 

【３回にわたり段階的に発注している理由】 

当該委託業務は国庫補助事業であり、年度計画に基づき国の認証を受けて施工する

もので、用地買収と密接な関係がある。平成17年度保交特委第３号は平成17年度中

に用地買収している場所、平成18年度保交特委第１号は平成18年度に、保交特委第

７号は平成19年度に用地買収を予定している場所の物件調査である。 

     ○３つの業務を、すべて同一業者が落札している。 

     ○いずれの落札率も95％を超えており、高い水準にある。 

     ○全業務に指名されている１者は落札業者である。 

 （４）入札の状況 その２…「過度の競争性」の有無の視点 

   ア 低入札価格調査の対象となった入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、入札価格が低入札価格調査制度における調査

基準価格を下回り調査の対象となった工事のうち、サンプル抽出した事例は次のとおり

である。なお、調査の対象となった工事の調査結果は全て「施工可能」である。 
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   （ⅰ）（主）山脇大谷線道路改良工事（（仮称）賤機山トンネル） 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 1,170,000 54.48％ 

２位 1,285,000 59.84％ 

３位 1,290,000 60.07％ 

４位 1,420,000 66.12％ 

調査基準価格 1,431,593 66.66％ 

５位 1,520,000  

６位以下 （省略） 

予定価格 2,147,389 

入札参加業者数 9者 
 

【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事について、ＴＳ・ＳＷ・ＳＴ特定建設工事共同

企業体を落札者として決定した。 

   （ⅱ）（主）山脇大谷線道路改良工事（下２号橋上部工） 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 516,300 61.99％ 

２位 538,000 64.60％ 

３位 539,800 64.82％ 

４位 541,000 64.96％ 

調査基準価格 555,170 66.66％ 

５位 583,200  

６位以下 （省略） 

予定価格 832,754 

入札参加業者数 7者 
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【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事について、ＯＲ・ＫＹ特定建設工事共同企業体

を落札者として決定した。 

   （（ⅰ）～（ⅱ）について） 

    ○低入札価格調査基準価格は予定価格の２/３となっていた。 

    ○インターネット等で公開されている低入札価格調査結果の内容は、いずれの

ケースでも形式的であり、同じ内容にとどまっている。 

   イ 最低制限価格を下回る価格の入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、最低制限価格を下回る価格の入札が

あったケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）（国）150号清水バイパス道路改良工事（ブロック張工）  

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 49,777,000 74.49％ 

２位～５位 （省略）  

６位 49,980,000 74.80％ 

最低制限価格 50,559,000 75.67％ 

７位（落札価格） 57,000,000 85.31％ 

８位以下 （省略）  

予定価格 66,815,000 

入札価格の平均 56,184,000 84.08％ 

指名業者数 12者  

   （ⅱ）（国）150号清水バイパス標識設置工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 12,028,000 69.99％ 

１位 12,028,000 69.99％ 

３位～４位 （省略）  
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５位 12,888,000 75.00％ 

最低制限価格 12,934,000 75.27％ 

６位（落札価格） 16,100,000 93.69％ 

７位以下 （省略）  

予定価格 17,183,000 

入札価格の平均 14,049,000 81.76％ 

指名業者数 9者  

   （（ⅰ）～（ⅱ）について） 

    ○最低制限価格は予定価格の70%台の水準に設定されている。 

     （低入札価格調査基準価格と異なり、その金額は変動する。） 

    ○各ケースにおいて、落札価格と最低制限価格を比較すると次のとおりである。 

     （ⅰ）のケース 

（単位：円）  

 金額 予定価格に対する比率 

落札価格 57,000,000 85.31％ 

最低制限価格 50,559,000 75.67％ 

差額等 6,441,000 9.64％ 

     （ⅱ）のケース 

（単位：円）  

 金額 予定価格に対する比率 

落札価格 16,100,000 93.69％ 

最低制限価格 12,934,000 75.27％ 

差額等 3,166,000 18.42％ 

     ・入札価格が最低制限価格を下回る業者数がそれぞれ12者中６者、９者中５者

もあるような厳しい競争入札にもかかわらず、落札価格は最低制限価格を大

幅に上回る金額で決定している。特に、（ⅱ）のケースでは、落札価格が最

低制限価格を、予定価格に対する比率で18.4ポイントも上回っている。 

   ウ 極端に低い価格で入札があったケース…委託料のみ 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、落札率が低いものからサンプ

ル抽出した事例は次のとおりである。 
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   （ⅰ）（国）362号安西橋橋梁耐震補強設計業務委託 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 8,500 57.91％ 

２位 11,000  

３位 13,200 

４位以下 （省略） 

予定価格 14,677 

入札価格の平均 10,714 72.99％ 

指名業者数 7者  

   （ⅱ）（国）150号橋梁耐震補強設計業務委託 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 5,400 66.91％ 

２位 5,950  

 ３位 5,970 

４位以下 （省略） 

予定価格 8,070 

入札価格の平均 6,444 79.85％ 

指名業者数 5者  

   （ⅲ）（一）高瀬福士線地質調査業務委託 

（単位：千円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 3,750 72.25％ 

２位 3,780  

 ３位 5,050 

４位以下 （省略） 

予定価格 5,190 

入札価格の平均 4,546 87.59％ 

指名業者数 5者  
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   （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

    ○最低制限価格制度等のダンピング防止の制度のない委託業務については、激し

い価格競争が行われた場合、極端に低い価格での落札結果となる。 

 （５）入札の状況 その３…「その他の視点」 

   ア 多数の入札辞退者の出たケース（指名競争入札） 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の入札辞退者が出たケー

スのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）（国）150号（羽衣橋）橋梁耐震補強工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 37,281,000 74.51％ 

１位（落札価格） 47,400,000 94.73％ 

２位 48,700,000 97.33％ 

予定価格 50,034,000  
 

入札辞退者数 8者（指名取消による無効１者を除く） 

指名業者数 12者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

辞退理由は、特に調査していないため、不明である。 

    （ⅱ）清水日本平線（細谷橋）落橋防止工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 31,933,000 71.25％ 

1位（落札価格） 40,000,000 89.24％ 

2位 41,300,000 92.15％ 

予定価格 44,818,000  
 

入札辞退者数 5者  

指名業者数 12者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  217 
 

辞退理由は、特に調査していないため、不明である。 

    （ⅲ）（国）150号小坂川橋橋梁耐震補強工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 13,787,000 69.99％ 

１位（落札価格） 18,800,000 95.44％ 

２位 19,000,000 96.45％ 

予定価格 19,698,000  
 

入札辞退者数 3者  

指名業者数 9者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

辞退理由は、特に調査していないため、不明である。 

    （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

     ○多数の入札辞退者が出た理由については、特に調査を実施していないため不

明である。 

     ○今回調査の対象とした平成18年度の道路部の入札では、多数の入札辞退者が

出たことによる入札不成立のケースはなかったが、入札辞退者が多数出るよ

うな状況では、入札不成立の危険がつきまとうことになる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      委託料については、平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の

入札辞退者が出たケースはなかった（１者辞退のケースが複数例あった）。 

   イ 入札参加者が極端に少ないケース（一般競争入札）…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐ない

ケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）有永漆山線道路改良工事  

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

調査基準価格 （注１） －％ 

予定価格 209,520,000  
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入札参加業者数 1者（(株)ＨＺ組） 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

電話による調査を実施している。 

  （注１）入札不成立のため、調査基準価格は公表されていない。 

    ○入札参加者数が極端に尐ない理由については、当時の担当者が、この工事につ

いて想定される入札参加者に対して、電話による調査を実施している。その結

果は次のとおりである。 

     ・技術者の確保ができなかった。技術者が全国に散らばっており、支店間で調

整できなかった。 

     ・会社の方針で参加しなかった。 

    ○大手の業者には応札の意欲がなかったことから、再度一般競争入札を実施して

も同様の結果を招く恐れがあり、また、発注が遅れると適正な工期の確保が困

難になることなどから、新規扱い（設計変更）の工事発注として指名競争入札

を実施した。 

     ただし、指名業者の選定は次のように行われた。 

     ・一般競争入札に参加した業者は含めない。 

     ・指名業者は市内業者のみ 

     【指名業者が市内業者のみになった理由】 

     ・市外の業者と市内の業者では格付けが違いすぎるため公平性が保てない。 

     ・市外業者、市内業者を混ぜての選定を過去にしたことがない。 

     なお、指名競争入札の結果は次のとおりである。 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 198,500,000 94.52％ 

予定価格 210,004,000  

指名業者数 12者 

   （ⅱ）耐震性貯水槽（安倍口団地地内）設置工事  

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 5,996,000 73.39％ 
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予定価格 8,170,000  
 

入札参加業者数 1者（ＳＭ工業） 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査していないため、不明である。 

    ○入札参加者数が極端に尐ない理由については、特に調査を実施していないため

不明である。 

    ○当該一般競争入札は、１者の参加しかなかったため、入札中止となり、当該一

般競争入札参加業者を含めて、指名競争入札を実施している。その結果は、次

のとおりである。 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 7,750,000 94.85％ 

予定価格 8,170,000  

指名業者数 7者 

   （ⅲ）瀬名川15号線外１舗装工事  

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 1,572,000 69.99％ 

１位 1,690,000 75.24％ 

２位 1,790,000 79.69％ 

予定価格 2,246,000  
 

入札参加業者数 2者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査していないため、不明である。 

    ○入札参加者数が極端に尐ない理由については、特に調査を実施していないため

不明である。 

    ○入札参加者は尐なかったが、競争性は働いているケースである。 
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 （６）単独随意契約 

   ア 単独随意契約の理由等 

     平成18年度の単独随意契約のうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）（国）150号浜川大橋橋梁耐震補強（その２）工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 21,788,000  

契約金額(Ｂ) 21,700,000 

(Ｂ)／(Ａ) 99.59％ 

【契約金額決定の方法】 

業者より提出してもらった見積が、予定価格を超えていたため、口頭により価格の

協議を行い、これが予定価格の範囲内であったため、当該金額に決定した。 

【単独随意契約によった理由（注１）】 

施工中の工事に続き、橋脚耐震補強を施す工事であり、仮締切内の狭い工事箇所で

現場が錯綜するため、同一業者の施工を必要とする。また、工期短縮、経費の削減

が図れることから、「（国）150号浜川大橋橋梁耐震補強工事」の請負人である、ＳＷ

工業(株)と随意契約した。 

  （注１）【単独随意契約によった理由】は、市が外部に公表している理由（「随意契約

の理由書」）である。（以下同じ） 

     ○大幅な変更工事となったことから、予算内での執行が不可能となり、別予算

での執行分について単独随意契約で発注したものである。（なお、この工事

の詳細については、Ｐ207（ⅱ）を参照） 

    （ⅱ）手越認定外道路地域環境整備工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 2,818,000  

契約金額(Ｂ) 2,800,000 

(Ｂ)／(Ａ) 99.36％ 

【契約金額決定の方法】 

見積合わせで、入札価格＜予定価格となり、契約金額が決定した。 

【単独随意契約によった理由】 
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下水道建設課にて施工中の下水整備に続き、自由勾配側溝工、暗渠配水管工及び舗

装工を施す工事であり、工期の短縮、経費の節減が図れることから、「長田処理区向

敷地地区下水道築造その４工事」の請負人と随意契約した。 

     ○なぜ、「工期の短縮、経費の節減が図れる」のか、この説明文からは分からな

い。説明不足と思われる。 

     ○契約金額を引き下げるための最良の方法は競争入札である。「経費を削減でき

る（予定価格を下げること）」ことが単独随意契約の理由となりえるのか疑

問である。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）（国）150号（仮称）中島高架橋橋梁詳細設計業務委託 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 199,540,000  

契約金額(Ｂ) 190,000,000 

(Ｂ)／(Ａ) 95.21％ 

【契約金額決定の方法】 

プロポーザル審査委員会にて、技術提案書の審査を行い、静岡市建設業者等選定委

員会で特定した業者から、見積書を提出してもらい、見積金額が予定価格の範囲内

であったため、当該金額に決定した。 

【単独随意契約によった理由】 

（仮称）中島高架橋は、大規模かつ技術的難易度が高く、その工事の品質確保は、

設計の品質確保が重要な役割を持っているため、民間の技術力を活用すべく技術提

案を受け、プロポーザル方式により決定した業者と単独随意契約した。 

     ○プロポーザル方式により落札者を決定したケースである。 

      （プロポーザル方式･･･設計コンサルタント業務を調達する際に、公募又は参

加業者を選定して「提案書提出」方式で落札者を決定する方式） 

    （ⅱ）（主）清水富士宮線地質調査業務委託 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 1,260,000  

契約金額(Ｂ) 1,200,000 

(Ｂ)／(Ａ) 95.23％ 
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【契約金額決定の方法】 

見積合わせで、入札価格＜予定価格となり、契約金額が決定した。 

【単独随意契約によった理由】 

本業務委託は、（主）清水富士宮線道路拡幅事業に伴い隣接する歩道橋を付け替えす

るための地質調査業務委託であり、㈱ＫＣセンターが施工中の「平成18年度清県道

委第５号（主）清水富士宮線設計業務委託」と密接に関連している。よって、当該

業務の受託者以外による施工は困難であり、併せて委託期間の短縮も図れることか

ら、上記業者と随意契約する。 

     ○単独随意契約の理由として、「…するための地質調査業務委託であり、･･･（主）

清水富士宮線設計業務委託と密接に関連している。よって、当該業務の受託

者以外による施工は困難であり、併せて委託期間の短縮も図れることか

ら、･･･」とある。「（主）清水富士宮線設計業務委託」とどのように密接に

関連しているのか、なぜ当該業務委託の受託者以外に施工困難なのか、また

委託期間の短縮が図れるのか、よく分からない。公表理由としては説明不足

であると思われる。 

 （７）契約変更 

   ア 契約変更の概要 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度の工事請負費の契約方法別の契約変更の状況は次のとおりであ

る。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 33 244 31 231 247 16 

技術資料提出型 17 3,716 12 1,704 1,787 83 

総合評価型 2 112 2 112 117 5 

小 計 52 4,072 45 2,047 2,151 104 

指名競争入札 303 5,978 242 4,309 4,529 220 

合 計 355 10,050 287 6,356 6,680 324 
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単独随意契約 4 38 2 24 27 3 

総合計 359 10,088 289 6,380 6,707 327 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度の主な工種の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 土木工事一式 217 7,727 170 4,478 4,703 225 

２ とび･土工･ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 12 344 10 328 356 28 

３ 舗装工事 112 1,620 97 1,247 1,325 78 

４ その他 18 397 12 327 323 △４ 

合 計 359 10,088 289 6,380 6,707 327 

     ○設計変更に伴う契約変更は、特に必要な場合等のほか行うことができないと

されているが（静岡市設計変更事務取扱要領）、上記のデータを見る限り、

相当の頻度で行われている。すなわち、契約変更が避けられない状況が頻繁

に発生していることが分かる。 

     ○工種別には、舗装工事の変更割合が86.6％と高い。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

指名競争入札 276 1,073 105 453 471 18 

単独随意契約 5 196 1 190 201 11 

合 計 281 1,269 106 643 672 29 
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    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における主な業務の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 測量 66 182 15 46 45 △1 

２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
146 783 46 400 415 15 

３ 地質調査 34 118 28 97 96 △1 

４ 
補償関係 

コンサルタント 
35 186 17 100 116 16 

合 計 281 1,269 106 643 672 29 

     ○設計変更に伴う契約変更は、工事請負費に比べるとその頻度は低い。 

     ○工種別では、地質調査の変更割合が82.３％と高い。 

   イ 契約変更の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものに

ついてサンプル抽出して調査を実施したが、特に留意すべき事項がなかったこと

から記載を省略する。 

 ５ 水道部 

 （１）工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の契約件数及び金額の推移 

   ア 工事請負費 

    ① 工種別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の工種別の件数及び金額の推

移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
内  容 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 土木工事一式 84 2,115,532 41 1,943,311 43 1,634,686 

２ 電気工事 13 1,649,730 10 384,300 9 300,974 

３ 管工事 36 609,045 86 1,154,553 94 1,378,137 

４ 機械器具設置工事 8 238,520 11 282,350 12 237,295 
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５ 水道施設工事 11 144,540 1 97,700 2 882,700 

６ その他 5 124,190 4 93,960 4 273,380 

合 計 157 4,881,557 153 3,956,174 164 4,707,172 

     ○金額的には「土木工事一式」が最も多く、件数的には平成16年度を除き、「管

工事」が最も多くなっている。 

     ○平成18年度の水道施設工事の金額が、件数に比し高くなっている。これは、

「和田島浄水場膜ろ過施設建設工事」792百万円（税抜金額）が含まれてい

るためである（Ｐ238の①（ⅰ）を参照）。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の契約方法別の件数及び金額

の推移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 
札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 27 587,977 2 34,369 1 10,380 

技術資料提出型 44 3,025,689 125 3,594,045 125 3,350,327 

総合評価型 － － － － 1 31,730 

小 計 71 3,613,666 127 3,628,414 127 3,392,437 

指名競争入札 42 649,131 8 100,730 16 253,255 

合 計 113 4,262,797 135 3,729,144 143 3,645,692 

単独随意契約 44 618,760 18 227,030 21 1,061,480 

総合計 157 4,881,557 153 3,956,174 164 4,707,172 

     ○制限付一般競争入札の実施割合が極めて高い（平成18年度入札合計143件中

127件（約９割））。 

     【制限付一般競争入札の割合が高い理由】 

      水道部では、原則として技術資料提出型制限付一般競争入札が採用され入札

不成立の場合等に指名競争入札を実施している（なお平成18年度の蒲原地区

は、合併に伴う特例として大型工事を除き指名競争入札を採用している）。 

     ○平成18年度の単独随意契約の金額が1,061百万円と高くなっているが、この中

には和田島浄水場膜ろ過施設建設工事契約額792百万円（税抜金額）が含ま
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れている。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 業務別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託業務の種類別の契約件数及び金額の

推移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

 
業  務 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
19 168,220 16 94,770 19 158,060 

２ その他 9 19,725 13 39,636 5 32,400 

合 計 28 187,945 29 134,406 24 190,460 

     ○「土木関係建設コンサルタント」業務が、金額的にも件数的にも大きな割合

を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の契約方法別の件数及び金額の推

移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

 契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 

一般競争入札 － － － － － － 

指名競争入札 26 187,185 27 131,116 22 186,350 

小 計 26 187,185 27 131,116 22 186,350 

単独随意契約 2 760 2 3,290 2 4,110 

合 計 28 187,945 29 134,406 24 190,460 

     ○一般競争入札は実施されていない。 

 （２）入札の状況の概要 

   ア 工事請負費 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における工事請負費の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  227 

状況は、次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 1 2.0 2 2 78.04 78.04 78.04 

技術資料提出型 125 5.5 19 2 93.20 98.61 72.47 

総合評価型 1 6.0 6 6 79.99 79.99 79.99 

小 計 127 5.5 19 2 92.97 98.61 72.47 

指名競争入札 16 6.9 12 4 92.72 97.29 79.77 

合 計 143 5.7 19 2 92.95 98.61 72.47 

単独随意契約 21    98.19 99.99 90.41 

     ○入札参加業者数の平均と落札率の平均について、一般競争入札と指名競争入

札を比較すると、次のとおりである。 

 一般競争入札 指名競争入札 

落札率の平均 92.97％ 92.72％ 

入札参加業者数の平均 5.5 6.9 

      一般競争入札の方が、指名競争入札よりも平均落札率が、若干高くなってい

る。また、一般競争入札の方が、入札参加業者数の平均が尐ない。 

     ○単独随意契約の落札率は高い水準にある。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の落札率の状況は、次のとお

りである。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 79.12 84.33 78.04 

技術資料提出型 89.96 91.65 93.20 

総合評価型 － － 79.99 

小 計 85.84 91.54 92.97 

指名競争入札 93.95 94.36 92.72 

合 計 88.85 91.71 92.95 

単独随意契約 98.23 97.31 98.19 
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     ○技術資料提出型の一般競争入札の落札率が、平成16年度89.96％、平成17年度

91.65％、平成18年度93.20％と徐々に上昇している。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた契約方法別の契約

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

入 
 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 1 － － － － 1 － － － 

技術資料提出型 125 52 52 8 10 3 － － － 

総合評価型 1 － － － － 1 － － － 

小 計 127 52 52 8 10 5 － － － 

指名競争入札 16 6 7 1 1 1 － － － 

合 計 143 58 59 9 11 6 － － － 

単独随意契約 21 20 1 － － － － － － 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた工種別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 土木工事一式 28 2 12 5 7 2 － － － 

２ 管工事 94 54 38 2 － － － － － 

３ 機械器具設置工事 12 2 7 1 1 1 － － － 

４ その他 9 － 2 1 3 3 － － － 

合 計 143 58 59 9 11 6 － － － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○入札については、90％以上の落札率が約８割（143件中117件）を占めており、

約４割（58件）は95％以上の高い落札率となっている。 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  229 

     ○工種別には、件数的に大きな割合を占める「管工事」の落札率は、殆ど（94

件中92件）が90％以上になっており、うち54件（約４割）は95.0％以上の高

い落札率となっている。 

     ○金額的に大きな割合を占める「土木工事一式」の落札率は、90.0％～94.9％

が最も多い（28件中12件）一方で、７件の工事が80.0％～84.9％と低い落札

率となっている。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      平成18年度において、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度が適用され

た建設工事の入札件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 件数 割合 

低入札価格調査制度 － － 

最低制限価格制度 3 2.1％ 

計 3 2.1％ 

入札合計（全体） 143  

     ○水道部の工事請負費では、ダンピング防止の制度が適用される場合が極めて

尐ない。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た建設工事の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 3 1 － 4 

    ⑥ 一般競争入札において入札参加業者が極端に少ない入札の件数 

      平成18年度における一般競争入札のうち、入札参加業者が極端に尐ない入札

の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札参加業者数 
入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 

件  数 4 9 30 
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   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における委託料の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の状況

は次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

指名競争入札 22 5.0 8 3 93.63 98.19 57.04 

単独随意契約 2    91.95 99.34 84.57 

     ○平均落札率は工事請負費（92.95％）より若干高い水準である。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度の委託料の落札率の推移は次のとおりである。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

指名競争入札 95.81 93.78 93.63 

単独随意契約 96.15 96.54 91.95 

     ○ 指名競争入札の落札率は、低下傾向にある。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた契約方法別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

~89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

指名競争入札 22 15 5 － 1 － － 1 － 

単独随意契約 2 1 － － 1 － － － － 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた業務別の契約件数は次

のとおりである。 
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（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
18 14 3 － 1 － － － － 

２ その他 4 1 2 － － － － 1 － 

合 計 22 15 5 － 1 － － 1 － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○22件中15件（約７割）が落札率95%以上と高い落札率となっている。 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度がない。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た委託業務の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 3 － － 3 

 （３）入札の状況 その１…「競争性」の有無の視点 

   ア 高い落札率 

     平成18年度の競争入札について、高い落札率の上位10件の入札の状況は次のと

おりである。 

    ① 工事請負費 

（単位：千円）  

 
工種 

入札
方法 
(注1) 

工事名 
入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 管 技術 
葵区上土一丁目配水管布設

替工事 
4 8,721 8,600 98.61 

ⅱ 管 技術 

葵区上足洗四丁目谷津山系

送水管不断水バルブ設置工

事 

5 20,277 19,950 98.38 
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ⅲ 管 技術 
清水区高橋四丁目配水管布

設工事 
3 8,745 8,570 97.99 

ⅳ 管 技術 
清水区堀込・北脇配水管布

設工事 
5 6,585 6,450 97.94 

ⅴ 管 技術 清水区鳥坂配水管布設工事 3 3,250 3,180 97.84 

ⅵ 管 技術 
清水区春日一丁目配水管布

設工事 
4 6,651 6,500 97.72 

ⅶ 管 技術 
清水区梅ケ谷配水管布設工

事 
3 4,676 4,560 97.51 

ⅷ 管 指名 葵区上伝馬配水管布設工事 4 3,289 3,200 97.29 

ⅸ 
機械器

具設置 
技術 

船越外３箇所管末水質監視

装置設置工事 
3 42,700 41,480 97.14 

ⅹ 管 技術 駿河区池田配水管布設工事 8 9,451 9,180 97.13 

  （注１）指名…指名競争入札 技術…技術資料提出型制限付一般競争入札 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料（全て指名競争入札） 

（単位：千円）  

 業務 

(注1) 
業務名 

入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 土木 葵区飯間配水管布設実施設計業務 ３ 2,210 2,170 98.19 

ⅱ 土木 
清水区江尻台町外測量・配水管布設

実施設計業務 
７ 12,250 12,000 97.95 

ⅲ 土木 
駿河区大谷外配水管布設実施設計業

務 
５ 8,420 8,200 97.38 

ⅳ 土木 
駿河区丸子一丁目外配水管布設替及

び布設実施設計業務 
７ 15,720 15,300 97.32 

ⅴ 土木 
葵区東草深町外配水管布設替及び布

設実施設計業務 
７ 18,010 17,400 96.61 

ⅵ 土木 
清水区穴原・永楽町配水管布設実施

測量・設計業務 
５ 5,260 5.080 96.57 

ⅶ 土木 
清水区桜橋町外測量・配水管布設替

実施設計業務 
７ 18,851 18,200 96.54 
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ⅷ 土木 
和田島浄水場場内整備工事外実施設

計及び測量業務 
６ 9,439 9,100 96.40 

ⅸ 地質 静岡市水道事業水源調査業務 ８ 13,493 13,000 96.34 

ⅹ 土木 
葵区下～北配水管布設及び布設替実

施設計業務 
５ 5,330 5,130 96.24 

  （注１）土木…土木関係建設コンサルタント 地質…地質調査  

   （①及び②について） 

    ○①については、制限付一般競争入札が高い落札率上位10件中９件を占めている。

（ただし、入札全体の件数に占める制限付一般競争入札の割合は高い。） 

    ○上位10件は、①②ともに、落札率が96％を超えており、競争性が有効に働いて

いるかについて疑問である。 

   イ 分割発注工事又は業務（１つの事業箇所（一連の業務）を分割して発注）にお

ける競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事のうち、

サンプル抽出したものは次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）駿河区向敷地送水管布設及び配水管布設替工事 

（単位：円）  

 第一工区 第二工区 

入札方法 
技術資料提出型制限付 

一般競争入札 

技術資料提出型制限付 

一般競争入札 

契約者（落札者） (株)ＨＩ組 (株)ＨＩ組 

予定価格 69,835,000 39,761,000 

落札価格 61,000,000 36,000,000 

落札率 87.34％ 90.54％ 

【入札参加業者の状況】 

２つの工区 5 5 

１つの工区 4 － 

業者数合計 9 5 

【分割発注の理由】 
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下水道工事と同調工事であり、それぞれの現場において工程調整をし、効率的に事

業実施する必要があったため。 

     ○結果として、同じ業者が両工区を落札している。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      設計、測量等の関連業務に係る委託については、分割発注したケースはない。 

   ウ ２年以上の期間にわたって行われる建設工事（委託業務）のうち、毎年入札・

契約が行われる工事（業務）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、１つの工事箇所（業務）を２年以

上にわたって行う建設工事（委託業務）（毎年 入札・契約）はなかった。 

 （４）入札の状況 その２…「過度の競争性」の有無の視点 

   ア 低入札価格調査の対象となった入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、入札価格が低入札価格調査制度におけ

る調査基準価格を下回り、調査の対象となった工事は該当がなかった。 

   イ 最低制限価格を下回る価格の入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、最低制限価格を下回る価格の入札が

あったケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）国吉田中継ポンプ場外電気設備工事（技術資料提出型） 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 87,645,000 77.70％ 

２位 87,990,000 78.00％ 

最低制限価格 88,389,000 78.36％ 

３位（落札価格） 90,239,000 80.00％ 

４位以下 （省略）  

予定価格 112,798,000 

入札価格の平均 96,374,800 85.44％ 

入札参加業者数 ５者  

    ○入札順位１位の入札参加業者は、落札業者（入札順位３位）の連結子会社（資

本関係にある）である。 

   ウ 極端に低い価格で入札があったケース…委託料のみ 
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     平成18年度に実施された指名競争入札において、落札率が低いものからサンプ

ル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）平成18年度 谷津浄水場管理本館耐震実施設計業務 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 12,300 57.04％ 

２位 15,800  

３位以下 （省略） 

予定価格 21,561 

入札価格の平均 18,441 85.53％ 

指名業者数 7者  

    ○最低制限価格制度等のダンピング防止の制度のない委託業務については、激し

い価格競争が行われた場合、極端に低い価格での落札結果となる。 

 （５）入札の状況 その３…「その他の視点」 

   ア 多数の入札辞退者の出たケース（指名競争入札） 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の入札辞退者が出たケー

スのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）西奈配水場配水流量計取替工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 5,900,000 89.35％ 

２位 6,200,000 93.89％ 

３位以下 （省略）  

予定価格 6,603,000  
 

入札辞退者数 3者  

指名業者数 7者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 
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    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      委託料については、平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の

入札辞退者が出たケースはなかった（１者辞退のケースが複数例あった）。 

   イ 入札参加者が極端に少ないケース（一般競争入札）…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐ない

ケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）駿河区手越配水管布設工事 

（単位：円）  

予定価格 4,121,000  
 

入札参加業者数 1者 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

      当該入札案件については、その後指名競争入札が行われたが、その結果は次

のとおりである。 

（単位：円）  

入札の順位等 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 4,000,000 97.06％ 

予定価格 4,121,000  

指名業者数 4者 

    ○結果として高い落札率（97.06％）の入札結果となったケースである。なお、落

札業者は一般競争入札への参加業者である。 

   （ⅱ）葵区研屋町外３配水管布設替工事 

（単位：円）  

予定価格 49,883,000  
 

入札参加業者数 1者 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

      当該入札案件については、その後指名競争入札が行われたが、その結果は次

のとおりである。 
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（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 47,800,000 94.73％ 

２位 48,000,000 95.12％ 

３位（当初参加業者） 48,300,000 95.72％ 

４位以下 （省略）  

予定価格 50,459,000 

落札業者 ＳＫ(株) 

指名業者数 12者 

    ○このケースでは、（ⅰ）とは異なり、一般競争入札への参加業者は落札できてい

ない。 

   （ⅲ）谷津浄水場ポンプ室アスベスト撤去工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 9,309,000 69.99％ 

最低制限価格 9,974,000 74.99％ 

２位(落札価格) 10,380,000 78.04％ 

予定価格 13,300,000  
 

入札参加業者数 2者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○入札参加業者が２者しかない上に、最低の価格をつけた業者は最低制限価格未

満となってしまったために、入札価格の高い業者が落札することになってし

まっている。このようなケースでは、１者が予定価格に近い金額で入札した場

合、高い落札率の工事となってしまう危険がある。 

 （６）単独随意契約 

   ア 単独随意契約の理由等 

     平成18年度における単独随意契約のうち、サンプル抽出した事例は次のとおり

である。 

    ① 工事請負費 
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    （ⅰ）和田島浄水場膜ろ過施設建設工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 794,000,000  

契約金額(Ｂ) 792,000,000 

(Ｂ)／(Ａ) 99.74％ 

【契約金額決定の方法】 

第１回目の見積執行で見積価格＜予定価格となり、契約金額が決定 

【単独随意契約によった理由（注１）】 

膜材質及び膜ろ過浄水処理施設建設の請負業者の選定について、和田島浄水場膜ろ

過浄水処理施設検討委員会における検討結果に基づく技術提案内容の評価の報告書

を受理し、また、水道部会において、経済性に係る評価を併せて行った結果、技術・

経済性の総合評価でＮＧ㈱が最高得点であったので、同社と単独随意契約する。 

  （注１）【単独随意契約によった理由】は、市が外部に公表している理由（「随意契約

の理由書」）である。 

     ○業者選定はプロポーザル方式で行われている。 

      現在における膜ろ過浄水処理方法は、各プラントメーカーにより建築、機械、

電気のすべてが異なるため、標準化された設計仕様での対応が困難であるこ

とから、請負業者の選定にあたっては、高度な浄水処理方法に優れた見識を

持つ学識経験者による委員会を設置し、建築、機械、電気設備の全てを一括

発注することを前提に、設計、施工等の技術評価を行うほか、建設費及び20

年間における維持管理の妥当性について審議し、総合的に評価している。（今

回のケースは、３者の提案について審議している。） 

      また、建設費及び維持管理費の経済性については水道部会で審査し、静岡市

建設業者等選定委員会において、技術評価、経済性評価の合計得点で最高得

点を獲得した業者と単独随意契約を結んでいる。 

    （ⅱ）国吉田中継ポンプ場外遠方監視制御設備工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 51,805,000  

契約金額(Ｂ) 51,800,000 

(Ｂ)／(Ａ) 99.99％ 
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【契約金額決定の方法】 

見積執行 第１回 55,000,000円  第２回 51,800,000円（決定） 

【単独随意契約によった理由】 

本工事は、国吉田中継ポンプ場の遠方監視制御装置（子局）の設置及び中央監視制

御装置の機能増設を行うものであるが、関連する既設遠方監視制御設備（南安倍取

水場系統及び谷津浄水場系統）はＦＤシステムズ(株)製であり、他社による施行は

出来ないため、ＦＤシステムズ(株)と単独随意契約する。 

     ○単独随意契約の相手先からの見積書を参考として予定価格を設計している。

（なお、他者（２者）から見積書を入手し、参考情報としている。） 

    （ⅲ）庵原配水場遠方監視制御装置取替工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 47,600,000  

契約金額(Ｂ) 47,500,000 

(Ｂ)／(Ａ) 99.78％ 

【契約金額決定の方法】 

業者より提出してもらった見積が、予定価格を超えていたため、口頭により価格の

協議を行い、これが予定価格の範囲内であったため、当該金額に決定した。 

【単独随意契約によった理由】 

本工事は、稼働中の遠方監視装置の取替及び改造であり、同装置の施行業者で、製

造メーカーであるＭＤ電機(株)でなければ、迅速かつ安全に施行することができな

いため。 

     ○単独随意契約の相手先からの見積書を参考として予定価格を設計している。

（なお、他者（２者）から見積書を入手し、参考情報としている。） 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）南安倍取水場受水槽耐震補強設計業務 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 2,426,000  

契約金額(Ｂ) 2,410,000 

(Ｂ)／(Ａ) 99.34％ 

【契約金額決定の方法】 
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業者より提出してもらった見積が、予定価格を超えていたため、口頭により価格の

協議を行い、これが予定価格の範囲内であったため、当該金額に決定した。 

【単独随意契約によった理由】 

前年度に実施した耐震補強計画策定業務を受注した業者であり、内容を熟知し、技

術的に適正な補強方法で短期間に設計でき、経費を節減できるため。 

     ○他の業者では、「技術的に適正な補強方法で短期間に設計」できない理由が上

記の理由からは不明である。なお、この点について、担当課に質問したとこ

ろ、次のような回答を得た。 

      ・前年度の基本設計において、本設計についても一部具体的な検討を行って

いたため、詳細設計にあたりその部分の調査検討時間が省けると考えた。

（委託期間60日→40日に短縮） 

      ・詳細設計の一部を検討済みであったため、他業者に比べその部分について

の経費を削減することができた。（357万円→255万円） 

     ○契約金額を引き下げるための最良の方法は競争入札である。「経費の節減（予

定価格を下げること）」が単独随意契約の理由となり得るのか疑問である。 

      （単独随意契約の理由としては、「委託期間の短縮」のみで十分と考える。） 

    （ⅱ）谷津浄水場導水管布設替実施設計業務 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 2,010,000  

契約金額(Ｂ) 1,700,000 

(Ｂ)／(Ａ) 84.57％ 

【契約金額決定の方法】 

第１回目の見積合せで入札価格＜予定価格となり、契約金額が決定 

【単独随意契約によった理由】 

当業務は、平成17年度に委託完了した実施設計業務における、設計条件の変更によ

る工法の再検討であり、経費の節減と工期の短縮も見込まれるため、現場条件を詳

細に把握している前受託業者である株式会社Ｔ事務所を選定した。 

     ○この業者でなければ、当該実施設計業務を設計できない理由が上記の理由か

らは不明である。なお、この点について、担当課に質問したところ、次のよ

うな回答を得た。 
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      ・施工中の現場であったことから、工事を急ぐ必要があった。（委託期間65

日→40日に短縮） 

      ・設計条件の変更による工法の再検討であり、当該業者に委託することで、

予定価格の削減を図ることができた。（328万円→201万円） 

     ○契約金額を引き下げるための最良の方法は競争入札である。「経費の節減（予

定価格を下げること）」が単独随意契約の理由となり得るのか疑問である。

（単独随意契約の理由としては、「工期（委託期間）の短縮」のみで十分と

考える。） 

 （７）契約変更 

   ア 契約変更の概要 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度の契約方法別の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

入 

札 
一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 1 11 － － － － 

技術資料提出型 125 3,350 99 2,496 2,566 70 

総合評価型 1 32 1 32 31 △1 

小 計 127 3,393 100 2,528 2,597 69 

指名競争入札 16 253 10 181 197 16 

合 計 143 3,646 110 2,709 2,794 85 

単独随意契約 21 1,061 13 93 96 3 

総合計 164 4,707 123 2,802 2,890 88 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度の主な工種の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 工  種 

平成18年度合計 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 土木工事一式 43 1,635 35 1,382 1,424 42 
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２ 管工事 94 1,378 84 1,207 1,248 41 

３ その他 27 1,694 4 213 218 5 

合 計 164 4,707 123 2,802 2,890 88 

     ○設計変更に伴う契約変更は、特に必要な場合等のほか行うことができないと

されているが（静岡市設計変更事務取扱要領）、上記のデータを見る限り、

相当の頻度で行われている。すなわち、契約変更が避けられない状況が頻繁

に発生していることが分かる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

指名競争入札 22 186 4 43 44 1 

単独随意契約 2 4 － － － － 

合 計 24 190 4 43 44 1 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における主な業務の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
19 158 2 26 27 1 

２ その他 5 32 2 17 17 0 

合 計 24 190 4 43 44 1 

     ○設計変更に伴う契約変更は、工事請負費に比べるとその頻度は低い。 

   イ 契約変更の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものか

らサンプル抽出した事例は次のとおりである。 
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    ① 工事請負費 

      サンプル抽出した事例の中に、特に留意すべき事項がなかったことから、記

載を省略する。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）蒲原第３浄水場改修事業実施設計業務 

（単位：円）  

当初契約金額（○イ） 21,500,000  

変更後契約金額（○ロ） 21,840,000 

変更増減額（○ハ＝○イ－○ロ） 340,000 

増減率（○ハ／○イ） 1.58％ 

【契約変更の理由】 

土質ボーリングデータの結果、土質を確認したので変更を行う。 

     ○「土質ボーリングデータの結果、土質を確認したので変更を行う。」だけで

は、なぜ設計変更したのか、その理由として説明不足である。 

    （ⅱ）静岡市水道事業水源調査業務 

（単位：円）  

当初契約金額（○イ） 13,000,000  

変更後契約金額（○ロ） 12,870,000 

変更増減額（○ハ＝○イ－○ロ） △130,000 

増減率（○ハ／○イ） △1.00％ 

【契約変更の理由】 

試験井掘削の結果、土質を確認したので変更を行う。 

     ○「試験井掘削の結果、土質を確認したので変更を行う。」だけでは、なぜ設計

変更したのか、その理由として説明不足である。 

 ６ 下水道部 

 （１）工事請負費及び建設業関連業務に係る委託料の契約件数及び金額の推移 

   ア 工事請負費 

    ① 工種別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の工種別の件数及び金額の推

移は、次のとおりである。 
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（単位：千円）  

 
内  容 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 土木工事一式 130 5,793,655 98 4,730,807 123 6,071,002 

２ 電気工事 5 528,000 5 535,000 10 551,200 

３ 
機械器具設置工

事 
1 8,000 3 149,350 3 240,550 

４ 水道施設工事 3 938,000 1 261,000 6 610,210 

５ その他 7 135,256 2 99,050 6 214,040 

合 計 146 7,402,911 109 5,775,207 148 7,687,002 

     ○件数、金額共に「土木工事一式」が大きな割合を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の契約方法別の件数及び金額

の推移は、次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 

札 
一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 65 1,925,528 13 139,371 20 186,916 

技術資料提出型 14 2,962,007 64 4,716,105 78 4,727,892 

総合評価型 － － － － 1 46,670 

小 計 79 4,887,535 77 4,855,476 99 4,961,478 

指名競争入札 36 2,070,026 12 570,731 32 2,370,744 

合 計 115 6,957,561 89 5,426,207 131 7,332,222 

単独随意契約 31 445,350 20 349,000 17 354,780 

総合計 146 7,402,911 109 5,775,207 148 7,687,002 

     ○件数、金額共に、一般競争入札の割合が高い。 

     ○単独随意契約は、件数では減尐傾向にある。 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 業務別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託業務の種類別の契約件数及び金額の

推移は次のとおりである。 
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（単位：千円）  

 
業  務 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

１ 
建築関係建設 

コンサルタント 
2 21,630 3 15,540 1 7,800 

２ 
土木関係建設 

コンサルタント 
25 300,130 34 511,330 48 549,290 

３ 地質調査 1 6,200 4 15,470 3 18,100 

合 計 28 327,960 41 542,340 52 575,190 

     ○件数、金額共に「土木関係建設コンサルタント」が大きな割合を占めている。 

    ② 契約方法別の件数及び金額の推移 

      平成16年度から平成18年度における委託料の契約方法別の件数及び金額の推

移は次のとおりである。 

（単位：千円）  

契約方法 
平成16年度 平成17年度 平成18年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

入 
札 

一般競争入札 － － － － － － 

指名競争入札 24 298,680 37 531,140 51 568,990 

小 計 24 298,680 37 531,140 51 568,990 

単独随意契約 4 29,280 4 11,200 1 6,200 

合 計 28 327,960 41 542,340 52 575,190 

     ○一般競争入札は実施されていない。 

 （２）入札の状況の概要 

   ア 工事請負費 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における工事請負費の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の

状況は、次のとおりである。 

契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

  格付等級指定型 20 10.4 21 4 73.85 95.32 69.99 
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入 

札 

一
般
競
争 

 

入
札 

技術資料提出型 78 7.9 28 2 76.78 96.00 66.67 

総合評価型 1 12.0 12 12 69.99 69.99 69.99 

小 計 99 8.4 28 2 76.12 96.00 66.67 

指名競争入札 32 10.2 12 2 85.22 97.06 64.28 

合 計 131 8.9 28 2 78.34 97.06 64.28 

単独随意契約 17    97.25 100.00 86.42 

     ○平均落札率については、一般競争入札、指名競争入札ともに90％を下回る低

い水準となっている。（特に一般競争入札は、80％以下） 

     ○入札参加業者数の平均と落札率の平均について、一般競争入札と指名競争入

札を比較すると、次のとおりである。 

 一般競争入札 指名競争入札 

落札率の平均 76.12％ 85.22％ 

入札参加業者数の平均 8.4 10.2 

      指名競争入札よりも平均落札率の低い（競争の厳しい）一般競争入札の方が、

入札参加業者数の平均が尐ない。 

     ○単独随意契約の落札率は高い水準にある。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度における工事請負費の落札率の状況は、次のとお

りである。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

入 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 68.72 75.18 73.85 

技術資料提出型 90.36 81.52 76.78 

総合評価型 － － 69.99 

小 計 72.55 80.45 76.12 

指名競争入札 86.43 89.50 85.22 

合 計 76.90 81.67 78.34 

単独随意契約 97.39 98.03 97.25 
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    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた契約方法別の契約

件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

入 
 

札 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 20 2 － － － 10 8 － － 

技術資料提出型 78 2 11 3 3 42 17 － － 

総合評価型 1 － － － － － 1 － － 

小 計 99 4 11 3 3 52 26 － － 

指名競争入札 32 7 12 － 1 7 5 － － 

合 計 131 11 23 3 4 59 31 － － 

単独随意契約 17 15 1 1 － － － － － 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における工事請負費の落札率の状況に応じた工種別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

 
内  容 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 土木工事一式 111 4 15 － 3 59 30 － － 

２ 電気工事 6 1 5 － － － － － － 

３ 機械器具設置工事 3 1 1 － － － 1 － － 

４ 水道施設工事 5 1 2 2 － － － － － 

５ その他 6 4 － 1 1 － － － － 

合 計 131 11 23 3 4 59 31 － － 

  （注）単独随意契約は除く。 

     ○工種別には、件数、金額ともに大きな割合を占める「土木工事一式」の落札

率（一般競争入札及び指名競争入札の合計）が60％～79.9％の間に集中して

いる（111件中89件）。「土木工事一式」以外の工事については、殆ど（20件
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中15件）が90％以上の落札率となっている。（「土木工事一式」については、

厳しい競争が行われている状況がうかがえる。） 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      平成18年度において、低入札価格調査制度及び最低制限価格制度が適用され

た建設工事の入札件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

 件数 割合 

低入札価格調査制度 4 3.1％ 

最低制限価格制度 37 28.2％ 

計 41 31.3％ 

入札合計（全体） 131  

     ○ダンピング防止の制度が適用された入札の件数の割合は約３割に上り、ここ

でも厳しい競争が行われている状況がうかがえる。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た建設工事の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 3 3 3 9 

    ⑥ 一般競争入札において入札参加業者が極端に少ない入札の件数 

      平成16年度から平成18年度における一般競争入札のうち、入札参加業者が極

端に尐ない入札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札参加業者数 
入札不成立 

（０～１者） 
２者 ３者 

件  数 6 7 8 

   イ 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    ① 平成18年度における入札参加業者数及び落札率の状況 

      平成18年度における委託料の契約方法別の入札参加業者数及び落札率の状況

は次のとおりである。 
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契約方法 件数 
入札参加業者数 落札率（％） 

平均 最大 最小 平均 最大 最小 

指名競争入札 51 6.2 10 3 83.62 98.90 39.14 

単独随意契約 1    97.76 97.76 97.76 

     ○指名競争入札の平均落札率は90％を下回る低い水準となっている。（工事請負

費と同じ水準） 

     ○単独随意契約の平均落札率は極めて高い。 

    ② 落札率の推移 

      平成16年度から平成18年度の委託料の落札率の推移は次のとおりである。 

（単位：％）  

契約方法 平成16年度 平成17年度 平成18年度 

指名競争入札 90.86 93.46 83.62 

単独随意契約 98.51 97.17 97.76 

     ○指名競争入札の落札率が、平成18年度に急激に低下している。 

    ③ 落札率の分布状況 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた契約方法別の契約件数

は次のとおりである。 

（単位：件）  

契約方法 合計 
95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

指名競争入札 51 20 6 7 1 7 4 1 5 

単独随意契約 1 1 － － － － － － － 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の落札率の状況に応じた業務別の契約件数は次

のとおりである。（ただし、単独随意契約は除く。） 

（単位：件）  

 
業  務 合計 

95.0％ 

以上 

90.0～ 

94.9 

85.0～ 

89.9 

80.0～ 

84.9 

70.0～ 

79.9 

60.0～ 

69.9 

50.0～ 

59.9 

50.0％ 

未満 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
47 18 5 7 1 6 4 1 5 
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２ その他 4 2 1 － － 1 － － － 

合 計 51 20 6 7 1 7 4 1 5 

     ○落札率95％以上の入札件数が20件（約４割）ある一方、70％未満についても

10件（約２割）ある。（競争性が有効に働いている状況とそうでない状況が

見受けられる。） 

    ④ ダンピング防止の制度が適用された入札の件数 

      設計、測量等の建設業関連業務に係る委託業務については、低入札価格調査

制度及び最低制限価格制度がない。 

    ⑤ 指名競争入札において入札辞退者の出た入札の件数 

      平成18年度における指名競争入札において、入札辞退者の出た委託業務の入

札の件数は次のとおりである。 

（単位：件）  

入札辞退者数 １～２者 ３～５者 ６者以上 合計 

件  数 4 － － 4 

 （３）入札の状況 その１…「競争性」の有無の視点 

   ア 高い落札率 

     平成18年度に実施された競争入札について、高い落札率の上位10件の入札の状

況は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

（単位：千円）  

 
工種 

入札
方法 
(注1) 

工事名 
入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 
鋼構

造物 
指名 

高松浄化センター高速エア

レーション沈殿池ロンダ改

修工事 

10 27,610 26,800 97.06 

ⅱ 
土木

一式 
指名 

南部処理区三保地区(特環)

下水道圧送管改築工事 
11 33,879 32,800 96.81 

ⅲ 
土木

一式 
指名 

雤水浸透井築造工事 
9 18,021 17,400 96.55 
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ⅳ 

機械

器具

設置 

指名 
城北処理区雤水吐口(No１)

スクリーン設置工事 
2 22,737 21,950 96.53 

ⅴ 管 技術 
長田浄化センター送泥施設

建築付帯機械設備工事 
3 12,750 12,240 96.00 

ⅵ 管 技術 
中島浄化センター管理棟空

調設備更新工事 
6 68,820 66,000 95.90 

ⅶ 
土木

一式 
指名 

高松処理区国道１号（春日

地区）下水道布設工事 
4 8,078 7,700 95.32 

ⅷ 
土木

一式 
指名 

南部処理区駒越地区下水道

築造その２工事  
12 62,433 59,500 95.30 

ⅸ 電気 格付 
長田浄化センター送泥施設

建築付帯電気設備工事 
11 7,034 6,700 95.25 

ⅹ 
水道

施設 
指名 

長田浄化センタースクリー

ンポンプ棟機械設備工事 
3 29,300 27,900 95.22 

  （注１）指名…指名競争入札 技術…技術資料提出型制限付一般競争入札 

      格付…格付等級指定型制限付一般競争入札 

     ○「（２）入札の状況の概要」に見られるとおり、平均落札率は低い水準にある

と思われるが、個別に見ていくと95％を超えるような高い落札率のものも上

記のとおり見受けられる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料（全て指名競争入札） 

（単位：千円）  

 業務 

(注1) 
業務名 

入札
参加
者数 

予定価格 落札価格 
落札率 

（％） 

ⅰ 土木 
南部処理区三保地区管きょ実施設計

(詳細設計)その２業務委託 
7 17,006 16,820 98.90 

ⅱ 地質 
南部処理区(三保地区)地質調査その

２業務委託 
5 8,740 8,630 98.74 

ⅲ 土木 
中島処理区服織地区管きょ実施設計

(詳細設計)その15業務委託 
7 17,126 16,800 98.09 
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ⅳ 土木 
中島処理区服織地区管きょ実施設計

(詳細設計)その12業務委託 
7 16,581 16,200 97.70 

ⅴ 土木 
中島処理区服織地区管きょ実施設計

(詳細設計)その11業務委託 
6 19,416 18,950 97.59 

ⅵ 土木 
南部処理区三保地区管きょ実施設計

(詳細設計)その３業務委託 
7 19,309 18,800 97.36 

ⅶ 地質 
南部処理区(三保地区)地質調査その

１業務委託 
5 7,530 7,300 96.94 

ⅷ 土木 
南部処理区三保地区管きょ実施設計

(詳細設計)その４業務委託 
7 19,309 18,700 96.84 

ⅸ 土木 
静清処理区長崎地区管きょ実施設計

(詳細設計)業務委託 
7 12,082 11,700 96.83 

ⅹ 土木 
清水銀座外２地区下水道改良工事に

伴う実施設計業務委託 
5 6,304 6,100 96.76 

  （注１）土木…土木関係建設コンサルタント  地質…地質調査 

     ○Ｐ249の「③ 落札率の分布状況」に見られるとおり、落札率95％以上の入札

は全体の約４割程度あり、その内上位10件が上記表に見られるとおりであ

る。上位３件は落札率が98％を超えており、競争性が有効に働いているか疑

問が持たれるケースである。 

   イ 分割発注工事又は業務（１つの事業箇所（一連の業務）を分割して発注）にお

ける競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、分割発注されている工事（委託業

務）のうち、サンプル抽出したものは次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）長田浄化センター送泥施設電気設備工事 

（単位：円）  

 その１工事 その２工事 

入札方法 技術資料提出型 単独随意契約 

契約者（落札者） ＭＢ電機(株) ＭＢ電機(株) 

予定価格 173,300,000 63,000,000 
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落札価格 161,000,000 61,000,000 

落札率 92.90％ 96.83％ 

落札者以外の入札価格 165,000,000  

【入札参加業者】 ＭＢ電機(株)  

 (株)ＭＤＳ 

業者数合計 2者 

【その１工事とその２工事の関係】 

その１…送泥施設の新設電気工事 

その２…送泥施設を既存の長田浄化センターの一部に組み入れるための既存設備の

機能増設工事 

【その２工事が単独随意契約の理由】 

送泥施設増設に伴う監視制御設備等を設置する電気設備工事で既存設備の機能増設

を主とする工事であることから、製作設置メーカーでなければ施工が不可能なため。 

    （ⅱ）中島浄化センター受泥施設電気設備工事 

（単位：円）  

 その１工事 その２工事 

入札方法 技術資料提出型 単独随意契約 

契約者（落札者） (株)ＨＴ製作所 (株)ＨＴ製作所 

予定価格 36,600,000 76,700,000 

落札価格 34,500,000 76,000,000 

落札率 94.26％ 99.08％ 

落札者以外の入札価格 35,500,000  

【入札参加業者】 (株)ＨＴ製作所  

 (株)ＭＤＳ 

業者数合計 2者 

【その１工事とその２工事の関係】 

その１…受泥施設の新設電気工事 

その２…受泥施設を既存の中島浄化センターの一部に組み入れるための既存設備の

機能増設工事 
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【その２工事が単独随意契約の理由】 

受泥施設増設に伴う監視制御設備等を設置する電気設備工事で既存設備の機能増設

を主とする工事であることから、製作設置メーカーでなければ施工が不可能なため。 

    （ⅲ）城北浄化センター汚泥脱水機増設電気設備工事 

（単位：円）  

 その１工事 その２工事 

入札方法 技術資料提出型 単独随意契約 

契約者（落札者） ㈱ＭＤＳ ㈱ＭＤＳ 

予定価格 27,600,000 38,500,000 

落札価格 26,000,000 38,500,000 

落札率 94.20％ 100.00％ 

落札者以外の入札価格 27,600,000  

【入札参加業者】 ㈱ＭＤＳ  

 ㈱ＨＴ製作所 

入札参加業者数 2者 

【その１工事とその２工事の関係】 

その１…汚泥脱水機増設に伴う新設電気工事 

その２…汚泥脱水機増設に伴い既存脱水機設備の一部に組み入れるための既存設備

の機能増設工事 

【その２工事が単独随意契約の理由】 

汚泥脱水機の増設に伴う監視制御設備等を設置する電気設備工事で、既存設備の機

能増設を主とする工事であることから、製作設置メーカーでなければ施工が不可能

なため。 

    （（ⅰ）～（ⅲ）の電気設備工事の概要） 

     ○（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）ともに、「その１工事」も「その２工事」も同じ業者が契約

業者となっている。 

     ○「その１工事」の入札参加業者はそれぞれ２者であるが、その内訳は次のと

おりである。 

 落札業者 落札業者以外の入札参加業者 

(ⅰ) ＭＤ電機(株) (株)ＭＤＳ 
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(ⅱ) (株)ＨＴ製作所 (株)ＭＤＳ 

(ⅲ) (株)ＭＤＳ (株)ＨＴ製作所 

      それぞれの入札の入札参加業者は、（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）の落札業者で占められて

いる。 

     ○同一箇所の既存電気設備、既存設備の機能増設工事、新規の電気設備工事の

全てが、同一業者と契約する結果となっている。 

     ○（ⅲ）のケースでは、入札に参加したもう１者の入札価格が予定価格と一致

している。予定価格が事前公表されていることを考えると、もう１者に落札

の意思があったのか疑問を持たざるを得ない。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）愛染ポンプ場外２施設耐震補強関係業務委託 

（単位：円）  

 計画策定業務 実施設計業務 

入札方法 指名競争入札 単独随意契約 

契約者（落札者） ＮＺＳ設計(株) ＮＺＳ設計(株) 

予定価格 10,540,000 6,342,000 

落札価格 7,800,000 6,200,000 

落札率 74.00％ 97.76％ 

指名業者数 7者（1者辞退）  

【計画策定業務と実施設計業務の関連性】 

耐震補強計画を策定し、その事業内容、量により実施設計を行う。 

建物内に機械、電気設備や配管等が多く、一般的な建物のように画一的な補強がで

きないため、実施設計業務の積算に大きな差異が生じやすい。そのため、補強計画

を策定したあとで実施設計を発注している。 

     ○当該施設の耐震補強関係の業務委託については、計画策定業務と実施設計業

務が密接不可分の関係にあることから、両業務の契約者は同じであることが

当初から想定されていたものである。このような業務について、実施設計業

務の積算が困難なことを理由として、分割発注し、一方の業務について単独

随意契約を結ぶことが果たして適切な方法なのか疑問である。 

     ○指名競争入札の落札率は74％であるが、単独随意契約の落札率は約97％であ

る。 
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   ウ ２年以上の期間にわたって行われる建設工事（委託業務）のうち、毎年入札・

契約が行われる工事（業務）における競争性 

     平成18年度に実施された競争入札において、１つの工事箇所（業務）を２年以

上にわたって行う建設工事（委託業務）（毎年 入札・契約）はなかった。 

 （４）入札の状況 その２…「過度の競争性」の有無の視点 

   ア 低入札価格調査の対象となった入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、入札価格が低入札価格調査制度（予定

価格が１億５千万円以上の建設工事）における調査基準価格を下回り調査の対象

となった工事のうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。なお、調査の

対象となった工事の調査結果は全て「施工可能」である。 

   （ⅰ）中島処理区服織地区下水道築造その３工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 111,700,000 64.28％ 

調査基準価格 115,848,000 66.66％ 

２位 117,300,000  

３位 121,500,000 

４位 133,000,000 

５位 135,000,000 

６位以下 （省略） 

予定価格 173,771,000 

指名業者数 12者 
 

【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事についてＩＨ建設株式会社を落札者として決定

した。 

   （ⅱ）南部処理区三保地区下水道築造その２工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 117,500,000 66.33％ 
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調査基準価格 118,096,000 66.66％ 

２位 121,000,000  

３位 129,000,000 

４位 137,968,000 

５位 139,000,000 

６位以下 （省略） 

予定価格 177,144,000 

指名業者数 12者 
 

【低入札価格調査結果】 

静岡市契約審査委員会は、適正な契約履行が見込まれ、かつ公正な取引の秩序を乱

すおそれがないと判断し、当該工事について株式会社ＯＩ組を落札者として決定し

た。 

   （（ⅰ）～（ⅱ）について） 

    ○低入札価格調査基準価格は予定価格の２/３となっていた。 

    ○インターネット等で公開されている低入札価格調査結果の内容は、いずれの

ケースでも形式的であり、同じ内容にとどまっている。 

   イ 最低制限価格を下回る価格の入札があったケース…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された入札において、最低制限価格を下回る価格の入札が

あったケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）中島処理区服織地区下水道築造その２工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 92,498,000 69.99％ 

２位～９位 （省略）  

10位 95,800,000 72.49％ 

最低制限価格 96,373,000 72.93％ 

11位（落札価格） 96,460,000 72.99％ 

12位以下 （省略）  

予定価格 132,143,000  
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入札価格の平均 93,748,888 70.94％ 

入札参加業者数 18者  

   （ⅱ）長田処理区丸子１号幹線下水道築造その３工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 57,050,000 69.99％ 

２位～６位 （省略）  

７位 57,873,000 71.00％ 

最低制限価格 57,970,000 71.12％ 

８位（落札価格） 65,000,000 79.74％ 

９位以下 （省略）  

予定価格 81,510,000  

入札価格の平均 61,530,100 75.48％ 

入札参加業者数 10者  

   （ⅲ）長田処理区用宗地区下水道築造その１工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位 34,614,000 70.99％ 

２位～７位 （省略）  

８位 36,630,000 75.12％ 

最低制限価格 37,021,000 75.93％ 

９位（落札価格） 38,029,000 77.99％ 

10位以下 （省略）  

予定価格 48,756,000  

入札価格の平均 37,311,090 76.52％ 

入札参加業者数 11者  

   （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

    ○最低制限価格は予定価格の70％台の水準に設定されている。 

     （低入札価格調査基準価格と異なり、その金額は変動する。） 
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    ○落札価格、入札価格の平均、最低制限価格の関係は次のとおりである。 

ケース  落札価格  入札価格の平均  最低制限価格 

（ⅰ）  96,460,000 > 93,748,888 < 96,373,000 

（ⅱ）  65,000,000 > 61,530,100 > 57,970,000 

（ⅲ）  38,029,000 > 37,311,090 > 37,021,000 

     ・３ケースとも、「落札価格」は「入札価格の平均」を上回っている。 

     ・（ⅰ）のケースは、「入札価格の平均」が「最低制限価格」を下回っている。 

    ○入札参加業者数と落札者の入札価格の順位との比較は次のとおりである。 

ケース 入札参加業者数 落札者の入札価格の順位 

（ⅰ） 18者 11位 

（ⅱ） 10者 8位 

（ⅲ） 11者 9位 

     ・（ⅱ）（ⅲ）のケースでは、入札価格の順位の中で最終順位に近い下位の入札

価格が落札価格となっている。（極端に低い価格での厳しい入札競争があっ

た場合は、全員失格（入札不成立）となる危険がある。） 

    ○（ⅱ）のケースで落札価格と最低制限価格を比較すると次のとおりである。 

（単位：円）  

 金額 予定価格に対する比率 

落札価格 65,000,000 79.74％ 

最低制限価格 57,970,000 71.12％ 

差額等 7,030,000 8.62％ 

     ・入札価格が最低制限価格を下回る業者数が10者中７者もあるような厳しい競

争入札にもかかわらず、落札価格は最低制限価格を約７百万円（予定価格に

対する比率で8.6ポイント）も上回る金額で決定している。 

   ウ 極端に低い価格で入札があったケース…委託料のみ 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、落札率が低いものからサンプ

ル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）南部処理区三保地区管きょ実施設計（詳細設計）その７業務委託 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 8,800,000 39.14％ 
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２位 10,800,000  

３位 10,800,000 

４位以下 （省略） 

予定価格 22,480,000 

入札価格の平均 14,204,285 63.18％ 

指名業者数 7者  

   （ⅱ）南部処理区三保地区管きょ実施設計（詳細設計）その８業務委託 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 9,280,000 42.02％ 

２位 12,200,000  

３位 12,850,000 

４位以下 （省略） 

予定価格 22,084,000 

入札価格の平均 13,974,285 63.27％ 

指名業者数 7者  

   （ⅲ）三保ポンプ場（汚水）実施設計業務委託 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 18,500,000 46.01％ 

２位 36,600,000  

３位 37,500,000 

４位以下 （省略） 

予定価格 40,200,000 

入札価格の平均 32,390,000 80.57％ 

指名業者数 10者（1者辞退）  

   （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

    ○最低制限価格制度等のダンピング防止の制度のない委託業務については、激し

い価格競争が行われた場合、極端に低い価格での落札となる。 
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 （５）入札の状況 その３…「その他の視点」 

   ア 多数の入札辞退者の出たケース（指名競争入札） 

     平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の入札辞退者が出たケー

スのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）長田浄化センタースクリーンポンプ棟機械設備工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 27,900,000 95.22％ 

２位 28,400,000 96.92％ 

３位 29,000,000 98.97％ 

予定価格 29,300,000  
 

入札辞退者数 9者  

指名業者数 12者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    （ⅱ）三保ポンプ場雤水ポンプ設置工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 208,000,000 65.44％ 

調査基準価格（注１） 211,867,000 66.66％ 

予定価格 317,800,000  
 

入札辞退者数 9者  

指名業者数 12者  
 
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

  （注１）低入札価格調査制度における調査基準価格である。 
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    （ⅲ）城北処理区雤水吐口（Ｎｏ１）スクリーン設置工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 21,950,000 96.53％ 

２位 22,200,000 97.63％ 

予定価格 22,737,000  
 

入札辞退者数 7者  

指名業者数 9者  
 

【多数の入札辞退者が出た理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    （（ⅰ）～（ⅲ）について） 

     ○多数の入札辞退者が出た理由については、特に調査を実施していないため不

明である。 

     ○今回調査の対象とした平成18年度の下水道部の入札では、多数の入札辞退者

が出たことによる入札不成立のケースはなかったが、入札辞退者が多数出る

ような状況では、入札不成立の危険がつきまとうことになる。 

     ○（ⅰ）（ⅲ）のケースは、結果として高い落札率（95％超）となったが、他方

（ⅱ）のケースは、落札価格が調査基準価格を下回ったケースである。 

      競争性が有効に働いていない状況と過度の競争が行われている状況が見られ

るケースである。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

      委託料については、平成18年度に実施された指名競争入札において、多数の

入札辞退者が出たケースはなかった（１者辞退のケースが複数例あった）。 

   イ 入札参加者が極端に少ないケース（一般競争入札）…工事請負費のみ 

     平成18年度に実施された一般競争入札において、入札参加業者が極端に尐ない

ケースのうち、サンプル抽出した事例は次のとおりである。 

   （ⅰ）城北浄化センター汚泥脱水機増設電気設備その１工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 22,078,000 79.99％ 
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１位 26,000,000 94.20％ 

２位 27,600,000  

予定価格 27,600,000  
 

入札参加業者数 2者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○入札参加者数が極端に尐ない理由については、特に調査を実施していないため

不明である。（この点については、（ⅱ）（ⅲ）についても同様である。） 

     なお、電気工事については同様のケース（入札参加者が２者）が他に２例見ら

れた（Ｐ252の「イ 分割発注工事又は業務における競争性」①（ⅰ）（ⅱ）を

参照）が、この３例については極めて不可解な入札の状況が見受けられた。 

   （ⅱ）城北浄化センター最終沈殿池汚泥引抜電気設備更新工事 

（単位：円）  

 入札価格等 予定価格に対する比率 

最低制限価格 72,599,000 79.99％ 

予定価格 90,760,000  
 

入札参加業者数 1者（(株)ＨＴ製作所） 入札不成立 
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

      当該入札案件については、その後指名競争入札が行われたが、その結果は次

のとおりである。 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（落札価格） 85,000,000 93.65％ 

２位 89,000,000 98.06％ 

３位 89,900,000 99.05％ 

４位 90,000,000 99.16％ 

予定価格 90,760,000   

落札業者 ㈱ＨＴ製作所 
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指名業者数 7者   

入札辞退者数 3者 

      入札不成立から指名競争入札の過程において、次のような状況が見受けられ

た。 

    ○落札業者は、一般競争入札に入札参加した業者である。 

    ○当該入札案件は城北浄化ｾﾝﾀｰ最終沈殿池引抜電気設備の更新工事であるが、当

初（昭和50～51年施工）の電気設備設置工事の施工業者は落札業者と同一（(株)

ＨＴ製作所）である。 

    ○入札価格２位以下の者の入札価格の予定価格に対する比率は98％以上と極めて

高い。（下水道部における平成18年度の工事請負費の最高落札率が97.06％であ

ることを考えると、２位以下の提示した入札価格は極めて高い…予定価格が事

前公表されていることを前提にすると、落札しようとする意欲の有無について

疑問が残る。） 

    ○指名辞退も３者発生している。 

   （ⅲ）南部処理区駒越地区下水道築造その１工事 

（単位：円）  

入札の順位 入札価格等 予定価格に対する比率 

１位（失格） 43,500,000 69.89％ 

最低制限価格 44,581,000 71.62％ 

２位（落札価格） 49,780,000 79.98％ 

予定価格 62,238,000  
 

入札参加業者数 2者  
 

【入札参加者数が極端に尐ない理由】 

特に調査は実施していないため、当該理由については不明 

    ○入札参加者数は２者であり、１者は入札価格が最低制限価格を下回ったことか

ら、もう１者が落札者となったケースである。入札参加者が尐ない場合、尐数

の者による競争になるため、次のようなリスクを負うことになる。 

     ・２者とも最低制限価格を下回り、入札不成立となる。 

     ・競争性が機能せず、高い落札率の工事となる。 
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 （６）単独随意契約 

   ア 単独随意契約の理由等 

     平成18年度における単独随意契約のうち、予定価格が大きいものからサンプル

抽出した事例は次のとおりである。 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）城北浄化センター汚泥脱水機増設電気設備その２工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 38,500,000  

契約金額(Ｂ) 38,500,000 

(Ｂ)／(Ａ) 100.00％ 

【契約金額決定の方法】 

第１回目の見積合せで入札価格＝予定価格となり、契約金額が決定 

【単独随意契約によった理由】（注１） 

当工事は、汚泥脱水機の増設に伴う監視制御設備等を設置する電気設備工事で、既

存設備の機能増設を主とする工事であることから、製作設置メーカーでなければ施

工が不可能なため、既存設備の施工者である(株)ＭＤＳと単独随意契約する。 

  （注１）【単独随意契約によった理由】は、市が外部に公表している理由（「随意契約

の理由書」）である。（以下同じ） 

     ○「その１工事」と合わせて、契約をめぐる不可解な状況については、Ｐ254

の「（ⅲ）城北浄化センター汚泥脱水機増設電気設備工事」を参照されたい。 

     ○第１回目の見積合せで入札価格＝予定価格（落札率100％）となったケースで

ある。 

    （ⅱ）南部処理区国道149号（浜田地区）下水道布設替工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 15,620,000  

契約金額(Ｂ) 15,250,000 

(Ｂ)／(Ａ) 97.63％ 

【契約金額決定の方法】 

第１回目の見積合せで入札価格＜予定価格となり、契約金額が決定 

【単独随意契約によった理由】 
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本工事は、道路保全課において施工する（国）149号（浜田地区）電線共同溝設置工

事に伴い、下水道管渠を布設替えするもので、工事箇所が重複する工事であり、交

通規制等を含め、同調施工の必要がある。また、共通仮設費等の経費も節減できる

ことから同工事の請負人であるＳＹ建設(株)と単独随意契約する。 

     ○単独随意契約の理由として、「工事箇所が重複する工事であり、…同調施工の

必要がある。」とある。同調施工の必要があるならば、なぜ最初から、街路

課発注の工事と一緒に入札（一括発注）を行うことできないのか疑問である。 

    （ⅲ）静清処理区東静岡地区下水道築造その１工事 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 4,281,000  

契約金額(Ｂ) 3,700,000 

(Ｂ)／(Ａ) 86.42％ 

【契約金額決定の方法】 

第１回目の見積合せで入札価格＜予定価格となり、契約金額が決定 

【単独随意契約によった理由】 

本工事は、東静岡駅周辺整備課において施工する「平成18年度東静岡第３号 東静

岡北口８号線外１道路築造工事」に工事箇所が重複する管路布設工事であり、交通

規制等を含め、同調施工の必要がある。また、共通仮設費等の経費も節減できるこ

とから、同工事の請負人であるＴＩ建設㈱と単独随意契約する。 

     ○単独随意契約の理由として、「同調施工の必要」を挙げているが、この点につ

いては、上記（ⅱ）と同様の疑問が生じる。（東静岡駅周辺整備課発注の工

事と一括発注できないのか。） 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）愛染ポンプ場外２施設耐震補強実施設計業務委託 

（単位：円）  

予定価格(Ａ) 6,342,000  

契約金額(Ｂ) 6,200,000 

(Ｂ)／(Ａ) 97.76％ 

【契約金額決定の方法】 

第１回目の見積合せで入札価格＜予定価格となり、契約金額が決定 
 



  号    外        静 岡 市 報     平成 20年 3月 31 日  267 
 

【単独随意契約によった理由】 

本業務は、耐震補強計画に基づき詳細設計を行う一連の業務である。内容を熟知し、

技術的に適正な補強方法で短期間に設計でき、経費も削減できることからＮＪＳ設

計(株)と単独随意契約する。 

     ○計画策定業務（指名競争入札）と分割発注されたものである。単独随意契約

によることの妥当性についての疑問は、Ｐ255の「（ⅰ）愛染ポンプ場外２施

設耐震補強関係業務委託」を参照されたい。 

    ③ 外部に公表される単独随意契約の理由について 

      随意契約した理由については、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関

する法律施行令」により公表が義務付けられており、その内容を適切に記載す

ることが必要となる（Ｐ119の２⑫を参照）。今回、サンプル抽出した事例につ

いて、「公表」の視点から気付いた事項は次のとおりである。 

 （工事請負費） 

ⅰ 

【単独随意契約の理由】 

・既存設備の機能増設を主とする工事であることから、製作設置メーカーで

なければ施工が不可能なため 

【留意事項】 

・なぜ製作設置メーカーでなければ、既存設備の機能増設が不可能なのか説

明不足である。 

 

 

ⅱ 

【単独随意契約の理由】 

・工事箇所が重複する工事であり、交通規制等を含め、同調施工の必要があ

る。 

・共通仮設費等の経費も節減できる。（予定価格を下げることが可能） 

【留意事項】 

・工事箇所が重複すると、なぜ同調施工の必要があるのか説明不足である。 

・契約金額を引き下げるための最良の方法は競争入札である。「経費を削減で

きる（予定価格を下げること）」ことが単独随意契約の理由となりえるのか

疑問である。 
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ⅲ 

【単独随意契約の理由】 

・工事箇所が重複する工事であり、交通規制等を含め、同調施工の必要があ

る。 

・共通仮設費等の経費も節減できる。 

【留意事項】 

 上記ⅱと同じ 

 （設計、測量等の関連業務に係る委託料） 

ⅰ 

【単独随意契約の理由】 

・内容を熟知し、技術的に適正な補強方法で短期間に設計できる。 

・経費も削減できる。 

【留意事項】 

・当該業者がなぜ内容を熟知し、技術的に適正な補強方法で短期間に設計で

きるのか説明不足である。 

・契約金額を引き下げるための最良の方法は競争入札である。「経費を削減で

きる（予定価格を下げること）」ことが単独随意契約の理由となりえるのか

疑問である。 

 （７）契約変更 

   ア 契約変更の概要 

    ① 工事請負費 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における契約方法別の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

入 

札 
 
 
 

一
般
競
争 

入
札 

格付等級指定型 20 187 19 180 188 8 

技術資料提出型 78 4,728 50 2,727 2,768 41 

総合評価型 1 47 1 47 44 △3 

小 計 99 4,962 70 2,954 3,000 46 

指名競争入札 32 2,371 7 424 430 6 
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 合 計 131 7,333 77 3,378 3,430 52 

単独随意契約 17 355 12 187 198 11 

総合計 148 7,688 89 3,565 3,628 63 

    （ⅱ）工種別 

       平成18年度における主な工種の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

 工  種 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 土木工事一式 123 6,071 84 3,192 3,253 61 

２ 電気工事 10 551 2 222 225 3 

３ 水道施設工事 6 610 1 77 78 1 

４ その他 9 455 1 33 30 △3 

合 計 148 7,687 88 3,524 3,586 62 

     ○設計変更に伴う契約変更は、特に必要な場合等のほか行うことができないと

されているが（静岡市設計変更事務取扱要領）、上記のデータを見る限り、

相当の頻度で行われている。すなわち、契約変更が避けられない状況が頻繁

に発生していることが分かる。 

    ② 設計、測量等の建設業関連業務に係る委託料 

    （ⅰ）契約方法別 

       平成18年度における委託料の契約変更の状況は次のとおりである。 

（単位：百万円）  

契約方法 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

指名競争入札 51 569 14 205 216 11 

単独随意契約 1 6 － － － － 

合 計 52 575 14 205 216 11 

    （ⅱ）業務別 

       平成18年度における委託料の主な業務の契約変更の状況は次のとおりであ

る。 
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（単位：百万円）  

 業  務 

平成18年度 左記についての契約変更の状況 

件数 金額 件数 
変更前 

契約金額 
変更後 

契約金額 
増減額 

１ 
土木関係建設 

コンサルタント 
48 549 12 189 201 12 

２ その他 4 26 2 16 15 △1 

合 計 52 575 14 205 216 11 

     ○設計変更に伴う契約変更は、工事請負費に比べるとその頻度は低い。 

   イ 契約変更の理由等 

     平成18年度における契約変更の内、変更増減額及び変更増減率の大きいものか

らサンプル抽出して調査を実施したが、特に留意すべき事項がなかったことから、

記載を省略する。 

以上 

 


